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動産・債権担保法制をめぐる二元的構成の新たな二つの動向

動
産
・
債
権
担
保
法
制
を
め
ぐ
る
二
元
的
構
成
の
新
た
な
二
つ

の
動
向 

―
―
フ
ラ
ン
ス
法
を
起
点
と
し
た
ベ
ル
ギ
ー
法
・
ケ
ベ
ッ
ク
法
の
比
較
研
究
の
試
み
―
―

片　
　

山　
　

直　
　

也

一　

序

1　

は
じ
め
に

　
「
不
動
産
担
保
か
ら
事
業
収
益
担
保
へ
」
と
の
担
保
法
の
パ
ラ
ダ
イ
ム（

（
（

が
唱
え
ら
れ
て
二
〇
年
が
経
過
し
よ
う
と
し
て
い
る
。
こ

の
間
、
動
産
債
権
譲
渡
特
例
法
の
法
改
正（

（
（

、
担
保
の
機
能
を
多
元
的
に
把
握
す
る
分
析
の
定
着
化（

（
（

、
Ａ
Ｂ
Ｌ
を
め
ぐ
る
理
論
と
実
務

一　

序

二　

ケ
ベ
ッ
ク
担
保
法
の
展
開

三　

ベ
ル
ギ
ー
担
保
法
の
展
開

四　

フ
ラ
ン
ス
担
保
法
再
考

五　

結
び
に
代
え
て
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の
展
開
を
経
て（

（
（

、
二
〇
一
九
年
三
月
に
「
動
産
・
債
権
を
中
心
と
し
た
担
保
法
制
に
関
す
る
研
究
会
」（
道
垣
内
弘
人
座
長
）
が
組
織

さ
れ
、
動
産
債
権
担
保
法
の
改
正
を
目
指
し
た
動
き
が
本
格
的
に
始
動
し
た（

（
（

。
同
研
究
会
で
の
二
年
間
に
わ
た
る
検
討
を
踏
ま
え
て
、

二
〇
二
一
年
四
月
か
ら
法
制
審
議
会
担
保
法
制
部
会
に
お
け
る
動
産
債
権
担
保
法
制
の
改
正
を
め
ぐ
る
議
論
が
開
始
さ
れ
て
い
る（

（
（

。

ま
た
、
法
制
審
で
の
議
論
に
照
準
を
合
わ
せ
て
、
事
業
担
保
権
等
に
関
す
る
提
案
が
、
金
融
庁
、
中
小
企
業
庁
の
研
究
グ
ル
ー
プ
か

ら
な
さ
れ
て
い
る（

（
（

2　
「
機
能
的
ア
プ
ロ
ー
チ
」
と
「
統
一
的
な
担
保
制
度
」
の
提
言

　

と
こ
ろ
で
、
動
産
債
権
担
保
法
制
の
あ
り
方
に
つ
い
て
の
総
論
的
な
課
題
の
一
つ
が
、「
統
一
的
な
担
保
制
度
と
登
記
制
度
を
設

け
る
こ
と
（
い
わ
ゆ
る
Ｕ
Ｃ
Ｃ
型
）
の
適
否
」（

（
（

で
あ
る
と
さ
れ
る
。
比
較
法
的
に
は
、
Ｕ
Ｃ
Ｃ
第
九
編
だ
け
で
は
な
く
、
Ｕ
Ｎ
Ｃ
Ｉ

Ｔ
Ｒ
Ａ
Ｌ
（
国
連
国
際
商
取
引
法
委
員
会
）
の
「
担
保
付
取
引
立
法
指
針
（Legislative Guide on Secured T

ransactions, 2007

）」

や
「
担
保
付
取
引
モ
デ
ル
法
（M

odel Law
 on Secured T

ransactions, 2016

）」（
（
（

で
は
、「
機
能
的
ア
プ
ロ
ー
チ
（approche 

fonctionnelle

）」（
（1
（

に
基
づ
い
て
、
原
則
と
し
て
、
統
一
的
な
担
保
制
度
が
推
奨
さ
れ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
た
と
え
ば
「
立
法
指

針
」
は
、「
法
律
は
、
機
能
的
ア
プ
ロ
ー
チ
を
採
用
し
、
そ
れ
ゆ
え
に
取
引
の
方
式
ま
た
は
当
事
者
が
用
い
た
用
語
法
の
如
何
を
問

わ
ず
、
弁
済
ま
た
は
債
務
の
履
行
の
他
の
形
式
の
担
保
の
た
め
に
合
意
に
よ
っ
て
動
産
の
上
に
設
定
さ
れ
た
す
べ
て
の
権
利
に
適
用

さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
そ
こ
に
は
、
担
保
名
義
で
の
有
体
動
産
所
有
権
の
移
転
の
受
益
者
の
権
利
、
担
保
名
義
で
の
債
権
譲
渡
の
枠
組

み
に
お
け
る
譲
受
人
の
権
利
、
所
有
権
留
保
お
よ
び
リ
ー
ス
の
条
項
の
様
々
な
様
式
に
お
け
る
売
主
ま
た
は
リ
ー
ス
貸
主
の
権
利
も
含
ま
れ

る
）」
と
し
、「
購
入
資
金
融
資
（financem

ent d

’acqusitions

）
を
除
い
て（

（1
（

、
機
能
的
ア
プ
ロ
ー
チ
は
、
債
務
の
履
行
を
担
保
す
る

す
べ
て
の
権
利
を
動
産
物
的
担
保
（sûretés réelles m

obilières

）
と
し
て
性
格
づ
け
か
つ
共
通
規
定
の
全
体
に
従
わ
せ
る
と
い
う

方
法
で
実
現
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
し
て
い
る（

（1
（

。
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そ
こ
で
、
法
制
審
担
保
法
制
部
会
で
は
、
担
保
法
制
全
体
の
構
成
と
し
て
、
現
行
法
の
よ
う
に
、「
目
的
と
な
る
財
産
の
種
類
に

応
じ
て
異
な
る
担
保
権
」
と
す
る
か
、
Ｕ
Ｃ
Ｃ
第
九
編
の
よ
う
に
、「
動
産
だ
け
で
は
な
く
無
体
財
産
や
債
権
を
含
む
財
産
に
つ
い

て
、
そ
の
担
保
の
種
類
や
目
的
財
産
の
占
有
の
有
無
に
よ
っ
て
区
別
せ
ず
、
一
つ
の
担
保
制
度
を
設
け
る
こ
と
」
も
考
え
ら
れ
る
が
、

こ
の
点
に
つ
い
て
ど
の
よ
う
に
考
え
ら
れ
る
か
と
問
題
提
起
が
な
さ
れ
て
い
る（

（1
（

。「
多
元
主
義
」
か
「
一
元
主
義
」
か
の
対
立
、　

「
ま
と
め
る
担
保
」
か
「
刻
む
担
保
」
か
の
対
立
と
整
理
す
る
も
の
も
あ
る（

（1
（

。
本
稿
の
課
題
は
、
こ
の
問
題
を
比
較
法
的
な
視
角
か

ら
検
討
し
、
一
つ
の
方
向
性
を
見
出
す
点
に
存
す
る
。

3
　
本
稿
の
課
題

　

本
稿
に
お
い
て
は
、
比
較
法
研
究
の
対
象
と
し
て
、
ケ
ベ
ッ
ク
法
お
よ
び
ベ
ル
ギ
ー
法
を
取
り
上
げ
る
。
そ
の
理
由
は
、
ま
ず
第

一
に
は
、
両
法
の
担
保
法
が
、
そ
も
そ
も
「
多
元
主
義
」、「
刻
む
担
保
」
に
特
徴
を
有
す
る
フ
ラ
ン
ス
法
（
一
八
〇
四
年
の
フ
ラ
ン

ス
民
法
典
）
を
母
法
と
す
る
と
い
う
点
に
お
い
て
、
わ
が
国
の
担
保
法
と
共
通
の
出
発
点
を
有
す
る
こ
と
に
存
す
る
。

　

第
二
は
、
そ
の
後
、
両
法
に
お
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
異
な
る
外
在
的
要
因
に
よ
っ
て
、「
機
能
的
ア
プ
ロ
ー
チ
」
に
基
づ
く
「
一

元
主
義
」（
本
稿
で
は
「
一
元
的
構
成
」
と
い
う
）
を
指
向
す
る
法
改
正
が
な
さ
れ
た
と
い
う
点
で
あ
る
。
具
体
的
に
は
、
ケ
ベ
ッ
ク

法
は
、
フ
ラ
ン
ス
法
を
母
法
と
す
る
大
陸
法
圏
で
あ
る
が
、
コ
モ
ン
ロ
ー
の
オ
ン
タ
リ
オ
州
な
ど
カ
ナ
ダ
の
他
州
や
ア
メ
リ
カ
法
と

境
界
を
接
す
る
こ
と
か
ら
、「
ト
ラ
ン
ス
シ
ス
テ
ム
主
義
（transsystém

ism
e

）」
と
も
呼
ば
れ
る
立
場
に
基
づ
き（

（1
（

、
一
九
九
一
年
の

民
法
典
制
定
に
よ
り
、
不
動
産
も
含
め
た
一
元
的
構
成
（
一
元
的
抵
当
権
制
度
）
が
導
入
さ
れ
て
い
る
（
本
稿
「
二　

ケ
ベ
ッ
ク
担
保

法
の
展
開
」「
1　

一
元
的
構
成
の
導
入
（
一
九
九
一
年
ケ
ベ
ッ
ク
民
法
典
）」
参
照
）。
ベ
ル
ギ
ー
で
は
、
Ｅ
Ｕ
の
拠
点
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

Ｅ
Ｕ
法
の
調
和
と
い
う
視
点
か
ら
、
Ｕ
Ｎ
Ｃ
Ｉ
Ｔ
Ｒ
Ａ
Ｌ
の
「
担
保
付
取
引
立
法
指
針
」
に
準
拠
し
、
二
〇
一
三
年
に
動
産
担
保
に

つ
い
て
一
元
的
構
成
を
採
用
す
る
動
産
担
保
法
の
改
正
が
行
わ
れ
た
の
で
あ
る
（
本
稿
「
三　

ベ
ル
ギ
ー
担
保
法
の
展
開
」「
1　

一
元
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的
構
成
の
導
入
（
二
〇
一
三
年
動
産
担
保
法
制
定
）」
参
照
）。
ま
ず
は
「
多
元
主
義
」
の
フ
ラ
ン
ス
法
を
母
法
と
し
な
が
ら
、
両
法
に

お
い
て
、「
多
元
主
義
」
か
「
一
元
主
義
」
か
の
課
題
に
対
峙
し
、「
一
元
主
義
」
の
方
向
性
を
選
択
し
た
と
い
う
点
が
、
今
ま
さ
し

く
そ
の
い
ず
れ
か
の
選
択
を
迫
ら
れ
て
い
る
わ
が
国
の
担
保
法
制
を
め
ぐ
る
議
論
に
多
大
な
示
唆
を
与
え
る
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
、

両
法
の
比
較
法
的
意
義
は
そ
こ
に
留
ま
ら
な
い
。

　

第
三
は
、
両
法
に
お
け
る
そ
の
後
の
立
法
の
変
遷
で
あ
る
。
注
目
す
べ
き
は
、
有
価
証
券
の
ペ
ー
パ
レ
ス
化
に
対
応
し
た
金
融
担

保
法
制
の
変
容
を
契
機
と
し
て（

（1
（

、「
一
元
的
構
成
」
を
指
向
し
た
ケ
ベ
ッ
ク
法
、
ベ
ル
ギ
ー
法
の
い
ず
れ
に
お
い
て
も
、
広
く
債
権

担
保
に
つ
い
て
、
動
産
担
保
と
区
別
し
た
取
り
扱
い
を
行
う
傾
向
が
看
取
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
と
い
う
点
で
あ
る
（
本
稿
「
二　

ケ
ベ
ッ
ク
担
保
法
の
展
開
」「
4　

新
た
な
二
元
的
構
成
」
お
よ
び
「
三　

ベ
ル
ギ
ー
担
保
法
の
展
開
」「
4　

新
た
な
二
元
的
構
成
」　

参
照
）。

新
た
な
「
二
元
的
構
成
」
の
動
向
と
分
析
す
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。
フ
ラ
ン
ス
法
が
、
二
〇
〇
六
年
の
担
保
法
改
正
に
お
い
て
も
、

動
産
担
保
に
つ
き
、「
有
体
動
産
質
（gage

）」
と
「
無
体
動
産
質
（nantissem

ent

）」
と
を
区
別
す
る
「
二
元
的
構
成
」
を
導
入
し

て
い
た
点
が
想
起
さ
れ
る
（
本
稿
「
四　

フ
ラ
ン
ス
担
保
法
再
考
」「
1　

起
点
と
し
て
の
二
〇
〇
六
年
担
保
法
改
正
」
参
照
）。
こ
こ
に
、

フ
ラ
ン
ス
法
を
起
点
と
し
て
、
ケ
ベ
ッ
ク
法
と
ベ
ル
ギ
ー
法
を
比
較
法
研
究
の
対
象
と
す
る
第
三
の
意
義
が
見
出
さ
れ
る
と
い
え
よ

う
。
わ
が
国
の
法
改
正
が
進
む
べ
き
道
も
示
唆
さ
れ
て
い
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

　

こ
の
よ
う
に
、
本
稿
の
方
法
論
的
関
心
は
、
時
間
的
空
間
的
な
広
が
り
の
中
で
法
発
展
を
動
態
的
に
認
識
す
る
と
い
う
点
に
存
す

る
（
（1
（

。
4　
「
二
元
的
構
成
」
の
新
た
な
二
つ
の
動
向

　

そ
れ
で
は
、
本
稿
で
の
比
較
的
考
察
に
先
立
っ
て
、
仮
説
と
し
て
、「
二
元
的
構
成
」
の
新
た
な
二
つ
の
動
向
に
つ
い
て
分
析
視

角
を
提
示
し
て
お
き
た
い
。
そ
れ
は
、（
一
）
担
保
目
的
で
あ
る
資
産
に
つ
い
て
の
二
元
的
構
成
と
、（
二
）
担
保
の
構
造
に
つ
い
て



5

動産・債権担保法制をめぐる二元的構成の新たな二つの動向

の
二
元
的
構
成
の
二
つ
の
動
向
に
整
理
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
ろ
う
。

（
一
）
担
保
目
的
で
あ
る
資
産
に
応
じ
た
類
型

　
ま
ず
は
、
①
流
動
資
産
・
事
業
資
産
（les biens circulants ou le fonds

）
と
、
②
金
融
資
産
・
債
権
（les instrum

ents 

financiers ou les créances

）
の
二
つ
の
資
産
類
型（

（1
（

に
つ
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
資
産
の
特
徴
、
す
な
わ
ち
「
活
用
・
経
営

（exploitation

）」
の
目
的
か
「
価
値
増
殖
・
運
用
（valorisation

）」
の
目
的
か
に
応
じ
て（

（1
（

、
そ
れ
ぞ
れ
に
適
合
的
な
担
保
法
制
が
設

け
ら
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
い
う
点
で
あ
る（

（2
（

。

　
担
保
制
度
の
前
提
と
し
て
の
資
産
論
か
ら
分
析
す
る
と
、
一
元
的
構
成
の
歴
史
的
な
意
義
は
、
①
流
動
資
産
・
事
業
資
産
に
つ
い

て
包
括
的
な
担
保
権
の
設
定
を
可
能
と
す
る
法
制
度
を
創
設
す
る
点
に
あ
り
、
新
た
な
二
元
的
構
成
の
意
義
は
、
②
金
融
資
産
・
債

権
に
つ
い
て
、
①
と
別
の
規
律
で
担
保
設
定
お
よ
び
実
行
に
お
け
る
排
他
的
効
力
を
承
認
す
る
法
整
備
を
行
う
と
い
う
点
に
あ
る
と

認
識
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。

（
二
）
担
保
の
構
造
に
応
じ
た
類
型

　
次
い
で
、
実
務
上
の
二
元
的
構
成
の
ニ
ー
ズ
は
、
担
保
の
構
造
の
パ
ラ
ダ
イ
ム
と
連
動
し
て
い
る
と
分
析
で
き
る
。
そ
れ
が
、
フ

ラ
ン
ス
法
に
お
い
て
近
時
論
じ
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
「
排
他
的
担
保
」
と
い
う
分
析
視
角
で
あ
る（

（2
（

。
今
日
、
フ
ラ
ン
ス
で
は
、
倒

産
法
の
改
正
に
伴
い
「
追
い
風
（vent en poupe

）」
と
「
後
退
（érosion
）」
の
大
き
な
流
れ
を
経
て（

（2
（

、
物
的
担
保
を
「
優
先
的
担

保
（sûreté préférentielle

）」
と
「
排
他
的
担
保
（sûreté exclusive

）」
に
分
け
て
分
類
す
る
こ
と
が
定
着
化
し
つ
つ
あ
る（

（2
（

。
そ
し

て
つ
い
に
、
二
〇
二
一
年
九
月
一
五
日
担
保
法
改
正
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
は
、
新
た
な
物
的
担
保
の
定
義
規
定
と
し
て
、「
物
的
担
保
は
、

債
権
者
へ
の
優
先
的
又
は
排
他
的
な
弁
済
（paiem

ent préférentiel ou exclusif

）
へ
の
、
現
在
若
し
く
は
将
来
の
財
産
又
は
財
産
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の
集
合
の
引
当
て
（affectation

）
で
あ
る
」（
民
法
典
二
三
二
三
条
）
と
の
規
定
を
新
設
す
る
に
至
っ
た（

（2
（

。
ケ
ベ
ッ
ク
法
と
フ
ラ
ン
ス

法
の
比
較
研
究
に
お
い
て
、
債
権
担
保
・
金
融
資
産
担
保
に
関
す
る
近
時
の
立
法
の
動
向
に
つ
い
て
、「affectation

（
引
当
て
）」

か
ら
「appropriation

（
帰
属
）」 

へ
と
い
う
パ
ラ
ダ
イ
ム
と
し
て
分
析
さ
れ
て
い
る
点（

（2
（

も
同
趣
旨
と
思
わ
れ
る
。
そ
し
て
排
他
的

担
保
の
テ
ク
ニ
ッ
ク
が
、
伝
統
的
に
「
留
置
（détention

）」
と
「
所
有
権
（propriété

）」
の
二
つ
で
あ
り
、
前
者
は
債
権
な
ど
無

体
財
産
担
保
を
視
野
に
入
れ
る
と
今
日
的
に
は
「
凍
結
権
限
（pouvoir de blocage

）」
と
把
握
さ
れ（

（2
（

、
コ
モ
ン
ロ
ー
に
影
響
を
受

け
た
ケ
ベ
ッ
ク
法
や
ベ
ル
ギ
ー
法
に
お
け
る
「
支
配
（m

aîtrise, contrôle

）」
概
念
と
接
近
す
る
も
の
と
理
解
さ
れ
る
。

5　

わ
が
国
に
お
け
る
法
改
正
へ
の
示
唆

　

本
稿
の
比
較
的
考
察
を
経
て
、
わ
が
国
に
お
け
る
動
産
債
権
担
保
法
制
の
法
改
正
に
対
し
て
は
、
次
の
二
つ
の
示
唆
が
得
ら
れ
る

の
で
は
な
い
か
と
推
測
し
て
い
る
。

　
（
1
）
第
一
の
示
唆
は
、
多
元
主
義
か
、
一
元
主
義
か
如
何
、
ま
た
、
刻
む
担
保
か
、
ま
と
め
る
担
保
か
如
何
を
問
わ
ず
、
流
動

資
産
・
事
業
資
産
を
目
的
と
す
る
包
括
担
保
の
導
入
が
法
改
正
の
最
重
要
の
課
題
だ
と
い
う
点
で
あ
る
。
そ
の
際
に
、
多
元
主
義
・

刻
む
担
保
を
前
提
と
し
て
、
事
業
担
保
権
に
つ
い
て
、
特
別
法
で
規
律
す
る
特
別
担
保
と
し
て
認
め
る
の
も
一
つ
の
方
向
性
で
は
あ

る
が
、
他
方
で
は
、「
集
合
（
物
）」
概
念
の
再
定
位
を
行
い
、
民
法
上
の
動
産
担
保
と
し
て
認
め
る
方
向
性
も
検
討
さ
れ
る
べ
き
は

な
い
だ
ろ
う
か
。
併
せ
て
、
事
業
担
保
権
の
目
的
資
産
に
事
業
債
権
が
含
ま
れ
る
場
合
と
異
な
り
、
金
融
資
産
や
債
権
の
み
が
担
保

の
目
的
と
さ
れ
る
場
合
に
は
、「
支
配
」
を
要
件
と
し
て
「
排
他
的
担
保
」（

（2
（

を
認
め
る
こ
と
も
検
討
さ
れ
て
よ
い
で
あ
ろ
う
。

　
（
2
）
二
つ
は
、『
動
産
・
債
権
を
中
心
と
し
た
担
保
法
制
に
関
す
る
研
究
会
報
告
書
』
に
お
い
て
は
、
動
産
担
保
お
よ
び
債
権
担

保
に
つ
い
て
、「
担
保
目
的
取
引
規
律
型
」
と
し
て
「
担
保
所
有
権
」（
譲
渡
担
保
）
を
典
型
的
な
担
保
の
形
態
と
し
て
法
制
化
す
る

こ
と
が
提
案
さ
れ
て
い
る（

（2
（

。
し
か
し
な
が
ら
、
比
較
法
的
に
は
、
所
有
権
は
「
排
他
的
担
保
」
の
一
つ
の
テ
ク
ニ
ッ
ク
と
し
て
位
置
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づ
け
ら
れ
て
お
り
、「
優
先
的
担
保
」
に
と
ど
ま
る
場
合
、
そ
も
そ
も
「
所
有
権
」
の
テ
ク
ニ
ッ
ク
は
過
剰
で
あ
り
、
規
定
が
な
い

場
合
の
判
例
に
よ
る
法
運
用
と
し
て
は
と
も
か
く
も
、
新
た
に
立
法
を
な
す
と
い
う
局
面
に
お
い
て
、「
所
有
権
担
保
」
の
構
成
を

用
い
る
の
は
、
金
融
資
産
や
債
権
な
ど
、「
排
他
的
担
保
」
の
ニ
ー
ズ
が
あ
る
場
合
に
限
定
さ
れ
る
べ
き
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。
立

法
に
際
し
て
は
、「
担
保
所
有
権
」
の
意
義
が
再
検
討
さ
れ
る
べ
き
で
あ
ろ
う
。

　

そ
れ
で
は
、
以
上
の
問
題
意
識
を
前
提
と
し
て
、
ケ
ベ
ッ
ク
担
保
法
お
よ
び
ベ
ル
ギ
ー
担
保
法
の
展
開
を
順
次
、
検
討
し
て
行
く

こ
と
と
す
る
。

二　

ケ
ベ
ッ
ク
担
保
法
の
展
開

1　

一
元
的
構
成
の
導
入
（
一
九
九
一
年
ケ
ベ
ッ
ク
民
法
典
）

（
一
）
一
元
的
抵
当
権
の
導
入

　

ケ
ベ
ッ
ク
法
の
「
一
元
的
抵
当
権
」（hypothèque unique

）
は
、
一
九
七
七
年
民
法
典
改
正
委
員
会
（
Ｏ
Ｒ
Ｃ
Ｃ
）
草
案（

（2
（

を
経
て
、

一
九
九
一
年
民
法
典
改
正
（
一
九
九
四
年
施
行
）（

（3
（

に
よ
り
導
入
さ
れ
た（

（3
（

。

　

カ
ナ
ダ
法
全
般
に
つ
い
て
見
る
と
、
ケ
ベ
ッ
ク
州
を
除
く
コ
モ
ン
ロ
ー
の
州
で
は
、
ア
メ
リ
カ
Ｕ
Ｃ
Ｃ
第
九
編
に
影
響
を
受
け
た

「
動
産
担
保
法
（Personal Property Security A

ct : PPSA

）」
が
制
定
さ
れ
て
い
た（

（3
（

。
そ
の
う
ち
ケ
ベ
ッ
ク
州
に
近
接
す
る
カ
ナ

ダ
最
大
の
オ
ン
タ
リ
オ
州
に
お
い
て
Ｐ
Ｐ
Ｓ
Ａ
が
制
定
さ
れ
た
の
が
一
九
九
〇
年
で
あ
り
、
ケ
ベ
ッ
ク
民
法
典
に
お
け
る
一
元
的
抵

当
権
の
導
入
に
際
し
て
、
ア
メ
リ
カ
法
と
オ
ン
タ
リ
オ
法
が
比
較
の
対
象
と
さ
れ
て
い
る（

（3
（

。

　

ケ
ベ
ッ
ク
法
に
お
け
る
「
一
元
的
抵
当
権
」
の
導
入
に
つ
い
て
は
、「
物
的
担
保
の
機
能
的
ア
プ
ロ
ー
チ
が
、
不
動
産
か
動
産
か
、

有
体
財
か
無
体
財
か
を
問
わ
ず
、
す
べ
て
の
財
に
適
用
さ
れ
る
一
元
的
担
保
（sûreté unique

）
の
存
在
を
推
し
進
め
た
」、「
こ
の
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モ
デ
ル
は
、
ア
メ
リ
カ
法
に
起
源
を
有
す
る
も
の
で
あ
る
が
、
そ
も
そ
も
フ
ラ
ン
ス
法
の
影
響
を
受
け
て
い
た
ケ
ベ
ッ
ク
法
に
お
い

て
は
、
一
九
九
一
年
の
改
正
の
際
に
、
抵
当
権
（hypothèque

）
の
確
立
を
通
し
て
、
考
慮
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
」
と
分
析
さ
れ

て
い
る（

（3
（

。

　

こ
の
新
制
度
に
よ
り
、
事
業
の
す
べ
て
の
動
産
を
非
占
有
担
保
の
目
的
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
り
（
非
事
業
者
は
別
）、

そ
の
結
果
、
動
産
非
占
有
担
保
に
関
す
る
特
別
の
制
度
が
廃
止
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た（

（3
（

。

　

一
九
九
一
年
民
法
典
は
、
抵
当
権
の
性
質
お
よ
び
目
的
に
つ
き
、
次
の
規
定
（
二
六
六
〇
条
）
を
置
い
て
、
さ
ら
に
明
文
で
、
債

権
（
二
七
一
〇
条
以
下
）、
有
価
証
券
（
二
七
一
四
―
一
条
以
下
）、
特
許
（
二
六
八
四
条
）、
社
員
持
分
（
二
二
一
一
条
）
な
ど
に
抵
当
権

を
設
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
規
定
し
て
い
る（

（3
（

。

【
第
二
六
六
〇
条
】（
抵
当
権
）

　

抵
当
権
（hypothèque

）
は
、
債
務
の
履
行
に
引
き
当
て
ら
れ
た
動
産
又
は
不
動
産
で
あ
る
財
産
に
つ
い
て
の
物
権
（droit réel 

sur un bien, m
euble ou im

m
euble
）
で
あ
る
。
抵
当
権
は
、
債
権
者
に
、
何
人
の
手
元
に
あ
ろ
う
と
財
産
を
追
及
し
、
そ
の
財
産

を
占
有
又
は
弁
済
の
た
め
取
得
し
、
そ
の
財
産
を
売
却
し
又
は
売
却
さ
せ
、
か
つ
本
法
典
に
定
め
ら
れ
た
順
位
に
従
い
そ
の
売
却
代
金

か
ら
優
先
弁
済
を
受
け
る
権
利
を
付
与
す
る
。

（
二
）
包
括
体
（universalité

）

　

一
九
九
一
年
民
法
典
は
、
さ
ら
に
、
二
六
六
六
条
に
お
い
て
、「
包
括
体
（une universalité

）」
お
よ
び
「
財
産
の
集
合
（un 

ensem
ble de biens

）」
と
い
う
概
念
を
用
い
て
、
事
業
者
が
包
括
担
保
の
設
定
を
可
能
と
し
て
い
る
点
に
注
目
す
べ
き
で
あ
る
。
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【
第
二
六
六
六
条
】（
目
的
）

　

抵
当
権
は
、
あ
る
い
は
、
有
体
又
は
無
体
の
一
つ
又
は
複
数
の
個
別
の
財
産
（biens particuliers

）、
あ
る
い
は
一
つ
の
包
括
体

（une universalité

）
の
中
に
含
ま
れ
る
財
産
の
集
合
（un ensem

ble de biens

）
に
設
定
さ
れ
る（

（3
（

。

　

こ
の
点
は
、
一
九
七
七
年
の
民
法
典
改
正
委
員
会
草
案
に
お
い
て
、「
す
べ
て
の
包
括
体
（universalités

）
に
抵
当
権
の
設
定
が

可
能
と
な
る
。
た
と
え
ば
、
受
取
勘
定
口
座
（com

ptes à reçevoir

）、
ト
ラ
ッ
ク
隊
（flottes de cam

ions

）、
お
よ
び
営
業
財
産

（fonds de com
m

erce

）
へ
の
抵
当
権
設
定
が
想
定
さ
れ
る
」、「
商
人
ま
た
は
本
条
の
掲
げ
た
活
動
に
従
事
す
る
者
に
対
し
て
、
そ

の
事
業
に
引
き
当
て
ら
れ
た
財
産
に
一
般
動
産
抵
当
権
（hypothèque m

obilière générale

）
を
設
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に

す
る
こ
と
が
合
理
的
で
あ
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
同
様
に
、
個
人
（particuliers

）
を
保
護
し
、
抵
当
権
に
よ
る
価
値
低
下
が
増
大

す
る
こ
と
を
避
け
る
た
め
に
、
一
般
的
に
す
べ
て
の
債
務
者
に
こ
の
よ
う
な
引
当
て
を
認
め
る
こ
と
が
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
が
適

切
で
あ
ろ
う
。
他
方
で
、
こ
の
規
定
は
、
オ
ン
タ
リ
オ
法
や
ア
メ
リ
カ
法
の
内
容
と
類
似
し
て
い
る
」
と
起
草
趣
旨
が
説
明
さ
れ
て

い
た（

（3
（

。
そ
れ
を
受
け
た
規
定
が
二
六
八
四
条
で
あ
る
。

【
第
二
六
八
四
条
】

　

第
一
項
（
包
括
体
に
つ
い
て
の
抵
当
権
）　

事
業
を
経
営
す
る
、
人
、
会
社
又
は
信
託
受
託
者
の
み
が
、
動
産
か
不
動
産
か
、
現
在
か

将
来
か
、
有
体
財
産
か
無
体
財
産
か
を
問
わ
ず
、
財
産
の
包
括
体
に
つ
い
て
抵
当
権
を
設
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

第
二
項
（
動
産
の
包
括
体
）　

事
業
を
経
営
す
る
者
は
、
ま
た
、
動
物
、
事
業
用
の
設
備
・
機
材
、
顧
客
債
権
・
口
座
、
特
許
及
び
商

標
、
さ
ら
に
一
つ
の
事
業
ご
と
に
積
極
財
産
の
一
部
を
構
成
し
、
か
つ
売
却
、
賃
貸
若
し
く
は
役
務
提
供
が
予
定
さ
れ
た
あ
る
財
産
の

製
造
又
は
改
造
の
過
程
に
お
い
て
売
却
、
賃
貸
若
し
く
は
取
引
の
た
め
に
所
持
さ
れ
て
い
る
有
体
動
産
に
抵
当
権
を
設
定
す
る
こ
と
が

で
き
る
。
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さ
ら
に
、
代
替
物
お
よ
び
売
却
代
金
へ
の
プ
ロ
シ
ー
ズ
に
関
す
る
規
定
と
し
て
二
六
七
四
条
が
置
か
れ
て
い
る
。

【
第
二
六
七
四
条
】

　

第
一
項
（
財
産
の
包
括
体
）　

財
産
の
包
括
体
に
設
定
さ
れ
た
抵
当
権
は
、
存
続
す
る
が
、
事
業
の
活
動
の
範
囲
で
（dans le cours 

des activités de l

’entreprise

）
譲
渡
さ
れ
た
財
産
に
代
替
す
る
同
一
の
性
質
を
有
す
る
財
産
に
効
力
が
及
ぶ
。

　

第
二
項
（
個
別
化
さ
れ
た
財
産
）　

個
別
化
さ
れ
か
つ
譲
渡
さ
れ
る
財
産
に
設
定
さ
れ
た
抵
当
権
は
、
そ
れ
に
代
替
す
る
財
産
に
対
し

て
も
、
そ
の
新
た
な
財
産
を
特
定
す
る
通
告
（avis

）
の
登
記
に
よ
っ
て
、
効
力
が
及
ぶ
。

　

第
三
項
（
財
産
の
譲
渡
）　

譲
渡
さ
れ
た
財
産
に
い
か
な
る
財
産
も
代
替
し
な
い
と
き
に
は
、
譲
渡
か
ら
生
じ
た
代
金
に
つ
い
て
、
そ

れ
が
特
定
で
き
る
限
り
、
抵
当
権
は
存
続
し
、
そ
の
効
力
を
及
ぼ
す（

（3
（

。

　

以
上
の
よ
う
に
、
ケ
ベ
ッ
ク
法
は
、
大
陸
法
圏
で
あ
り
な
が
ら
、
ア
メ
リ
カ
法
お
よ
び
オ
ン
タ
リ
オ
州
な
ど
コ
モ
ン
ロ
ー
の
州
法

の
影
響
を
受
け
、「
機
能
的
ア
プ
ロ
ー
チ
（approche fonctionnelle

）」
に
よ
り
、「
一
元
的
抵
当
権
（hypothèque unique

）」
制

度
を
導
入
し
た
。
正
確
に
は
、
後
述
す
る
よ
う
に
、
所
有
権
留
保
に
つ
い
て
は
「
一
元
的
抵
当
権
」
の
対
象
か
ら
外
す
選
択
を
す
る

な
ど（

（4
（

、
複
雑
性
（com

plexité

）
を
残
す
も
の
で
は
あ
っ
た
が（

（4
（

、
こ
れ
に
よ
り
、
事
業
者
の
包
括
担
保
設
定
が
可
能
と
な
っ
た
。
そ

の
受
け
皿
と
な
る
の
が
、「
包
括
体
（universalité

）」
概
念
で
あ
り
、
そ
こ
で
は
在
庫
な
ど
の
流
動
資
産
だ
け
で
は
な
く
、
設
備
・

施
設
や
特
許
・
商
標
な
ど
固
定
資
産
の
集
合
、
営
業
財
産
も
想
定
さ
れ
て
い
る
点（

（4
（

に
注
目
す
べ
き
で
あ
る
。

　

ち
な
み
に
カ
ナ
ダ
で
は
、
倒
産
法
が
カ
ナ
ダ
統
一
法
で
あ
る
の
に
対
し
て
、
民
法
（
担
保
法
）
は
州
法
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
ケ

ベ
ッ
ク
法
で
は
、
倒
産
手
続
き
が
開
始
さ
れ
て
も
、
担
保
権
に
影
響
を
及
ぼ
さ
な
い
。
債
権
者
は
、
州
法
で
あ
る
民
法
典
を
選
択
し

て
担
保
権
を
行
使
で
き
る
こ
と
に
な
る（

（4
（

。



11

動産・債権担保法制をめぐる二元的構成の新たな二つの動向

（
三
）
一
元
的
動
産
公
示
制
度

　

ケ
ベ
ッ
ク
法
で
は
、
実
体
法
上
の
担
保
権
と
し
て
は
「
一
元
的
抵
当
権
」
に
統
一
さ
れ
た
が
、
公
示
制
度
は
、
不
動
産
と
動
産
と

で
異
な
る
二
つ
の
登
記
制
度
が
用
意
さ
れ
、
む
し
ろ
動
産
に
つ
い
て
「
一
元
的
動
産
公
示
制
度
」（

（4
（

が
導
入
さ
れ
た
と
す
る
の
が
正
確

な
と
こ
ろ
で
あ
る
。
一
九
九
一
年
ケ
ベ
ッ
ク
民
法
典
は
、
次
の
規
定
を
置
い
て
い
る
。

【
第
二
九
三
四
条
】

　

第
一
項
（
権
利
の
公
示
）　

権
利
の
公
示
は
、
債
権
及
び
動
産
物
権
の
登
記
簿
（registre des droits personnels et réels 

m
obiliers

）
又
は
不
動
産
登
記
簿
（registre foncier

）
に
な
さ
れ
た
登
記
（inscription

）
に
よ
っ
て
生
じ
る
。
但
し
、
法
律
が
明
示

で
他
の
方
式
を
認
め
た
場
合
は
こ
の
限
り
で
な
い
。

　

第
二
項
（
登
記
）　

登
記
は
、
そ
の
権
利
が
公
示
さ
れ
た
者
の
利
益
と
な
る
。

【
第
二
九
三
八
条
】

　

第
一
項
（
不
動
産
物
権
）　

不
動
産
物
権
の
取
得
、
設
定
、
承
認
、
変
更
、
移
転
及
び
消
滅
は
、
公
示
に
従
う
。

　

第
二
項
（
権
利
の
放
棄
）　

相
続
、
遺
贈
、
夫
婦
共
有
財
産
、
取
得
財
産
の
価
値
の
分
割
又
は
家
族
財
産
の
放
棄
及
び
放
棄
を
取
り
消

す
判
決
も
ま
た
公
示
に
従
う
。

　

第
三
項
（
債
権
又
は
動
産
物
権
）　

そ
の
他
の
債
権
及
び
動
産
物
権
は
、
法
律
が
規
定
し
又
は
明
示
で
公
示
を
承
認
し
て
い
る
範
囲
で
、

公
示
に
従
う
。
こ
の
よ
う
に
公
示
さ
れ
た
権
利
の
変
更
又
は
消
滅
も
ま
た
公
示
に
従
う
。

【
第
二
九
四
一
条
】（
対
抗
）

　

権
利
の
公
示
は
、
権
利
を
第
三
者
に
対
抗
で
き
る
も
の
と
し
、
順
位
を
確
定
し
、
か
つ
法
律
が
そ
れ
を
定
め
る
場
合
に
は
、
権
利
に

効
力
を
与
え
る
。
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【
第
二
九
五
〇
条
】（
動
産
の
包
括
体
）

　

動
産
の
包
括
体
（universalité de m

eubles

）
に
設
定
さ
れ
た
抵
当
権
は
、
登
記
簿
に
、
設
定
者
の
記
載
及
び
包
括
体
の
性
質
の
指

定
を
な
し
た
上
で
登
記
を
し
た
と
き
か
ら
で
な
け
れ
ば
、
包
括
体
を
構
成
す
る
そ
れ
ぞ
れ
の
動
産
に
つ
い
て
順
位
を
取
得
し
な
い
。

【
第
二
九
五
五
条
】

　

第
一
項
（
浮
動
抵
当
権
）　

閉
鎖
通
告
（avis de clôture

）
の
登
記
が
、
浮
動
抵
当
権
の
順
位
を
決
定
す
る
。

　

第
二
項
（
抵
当
権
の
複
数
）　

複
数
の
浮
動
抵
当
権
が
閉
鎖
通
告
の
対
象
と
さ
れ
た
場
合
に
は
、
抵
当
権
は
、
閉
鎖
通
知
の
登
記
を
考

慮
せ
ず
、
そ
れ
ぞ
れ
の
登
記
に
従
っ
て
順
位
を
取
得
す
る
。

　

民
法
典
改
正
委
員
会
（
Ｏ
Ｒ
Ｃ
Ｃ
）
に
お
い
て
は
、
銀
行
法
（la Loi des banques

）、
統
一
商
法
典
（U

niform
 Com

m
ercial 

Code

）、
統
一
動
産
担
保
法
（U

niform
 Personal Property Security A

ct

）
に
お
い
て
用
い
ら
れ
て
い
る
、
最
小
限
の
情
報
を
記

し
た
与
信
公
示
書
（financing statem
ent

）
を
登
録
す
る
「
警
告
フ
ァ
イ
リ
ン
グ
（notice filing

）」
方
式（

（4
（

の
導
入
が
検
討
さ
れ
た

が
、
主
と
し
て
第
三
者
が
公
の
登
録
簿
へ
の
照
会
に
よ
っ
て
全
体
的
な
情
報
が
得
ら
れ
な
い
と
い
う
不
便
さ
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
一

九
七
七
年
の
草
案
は
、
警
告
フ
ァ
イ
リ
ン
グ
す
な
わ
ち
「
警
告
の
登
録
（enregistrem

ent de l

’avis d

’intention

）」
を
制
度
化
す

る
こ
と
な
く
、
類
似
の
結
果
を
達
成
す
る
こ
と
を
可
能
と
す
る
制
度
を
設
け
る
と
し
て
い
た（

（4
（

。
一
九
九
一
年
民
法
典
で
は
、
登
記
簿

（registre

）
へ
の
登
記
（inscription

）
制
度
が
導
入
さ
れ
て
い
る
（
二
九
三
四
条
）。

　

債
権
・
動
産
物
権
登
記
簿
（
Ｒ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
Ｍ
）
は
、
人
的
編
成
の
登
記
簿
（registre nom

inatif

）
で
あ
り
、
一
九
九
九
年
か
ら
電
磁

記
録
化
さ
れ
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
で
の
照
会
が
可
能
と
な
っ
て
い
る（

（4
（

。
登
記
簿
は
、
個
人
票
（fiche nom

inative

）
お
よ
び
明
細
票

（fiche descriptive

）
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
、
申
請
書
に
お
い
て
特
定
さ
れ
た
設
定
者
ご
と
に
個
人
票
が
調
製
さ
れ
る
。
明
細
票
で

は
、
動
産
物
権
に
つ
い
て
は
、
財
産
か
包
括
体
か
に
分
類
し
て
、
設
定
者
の
氏
名
と
と
も
に
、
目
的
動
産
が
指
定
さ
れ
る
か
、
ま
た
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は
包
括
体
の
性
質
が
指
示
さ
れ
る
（
民
法
典
二
九
八
〇
条
）（

（4
（

。

　

大
陸
法
の
登
記
制
度
と
比
較
す
る
と
、
Ｒ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
Ｍ
に
つ
い
て
は
、
抵
当
権
設
定
契
約
書
の
写
し
な
ど
の
証
明
は
要
求
さ
れ
て
お

ら
ず
（
民
法
典
二
九
九
五
条
一
項
）、
登
記
官
は
、
申
請
当
事
者
の
同
一
性
や
登
記
事
項
の
真
正
を
確
認
す
る
こ
と
が
で
き
ず
、
不
実

の
登
記
が
な
さ
れ
る
リ
ス
ク
が
高
い
点
、
債
権
、
顧
客
口
座
、
在
庫
、
設
備
、
特
許
、
商
標
、
家
畜
な
ど
い
か
な
る
性
質
の
動
産
に

つ
い
て
も
一
つ
の
登
記
簿
に
公
示
が
な
さ
れ
る
点
（
二
六
八
四
条
）
が
、
英
米
法
の
「
警
告
フ
ァ
イ
リ
ン
グ
」
に
近
い
特
徴
と
い
う

こ
と
が
で
き
よ
う（

（4
（

。

2
　
内
包
さ
れ
て
い
た
不
統
一

　

ケ
ベ
ッ
ク
法
は
一
元
的
抵
当
権
（hypothèque unique

）
を
導
入
し
た
と
さ
れ
る
が
、（
一
）
占
有
動
産
担
保
（
質
）
を
維
持
し
た

点
、（
二
）
所
有
権
担
保
が
細
分
化
し
て
残
さ
れ
た
点
に
お
い
て（

（5
（

、
一
九
九
一
年
当
初
か
ら
、
複
雑
さ
を
払
拭
し
切
れ
て
お
ら
ず（

（5
（

、

不
統
一
に
よ
る
法
的
な
不
安
定
性
が
内
包
さ
れ
て
い
た（

（5
（

。

（
一
）
占
有
移
転
を
伴
う
動
産
抵
当
権

　

ケ
ベ
ッ
ク
民
法
典
で
は
、
占
有
担
保
と
し
て
の
動
産
抵
当
権
（
質
権
）
は
維
持
さ
れ（

（5
（

、
そ
れ
に
つ
い
て
は
、
財
産
ま
た
は
権
原
の

所
持
（détention

）
に
よ
っ
て
公
示
と
す
る
こ
と
が
認
め
ら
れ
て
お
り（

（5
（

、
動
産
担
保
に
限
定
し
て
も
、
必
ず
し
も
一
元
的
担
保
権
お

よ
び
一
元
的
公
示
の
シ
ス
テ
ム
が
導
入
さ
れ
た
わ
け
で
は
な
い
点
は
注
意
を
要
す
る（

（5
（

。「
代
替
的
な
」
占
有
移
転
（dépossession 

« substituée »

）
に
よ
り
、
不
完
全
な
公
示
（publicité im

parfaite

）
が
も
た
ら
さ
れ
た
と
批
判
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る（

（5
（

。
逆

に
、
占
有
担
保
と
し
て
の
動
産
抵
当
権
（
質
権
）
と
対
比
す
る
と
き
、
非
占
有
担
保
と
し
て
の
動
産
抵
当
権
は
、
原
則
と
し
て
、
設

定
者
が
、「
事
業
の
経
営
（exploitation d

’une entreprise

）」
を
な
し
て
い
る
こ
と
が
前
提
と
さ
れ
て
い
る
点
が
特
徴
と
な
る（

（5
（

。
以
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下
、
関
連
す
る
規
定
を
列
挙
し
て
お
く
。

【
第
二
七
〇
二
条
】（
占
有
移
転
を
伴
う
動
産
抵
当
権
）

　

占
有
移
転
を
伴
う
動
産
抵
当
権
（hypothèque m

obilière avec dépossession

）
は
、
債
権
者
へ
の
財
産
若
し
く
は
権
原
の
物
理

的
移
転
（la rem

ise m
atérielle du bien ou du titre

）、
又
は
財
産
が
す
で
に
債
権
者
の
手
元
に
あ
る
場
合
に
は
、
債
権
を
担
保
す

る
目
的
で
の
設
定
者
の
同
意
に
よ
る
物
理
的
な
所
持
の
継
続
（m

aintien de la détention m
atétielle, du consentem

ent du 
constituant

）
に
よ
っ
て
設
定
さ
れ
る
。

【
第
二
七
〇
三
条
】（
公
示
）

　

占
有
移
転
を
伴
う
動
産
抵
当
権
は
、
財
産
又
は
債
権
者
が
行
使
す
る
権
原
の
所
持
（la détention du bien ou du titre qu

’exercice 
le créancier

）
に
よ
っ
て
公
示
さ
れ
、
所
持
が
継
続
す
る
限
り
で
維
持
さ
れ
る
。

【
第
二
九
四
五
条
】

　

第
二
項
（
占
有
移
転
に
よ
る
公
示
）　

法
律
が
そ
の
公
示
方
法
を
認
め
る
と
き
に
は
、
権
利
は
、
債
権
者
へ
の
財
産
又
は
権
原
の
引
渡

し
（rem

ise du bien ou du titre au créancier
）
の
時
点
に
従
っ
て
、
順
位
を
取
得
す
る
。

（
二
）
所
有
権
担
保
の
許
容

　

所
有
権
担
保
（
特
に
「
購
入
資
金
融
資
（financem

ent d

’acqusitions

）
と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
る
所
有
権
留
保
と
リ
ー
ス
）
を
め

ぐ
っ
て
は
、
Ｕ
Ｎ
Ｃ
Ｉ
Ｔ
Ｒ
Ａ
Ｌ
の
立
法
指
針
も
、「
一
元
的
ア
プ
ロ
ー
チ
」（approche unitaire

）
と
「
非
一
元
的
ア
プ
ロ
ー
チ
」

（approche non unitaire

）
を
オ
プ
シ
ョ
ン
と
し
て
い
た
と
こ
ろ
で
あ
り（

（5
（

、
機
能
的
ア
プ
ロ
ー
チ
を
推
奨
し
て
き
た
論
者
に
お
い
て

も
ニ
ュ
ア
ン
ス
が
分
か
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る（

（5
（

。
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一
九
七
七
年
の
民
法
改
訂
委
員
会
は
、
抵
当
権
の
推
定
（présom

ption d

’hypothèque

）
に
象
徴
さ
れ
る
よ
う
に
、
担
保
目
的
を

も
っ
た
す
べ
て
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
に
つ
き
「
水
平
的
な
統
合
（intégration horizontale

）」
を
提
案
し
て
い
た
が
、
一
九
九
一
年
の
立

法
者
は
、「
こ
の
よ
う
な
推
定
の
導
入
は
債
務
法
及
び
担
保
法
の
大
陸
法
の
考
え
方
に
反
す
る
リ
ス
ク
が
あ
（
り
）」、「
同
様
に
合
意

の
性
質
決
定
の
困
難
さ
が
紛
争
を
起
こ
し
か
ね
な
い
ゆ
え
相
当
な
法
的
不
安
定
性
を
も
た
ら
す
」（

（6
（

と
の
理
由
か
ら
、
非
一
元
的
ア
プ

ロ
ー
チ
を
採
用
し
、
こ
の
全
体
的
な
統
合
を
排
除
し
て
、
担
保
類
似
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
使
用
可
能
性
を
保
持
し
た（

（6
（

。
具
体
的
に
は
、

信
託
（fiducie 

：
一
二
六
三
条
一
項
）、
所
有
権
留
保
（réserve de propriété 

：
一
七
四
五
条
）、
買
戻
し
（rém

éré, vente avec 

faculté de rachat

：
一
七
五
〇
条
）、
リ
ー
ス
（crédit-bail 

：
一
八
四
二
条
）
な
ど
で
あ
る
。
こ
れ
ら
は
「
準
担
保
（quasi-sûreté

）」

と
呼
ば
れ
、
抵
当
権
の
推
定
の
観
念
は
拒
絶
さ
れ
た（

（6
（

。
ケ
ベ
ッ
ク
に
お
い
て
も
立
法
者
の
選
択
を
評
価
す
る
学
説
も
有
力
で
あ
る（

（6
（

。

3　

不
統
一
の
是
正

　

一
九
九
一
年
民
法
典
に
よ
る
抵
当
権
一
元
構
成
の
導
入
後
、
次
の
二
つ
の
立
法
に
よ
っ
て
、
所
有
権
担
保
に
つ
い
て
法
改
正
が
な

さ
れ
、
内
在
的
な
不
統
一
が
一
部
是
正
さ
れ
て
い
る
。
一
つ
は
、
一
九
九
八
年
に
、
ケ
ベ
ッ
ク
民
法
典
の
改
正
に
よ
り
、
所
有
権
担

保
に
つ
い
て
公
示
が
要
求
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
、
二
つ
は
、
カ
ナ
ダ
連
邦
倒
産
法
が
制
定
さ
れ
（
二
〇
〇
一
年
）、
債
券
等
の
金
融
資

産
に
つ
い
て
は
、
信
用
を
得
る
た
め
の
債
券
の
移
転
合
意
（
い
わ
ゆ
る
所
有
権
担
保
）
に
つ
い
て
も
、「
金
融
担
保
（garantie 

financière

）」
と
し
て
一
元
的
に
取
り
扱
わ
れ
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

（
一
）
所
有
権
担
保
と
公
示
（
一
九
九
八
年
改
正
）

　

一
九
九
八
年
の
ケ
ベ
ッ
ク
州
法
「
債
権
及
び
動
産
物
権
の
公
示
並
び
に
占
有
移
転
を
伴
わ
な
い
動
産
抵
当
権
の
設
定
に
関
す
る
民

法
及
び
そ
の
他
の
立
法
上
の
規
定
を
改
正
す
る
法
律
」（L.Q

. 1998

）
に
よ
っ
て
、
民
法
典
が
改
正
さ
れ
、
所
有
権
担
保
も
公
示
に
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服
す
る
こ
と
に
な
っ
た（

（6
（

。
具
体
的
に
は
、
信
託
に
関
す
る
一
二
六
三
条
一
項
後
段
の
追
加
、
所
有
権
留
保
に
関
す
る
一
七
四
五
条
二

項
の
追
加
、
買
戻
し
に
関
す
る
一
七
五
〇
条
二
項
の
追
加
、
リ
ー
ス
に
関
す
る
一
八
四
七
条
の
改
正
な
ど
で
あ
る
。
一
部
を
引
用
し

て
お
こ
う
。

【
第
一
二
六
三
条
】

　
第
一
項
（
有
償
契
約
に
よ
っ
て
設
定
さ
れ
る
信
託
）　
有
償
契
約
に
よ
っ
て
設
定
さ
れ
る
信
託
は
、
債
務
者
の
履
行
を
担
保
す
る
こ
と

を
目
的
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
そ
の
場
合
、
信
託
は
、
第
三
者
に
対
抗
す
る
た
め
に
、
信
託
と
し
て
移
転
さ
れ
た
財
産
が
動
産
の
性

質
を
有
す
る
か
不
動
産
の
性
質
を
有
す
る
か
に
応
じ
て
、
債
権
及
び
動
産
物
権
の
登
記
簿
又
は
不
動
産
登
記
簿
に
公
示
す
る
こ
と
が
で

き
る
。

【
第
一
七
四
五
条
】

　
第
一
項
（
定
義
）　
割
賦
に
よ
る
売
買
（vente à tem

péram
ent

）
は
、
そ
れ
に
よ
っ
て
売
主
が
売
却
代
金
の
全
額
の
弁
済
が
な
さ

れ
る
ま
で
、
財
産
の
所
有
権
を
留
保
す
る
期
限
付
売
買
で
あ
る
。

　
第
二
項
（
第
三
者
へ
の
対
抗
）　
自
動
車
、
規
則
に
よ
っ
て
特
定
さ
れ
た
そ
の
他
の
動
産
、
同
様
に
企
業
の
サ
ー
ビ
ス
又
は
経
営
と
し

て
取
得
さ
れ
る
す
べ
て
の
動
産
の
所
有
権
留
保
（réserve de propriété

）
は
、
そ
れ
が
公
示
さ
れ
な
い
限
り
第
三
者
に
対
抗
で
き
な

い
。
こ
の
対
抗
は
、
留
保
が
二
週
間
内
に
公
示
さ
れ
た
な
ら
ば
、
売
買
の
日
か
ら
起
算
し
て
取
得
さ
れ
る
。
同
様
に
、
こ
の
留
保
の
譲

渡
は
、
公
示
が
な
さ
れ
な
け
れ
ば
第
三
者
に
対
抗
で
き
な
い（

（6
（

。

（
二
）
二
〇
〇
一
年
カ
ナ
ダ
連
邦
倒
産
法
に
お
け
る
金
融
担
保

　
カ
ナ
ダ
連
邦
倒
産
法
（Loi concernant la faillite et l

’insolvabilité, LFI
）
が
二
〇
〇
一
年
に
制
定
さ
れ
、
現
金
、
預
金
、
債
券

等
の
金
融
資
産
に
つ
い
て
は
、
信
用
を
得
る
た
め
の
債
券
を
移
転
す
る
合
意
（un accord de transfert de titres pour obtenir de 
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crédit

）
も
「
金
融
担
保
（garantie financière

）」
と
い
う
概
念
で
一
括
り
と
し
て
一
元
的
に
取
り
扱
う
こ
と
と
さ
れ
た
。
そ
れ
を

規
定
す
る
の
が
同
法
二
条
で
あ
る
。

【
第
二
条
】（
定
義
）［garantie financière, financial collateral

］（
金
融
担
保
）

　
以
下
の
い
ず
れ
か
を
目
的
と
す
る
、
あ
る
い
は
、
許
可
さ
れ
た
金
融
契
約
に
関
す
る
金
銭
の
支
払
若
し
く
は
債
務
の
履
行
を
担
保
す

る
利
益
又
は
ケ
ベ
ッ
ク
州
で
は
権
利
、
あ
る
い
は
、
信
用
を
得
る
た
め
の
債
券
を
移
転
す
る
合
意
（un accord de transfert de 

titres pour obtenir de crédit

）。

a
）　
現
金
及
び
同
等
の
現
金
資
産
、
特
に
流
通
手
形（

（6
（

及
び
預
入
金

b
）　
債
券
、
債
券
口
座
、
仲
介
権
お
よ
び
債
券
取
得
権

c
）　
将
来
の
契
約
又
は
将
来
の
契
約
口
座

　
こ
の
よ
う
に
、
一
九
九
一
年
に
導
入
さ
れ
た
ケ
ベ
ッ
ク
法
の
一
元
的
抵
当
権
制
度
は
、
所
有
権
担
保
を
除
外
す
る
非
一
元
的
ア
プ

ロ
ー
チ
が
選
択
さ
れ
た
が
、
そ
の
後
、
所
有
権
担
保
に
も
公
示
を
要
求
す
る
民
法
典
の
改
正
が
な
さ
れ
（
一
九
九
八
年
）、
ま
た
金
融

資
産
に
つ
い
て
は
、
二
〇
〇
一
年
の
連
邦
倒
産
法
で
「
金
融
担
保
」
と
し
て
の
統
一
化
が
図
ら
れ
た
こ
と
か
ら
、
不
統
一
の
一
部
は

是
正
さ
れ
た
と
い
う
こ
と
は
で
き
よ
う
。
こ
れ
に
よ
り
、
金
融
担
保
や
債
権
担
保
に
つ
い
て
所
有
権
担
保
を
用
い
る
メ
リ
ッ
ト
が
半

減
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
次
に
取
り
上
げ
る
よ
う
に
、
新
た
な
二
元
的
構
成
の
ニ
ー
ズ
に
対
し
て
は
、
コ
モ
ン
ロ
ー
の
影
響
を
受
け
て
、

「
支
配
（control, m

aîtrise

）」
構
成
に
依
拠
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
対
応
が
目
指
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
と
分
析
で
き
よ
う
。

4
　
新
た
な
二
元
的
構
成

　
新
た
な
二
元
的
構
成
は
、
有
価
証
券
担
保
、
債
権
担
保
に
お
け
る
「
支
配
（control, m

aîtrise

）」
の
導
入
に
よ
っ
て
も
た
ら
さ
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れ
た
。
具
体
的
に
は
、
先
行
す
る
判
例（

（6
（

を
経
て
、
ま
ず
は
、
二
〇
〇
八
年
有
価
証
券
移
転
法
（L.T

.V
.M

.

）
に
よ
る
民
法
改
正
に

よ
っ
て
、
有
価
証
券
を
目
的
と
す
る
抵
当
権
に
つ
い
て
（
二
七
一
四
―
一
条
）、
次
い
で
、
二
〇
一
五
年
の
民
法
典
改
正
に
よ
っ
て
、

金
銭
債
権
を
目
的
と
す
る
抵
当
権
に
つ
い
て
、
そ
の
設
定
お
よ
び
対
抗
要
件
の
具
備
を
「
支
配
」
に
よ
っ
て
行
う
こ
と
が
で
き
る
と

さ
れ
る
に
至
っ
た
。
こ
れ
ら
の
改
正
は
、
オ
ン
タ
リ
オ
州
の
二
〇
〇
六
年
有
価
証
券
移
転
法（

（6
（

お
よ
び
ア
メ
リ
カ
統
一
商
法
典
八
編
と

の
調
和
を
図
る
趣
旨
で
行
わ
れ
た
と
さ
れ
る（

（6
（

。
以
下
、
条
文
を
引
用
し
て
お
こ
う
。

①
二
〇
〇
八
年
有
価
証
券
法
（Loi sur le transfert des valeurs m

obilières et l

’obtention de titres interm
édiés : 

L.T
.V

.M
.

）
に
よ
る
民
法
典
改
正

【
第
二
七
一
四
―
一
条
】（
有
価
証
券
に
つ
い
て
の
抵
当
権
）

　

有
価
証
券
及
び
仲
介
債
券
の
移
転
に
関
す
る
法
律
（Loi sur le transfert des valeurs m

obilières et l

’obtention de titres 
interm

édiés

）
が
適
用
と
な
る
有
価
証
券
又
は
仲
介
債
券
に
つ
い
て
は
、
占
有
移
転
を
伴
う
動
産
抵
当
権
（hypothèque m

obilière 
avec dépossesion

）
の
設
定
及
び
対
抗
に
必
要
な
引
渡
し
（rem

ise

）
及
び
所
持
（détention

）
は
、
債
権
者
が
同
法
律
に
よ
っ
て

取
得
す
る
こ
れ
ら
の
証
券
又
は
債
券
の
支
配
（m

aîtrise

）
に
よ
っ
て
行
わ
れ
る
。

②
二
〇
一
五
年
民
法
典
改
正

【
第
二
七
一
三
―
一
条
】

　

第
一
項
（
金
銭
債
権
に
つ
い
て
の
抵
当
権
）　

金
銭
債
権
（créances pécuniaires

）
に
つ
い
て
は
、
以
下
に
予
定
さ
れ
る
規
定
が
適

用
と
な
る
場
合
に
は
、
占
有
移
転
を
伴
う
動
産
抵
当
権
（hypothèque m

obilière avec dépossession

）
の
設
定
及
び
対
抗
に
必
要
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な
引
渡
し
（rem

ise

）
及
び
所
持
（détention

）
は
、
債
権
者
が
そ
れ
ら
の
規
定
に
よ
っ
て
取
得
す
る
そ
の
債
権
の
支
配
（m

aîtrise

）

に
よ
っ
て
行
わ
れ
る
。

　

第
二
項
（
金
銭
債
権
）　

金
銭
債
権
と
は
、
債
務
者
に
金
銭
（som

m
e d

’argent

）
を
償
還
す
る
こ
と
（rem

bourser

）、
返
還
す
る

こ
と
（rendre

）
若
し
く
は
回
復
す
る
こ
と
（restituer

）
を
義
務
づ
け
る
又
は
金
銭
を
目
的
と
す
る
そ
の
他
す
べ
て
の
弁
済
を
義
務

づ
け
る
す
べ
て
の
債
権
を
い
う
。
た
だ
し
以
下
の
場
合
は
例
外
で
あ
る
。

一　

流
通
債
券
（titre négociable

）
に
よ
っ
て
表
象
さ
れ
る
債
権

二　

有
価
証
券
及
び
仲
介
債
券
の
移
転
に
関
す
る
法
律
（T

-11.002

章
）
が
適
用
さ
れ
る
有
価
証
券
又
は
仲
介
債
券
で
あ
る
債
権

三　

�

当
事
者
の
表
示
さ
れ
た
意
思
に
従
っ
て
、
そ
の
弁
済
が
同
一
の
金
種
の
返
還
に
よ
っ
て
な
さ
れ
る
べ
き
特
定
さ
れ
た
金
種
の

引
渡
し
（rem

ise d
’espèces individualisée

）
か
ら
生
じ
る
債
権

【
第
二
七
一
三
―
二
条
】（
支
配m

aîtrise
）

　

債
権
者
は
、
抵
当
権
の
設
定
者
に
よ
っ
て
所
持
さ
れ
て
い
る
債
権
者
に
対
す
る
金
銭
債
権
、
又
は
設
定
者
に
よ
っ
て
所
持
さ
れ
て
い

る
第
三
者
に
対
す
る
債
権
の
支
配
を
得
る
こ
と
が
で
き
る
。

【
第
二
七
一
三
―
三
条
】（
債
権
者
に
対
す
る
債
権
）

　

債
権
者
は
、
設
定
者
に
よ
っ
て
所
持
さ
れ
て
い
る
債
権
者
に
対
す
る
金
銭
債
権
が
、
債
権
者
に
対
す
る
債
務
の
履
行
を
担
保
す
る
こ

と
に
設
定
者
が
同
意
し
た
な
ら
ば
、
そ
の
支
配
を
得
る
こ
と
が
で
き
る
。

【
第
二
七
一
三
―
四
条
】

　

第
一
項
（
第
三
者
に
対
す
る
債
権
）　

債
権
者
は
、
以
下
の
条
件
が
結
合
す
る
な
ら
ば
、
設
定
者
に
よ
っ
て
所
持
さ
れ
て
い
る
第
三
者

に
対
す
る
金
銭
債
権
の
支
配
を
得
る
こ
と
が
で
き
る
。
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一　

�

債
権
が
、
設
定
者
の
た
め
に
第
三
者
に
よ
っ
て
負
担
さ
れ
る
信
用
口
座
の
貸
方
勘
定
、
又
は
債
権
者
へ
の
債
務
の
履
行
を
担

保
す
る
た
め
に
設
定
者
に
よ
っ
て
第
三
者
に
支
払
わ
れ
た
金
銭
を
目
的
と
す
る
こ
と
。

二　

�

債
権
者
が
、
第
三
者
は
貸
方
勘
定
又
は
金
銭
に
つ
き
設
定
者
の
付
加
的
な
同
意
な
く
し
て
債
権
者
の
指
示
（instructions

）

に
従
う
こ
と
を
認
め
る
と
の
文
言
か
ら
な
る
「
支
配
合
意
（accord de m

aîtrise

）」
と
呼
ば
れ
る
合
意
を
第
三
者
及
び
設

定
者
と
締
結
し
た
こ
と
。

　

第
二
項
（
貸
方
勘
定
）　

債
権
者
は
、
信
用
口
座
の
名
義
人
と
な
っ
た
な
ら
ば
、
そ
の
口
座
の
貸
方
勘
定
に
つ
い
て
の
金
銭
債
権
の
支

配
を
得
る
。

【
第
二
七
一
三
―
五
条
】（
支
配
合
意
）

　

第
三
者
は
、
設
定
者
か
ら
の
請
求
が
あ
っ
て
も
、
貸
方
勘
定
又
は
金
銭
に
関
し
て
債
権
者
と
支
配
合
意
を
締
結
す
る
義
務
を
負
わ
な

い
。
さ
ら
に
こ
の
よ
う
な
合
意
の
存
在
を
承
認
す
る
こ
と
も
義
務
づ
け
ら
れ
な
い
が
、
設
定
者
が
第
三
者
に
そ
れ
を
請
求
し
た
場
合
は

こ
の
限
り
で
な
い
。

【
第
二
七
一
三
―
八
条
】

　

第
一
項
（
順
位
）　

債
権
者
が
取
得
し
た
金
銭
債
権
の
支
配
に
よ
っ
て
行
わ
れ
た
占
有
移
転
を
伴
う
動
産
抵
当
権
は
、
そ
の
支
配
を
取

得
し
た
こ
と
に
よ
り
公
示
が
な
さ
れ
た
時
期
の
如
何
に
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
債
権
に
設
定
さ
れ
た
他
の
す
べ
て
の
動
産
抵
当
権
よ
り
も

前
の
順
位
を
取
得
す
る
。

　

第
二
項
（
同
一
の
債
権
）　

設
定
者
が
所
持
す
る
第
三
者
に
対
す
る
同
一
の
金
銭
債
権
に
設
定
さ
れ
た
占
有
移
転
を
伴
う
複
数
の
動
産

抵
当
権
が
債
権
者
の
た
め
に
合
意
さ
れ
、
そ
れ
ぞ
れ
が
支
配
合
意
に
よ
っ
て
支
配
を
取
得
し
て
い
る
場
合
、
債
権
者
は
、
第
三
者
が
債

権
者
の
指
示
に
従
う
こ
と
を
認
め
た
時
点
に
従
っ
て
順
位
を
取
得
す
る
。

　

第
三
項
（
優
先
順
位
）　

設
定
者
が
所
持
す
る
債
権
者
に
対
す
る
金
銭
債
権
に
つ
い
て
の
抵
当
権
は
、
そ
の
債
権
に
つ
い
て
支
配
に
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よ
っ
て
行
わ
れ
た
占
有
移
転
を
伴
う
他
の
す
べ
て
の
抵
当
権
に
対
す
る
優
先
順
位
を
有
す
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
債
権
が
信
用
口
座
の

貸
方
に
つ
い
て
の
も
の
で
あ
り
、
か
つ
、
他
の
債
権
者
が
口
座
の
名
義
人
に
な
る
こ
と
に
よ
り
支
配
を
取
得
し
た
場
合
に
は
、
こ
の
他

の
債
権
者
の
抵
当
権
が
優
先
順
位
を
有
す
る
。

　
「
引
当
て
（affectation

）」
か
ら
「
価
値
の
直
接
の
帰
属
（appropriation directe de la valeur

）」
へ
と
担
保
の
テ
ク
ニ
ッ
ク
が

変
容
し
た
と
の
分
析
が
な
さ
れ
て
い
る（

（7
（

。
こ
れ
は
、
財
の
無
体
化
現
象
（dém

atérialisation

）
に
、
カ
ナ
ダ
と
ア
メ
リ
カ
の
立
法
の

調
和
が
加
わ
っ
た
こ
と
に
起
因
す
る
も
の
で
あ
る
（n

o 7 8

）。
動
産
担
保
の
概
念
は
、「
債
務
を
担
保
す
る
本
質
的
な
目
的
の
た
め
に
、

動
産
ま
た
は
動
産
の
集
合
の
価
値
（valeur

）
に
つ
い
て
、
優
先
的
ま
た
は
排
他
的
に
（à titre préférentiel ou à titre exclusif

）

権
利
を
引
き
当
て
る
こ
と
（affectation
）」
と
定
義
さ
れ
て
き
た
。
し
か
し
な
が
ら
、
こ
の
定
義
は
、
支
配
（m

aîtrise

）
に
よ
る
質

権
の
新
た
な
テ
ク
ニ
ッ
ク
を
理
由
に
、「
優
先
的
も
し
く
は
排
他
的
な
引
当
て
ま
た
は
帰
属
（l

’affectation ou l

’appropriation à 

titre préférentiel ou à titre exclusif

）」
と
い
う
選
択
肢
を
加
え
る
こ
と
に
よ
っ
て
変
容
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
（n

o 8 2

）。
こ
の
価

値
は
、
質
権
設
定
の
間
、
保
存
名
義
で
そ
れ
を
所
持
し
て
い
る
債
権
者
の
利
益
の
た
め
に
留
保
さ
れ
、
債
権
者
は
、
原
則
と
し
て
、

期
限
が
到
来
し
た
場
合
に
、
担
保
目
的
債
権
を
取
り
立
て
て
そ
れ
を
実
現
す
る
。
し
か
し
な
が
ら
、
支
配
に
よ
る
質
権
に
つ
い
て
は
、

債
権
者
は
実
現
す
る
た
め
に
債
務
者
の
不
履
行
を
待
つ
必
要
は
な
く
な
っ
た
こ
と
を
確
認
す
る
で
あ
ろ
う
（n

o 8 5

）。
支
配
の
取
得

が
、
質
権
債
権
者
に
所
有
の
意
思
（anim

us dom
ini

）
す
な
わ
ち
所
有
者
と
し
て
振
る
舞
う
法
的
権
能
を
付
与
す
る
こ
と
は
明
ら
か

で
あ
る
。
そ
れ
は
債
権
者
に
ロ
ー
マ
法
上
の
三
つ
の
権
限
で
あ
る
使
用
・
収
益
・
処
分
（usus, fructus et abusus

）
を
付
与
す
る

の
で
あ
る
（n

o 9 0

）。
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5　

小
括

　

ケ
ベ
ッ
ク
法
は
、
す
で
に
一
九
九
一
年
の
民
法
典
に
お
い
て
、
事
業
資
産
の
担
保
化
を
視
野
に
入
れ
、
一
元
的
構
成

（hypothèque unique

）
を
採
用
し
て
い
る
。
特
に
「
包
括
体
」
の
概
念
を
導
入
し
、
動
産
か
不
動
産
か
、
有
体
財
か
無
体
財
か
を

問
わ
ず
、
事
業
用
設
備
・
施
設
、
顧
客
債
権
・
口
座
、
特
許
・
商
標
も
含
め
た
動
産
の
包
括
体
、
営
業
財
産
に
抵
当
権
の
設
定
を
可

能
と
し
て
い
る
点
が
注
目
さ
れ
る
。

　

し
か
し
、
一
元
的
構
成
と
は
い
え
、
そ
も
そ
も
ス
タ
ー
ト
時
点
か
ら
、
占
有
担
保
や
所
有
権
担
保
な
ど
、
潜
在
的
に
、
二
元
的
構

成
の
萌
芽
を
内
包
す
る
も
の
で
あ
っ
た
点
を
指
摘
し
て
お
か
ね
ば
な
ら
な
い
。
所
有
権
留
保
に
つ
い
て
、
ケ
ベ
ッ
ク
法
は
一
元
化
を

放
棄
し
、
売
主
の
信
用
供
与
を
有
利
に
取
り
扱
っ
て
い
る
。

　

さ
ら
に
、
特
に
近
時
の
金
融
担
保
の
法
制
化
が
進
行
す
る
中
で
、
二
元
的
構
成
が
顕
在
化
し
、
債
権
や
金
銭
を
目
的
と
し
た
担
保

に
つ
い
て
は
、
事
業
資
産
・
動
産
の
包
括
体
と
は
取
扱
を
異
に
す
る
法
改
正
が
展
開
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
き
て
い
る
。
具
体
的
に
、

債
権
や
金
銭
に
つ
い
て
異
な
る
ル
ー
ル
を
設
け
る
テ
ク
ニ
ッ
ク
と
し
て
は
、
英
米
法
の
「
支
配
」
概
念
（「control

」
を
翻
訳
し
た

「m
aîtrise

」
の
概
念
）
を
用
い
て
、
擬
制
的
に
占
有
移
転
が
あ
っ
た
と
し
、
債
権
質
や
金
銭
質
を
占
有
担
保
と
し
て
構
成
す
る
こ
と

に
よ
り
、
非
占
有
担
保
と
し
て
の
動
産
担
保
の
原
則
（
特
に
登
記
に
よ
る
公
示
の
原
則
）
を
回
避
す
る
と
い
う
方
法
が
採
用
さ
れ
て
い

る
。
コ
モ
ン
ロ
ー
圏
と
近
接
す
る
ケ
ベ
ッ
ク
法
に
お
い
て
は
、
コ
モ
ン
ロ
ー
の
法
概
念
を
導
入
す
る
こ
と
に
対
す
る
抵
抗
は
そ
れ
ほ

ど
大
き
い
も
の
で
は
な
か
っ
た
と
推
察
さ
れ
る
。
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三　

ベ
ル
ギ
ー
担
保
法
の
展
開

1　

一
元
的
構
成
の
導
入
（
二
〇
一
三
年
動
産
担
保
法
制
定
）

（
一
）
動
産
担
保
権
一
元
的
構
成

　

ベ
ル
ギ
ー
法
で
は
、
二
〇
一
三
年
七
月
一
一
日
法
に
よ
っ
て
、
一
元
的
な
動
産
質
権
制
度
が
導
入
さ
れ
た（

（7
（

。
改
正
前
は
、
動
産
担

保
に
つ
い
て
、
民
法
典
上
の
民
事
質
権
（gage civil

）
お
よ
び
先
取
特
権
（privilèges

）、
商
法
典
上
の
商
事
質
権
（gage 

com
m

ercial

）、
さ
ら
に
一
九
一
九
年
一
〇
月
二
五
日
法
に
よ
る
営
業
財
産
質
権
（gage sur fonds de com

m
erce

）、
一
八
六
二
年

一
一
月
一
八
日
法
に
よ
る
商
品
ワ
ラ
ン
ト
（w
arrant des m

archandises

）
等
が
あ
っ
た
が
、
実
務
の
需
要
に
十
分
に
対
応
し
て
い

な
か
っ
た
た
め
、
法
務
大
臣
は
、
二
〇
一
〇
年
に
専
門
家
グ
ル
ー
プ
（groupe d

’experts

）
を
組
織
し
、
同
グ
ル
ー
プ
が
「
準
備
草

案
（A

vant-projet

）」
の
起
草
を
担
当
し
た（

（7
（

。
そ
の
後
、
コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
へ
の
諮
問
・
答
申
を
経
て
、「
法
案
」
が
提
出
さ
れ

た
（
（7
（

。

　

法
案
に
付
さ
れ
た
立
法
理
由
書
に
お
い
て
は
、
改
正
の
目
的
と
し
て
、
①
担
保
法
に
お
け
る
機
能
的
ア
プ
ロ
ー
チ
（une 

approche fonctionnelle

）
を
優
先
す
る
こ
と
（
類
似
の
担
保
に
は
、
そ
の
構
成
上
の
相
違
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
同
一
の
法
的
効
果
が
付
与

さ
れ
る
べ
き
こ
と
）、
お
よ
び
、
②
担
保
取
引
に
関
す
る
共
通
参
照
枠
草
案
（D

raft Com
m

on Fram
e of Reference

）
や
国
連
国
際

商
事
法
委
員
会 

（Com
m

ission des N
ations U

nies pour le droit com
m

ercial international

）
の
立
法
指
針
（Guide législatif

）

を
比
較
参
照
す
る
こ
と
に
よ
り
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
に
お
け
る
法
の
調
和
（harm

onisation du droit

）
に
寄
与
す
る
こ
と
の
二
点
が
強

調
さ
れ
、
ア
ン
シ
ト
ラ
ル
の
立
法
指
針
を
意
識
し
た
上
で
、「
機
能
的
ア
プ
ロ
ー
チ
」
に
基
づ
い
て
、
③
特
に
、「
質
権
（gage

）」

を
、
抜
本
的
に
、
実
効
的
な
（effi

cace

）、
柔
軟
な
（flexible

）
か
つ
予
測
可
能
な
（prévisible

）
担
保
に
見
直
す
こ
と
に
よ
っ
て
、

動
産
質
権
一
元
構
成
の
導
入
を
企
図
す
る
こ
と
が
明
確
に
さ
れ
て
い
る（

（7
（

。
さ
ら
に
、
担
保
目
的
で
の
信
託
的
債
権
譲
渡
に
つ
き
、
次
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の
質
権
擬
制
の
規
定
（
六
二
条
）
を
置
い
て
、
動
産
質
権
一
元
構
成
が
徹
底
さ
れ
て
い
る
。

【
第
六
二
条
】（
担
保
目
的
で
の
信
託
的
譲
渡
）

　

担
保
目
的
で
の
債
権
譲
渡
（une cession de créance à titre de sûreté

）
は
、
譲
受
人
に
対
し
て
、
譲
渡
債
権
に
つ
い
て
質
権

の
み
を
与
え
る（

（7
（

。

（
二
）
包
括
動
産
質
制
度
の
導
入

　

二
〇
一
三
年
法
は
、
質
権
の
目
的
（
対
象
）
に
関
し
て
、
有
体
物
（corporels

）
で
あ
れ
、
無
体
物
（incorporel

）
で
あ
れ
、
将

来
の
財
産
（biens futurs
）
を
対
象
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
そ
の
う
え
、
質
権
は
、
可
能
な
範
囲
で
す
べ
て
の
有
体
ま
た
は
無
体

動
産
を
目
的
と
す
る
こ
と
が
で
き
、
特
定
さ
れ
た
財
産
、
既
存
の
お
よ
び
（
ま
た
は
）
将
来
の
財
産
の
「
集
合
」（ensem

ble

）
に
つ

い
て
、
さ
ら
に
は
「
事
実
上
の
包
括
体
」（universalité de fait

）
も
し
く
は
「
法
的
な
包
括
体
」（universalité du droit

）
に
つ

い
て
も
目
的
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
し
て
い
る
（
七
条
お
よ
び
八
条
）。
こ
れ
は
、
Ｕ
Ｎ
Ｃ
Ｉ
Ｔ
Ｒ
Ａ
Ｌ
の
担
保
付
取
引
立
法
指
針

か
ら
直
接
の
影
響
を
受
け
た
も
の
で
あ
る（

（7
（

。

【
第
七
条
】（
目
的
物
）

　

第
一
項　

質
権
は
、
有
体
若
し
く
は
無
体
動
産
（un bien m

obilier corporel ou incorporel

）
又
は
こ
の
種
類
の
特
定
し
た
財
産

の
集
合
（un ensem

ble déterm
iné de biens de ce type

）
を
目
的
と
す
る
こ
と
が
で
き
る（

（7
（

。

　

第
二
項　

質
権
合
意
の
中
に
制
限
条
項
が
な
い
限
り
、
営
業
財
産
（fonds de com

m
erce

）
を
目
的
と
す
る
質
権
は
、
営
業
財
産
を

構
成
す
る
財
産
の
集
合
（l

’ensem
ble des biens

）
を
包
含
す
る
。

　

第
三
項　

質
権
合
意
の
中
に
制
限
条
項
が
な
い
限
り
、
農
業
経
営
（exploitation agricole

）
を
目
的
と
す
る
質
権
は
、
経
営
に
供

さ
れ
る
財
産
の
集
合
（l

’ensem
ble des biens

）
を
包
含
す
る
。
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第
四
項　

質
権
設
定
者
が
、
市
場
取
引
及
び
消
費
者
保
護
に
関
す
る
二
〇
一
〇
年
四
月
六
日
法
律
第
二
条
第
三
号
の
意
味
に
お
け
る

消
費
者
で
あ
る
場
合
に
は
、
質
権
に
供
さ
れ
た
一
つ
又
は
複
数
の
財
産
の
価
値
は
、
第
一
二
条
に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
た
質
権
の
範
囲
の

二
倍
を
超
え
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

　

第
五
項　

法
律
に
よ
っ
て
譲
渡
可
能
で
あ
る
と
さ
れ
た
財
産
の
み
を
、
質
権
に
供
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

第
六
項　

本
節
の
規
定
は
、
知
的
所
有
権
（des droits de propriété intellectuelle

）
を
目
的
と
す
る
質
権
に
は
、
そ
れ
ら
の
質

権
を
特
別
に
規
律
す
る
他
の
規
定
と
両
立
し
な
い
と
い
う
こ
と
が
な
い
限
り
に
お
い
て
適
用
さ
れ
る
。

【
第
八
条
】（
将
来
の
財
産
）

　

質
権
は
、
将
来
の
財
産
を
目
的
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

立
法
者
は
、
代
位
（subrogation

）、
用
途
に
よ
る
不
動
産
（im

m
euble par destination

）
へ
の
目
的
の
変
更
、
質
権
の
目
的
の

変
更
さ
ら
に
は
財
産
の
譲
渡
に
関
す
る
特
別
の
規
定（

（7
（

を
通
し
て
、
質
権
の
目
的
が
時
と
し
て
流
動
的
な
（fluctuant

）
性
質
を
有
す

る
こ
と
を
考
慮
し
て
い
る（

（7
（

。

　

こ
こ
で
は
、「
財
産
の
集
合
（l

’ensem
ble des biens

）」
と
い
う
概
念
が
、
在
庫
等
の
流
動
資
産
だ
け
で
は
な
く
、
営
業
財
産
や

農
業
経
営
財
産
の
よ
う
な
固
定
資
産
を
中
心
と
し
た
包
括
的
な
事
業
資
産
も
含
む
広
い
概
念
と
し
て
用
い
ら
れ
て
い
る
点
を
確
認
し

て
お
こ
う
。

（
三
）
質
権
登
録
制
度
の
導
入

　

設
定
者
か
ら
の
占
有
移
転
を
伴
わ
な
い
質
権
を
原
則
と
し
、
そ
の
第
三
者
に
対
す
る
対
抗
を
、
質
権
登
録
簿
（registre des 

gages

）
へ
の
登
録
（enregistrem

ent

）
に
一
元
化
す
る
こ
と
が
企
図
さ
れ
た（

（8
（

。
後
述
の
よ
う
に
二
〇
一
六
年
改
正
に
よ
り
債
権
質
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（Gage sur créances

）
が
登
録
の
対
象
か
ら
外
れ
る
こ
と
に
な
る
が
、
二
〇
一
三
年
の
時
点
で
は
、
動
産
と
債
権
の
両
方
を
対
象

と
す
る
一
元
的
な
登
録
制
度
が
目
指
さ
れ
て
い
た
。

第
二
款　

公
示

【
第
二
六
条
】（
質
権
登
録
簿
）

　

第
一
項　

質
権
の
登
録
（enregistrem

ent

）（
（8
（

は
、
連
邦
財
務
局
（Service public fédérale finances

）
の
資
産
文
書
の
管
理
一

般
を
所
管
す
る
抵
当
権
保
存
所
に
保
管
さ
れ
る
「
質
権
登
録
簿
（Registre des gages

）」
と
呼
ば
れ
る
質
権
に
関
す
る
国
家
レ
ベ
ル

の
登
録
簿
に
お
い
て
な
さ
れ
る
。

　

第
二
項　

質
権
登
録
簿
は
、
質
権
の
登
録 

（enregistrem
ent

） 

及
び
照
会 

（consultation

） 

並
び
に
質
権
登
録
の
変
更 

（m
odification

）、
更
新 （renouvellem

ent

） 

又
は
抹
消 （radiation

） 

を
行
う
た
め
の
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
・
シ
ス
テ
ム
で
あ
る
。

2　

隠
さ
れ
た
不
統
一

（
一
）
占
有
担
保
と
「
支
配
（contrôle

）」

　

登
録
の
他
、
占
有
担
保
と
し
て
の
質
権
に
つ
い
て
は
、
占
有
移
転
（dépossession

）
に
よ
る
第
三
者
へ
の
対
抗
も
認
め
る
こ
と

と
し
た
（
三
九
条
）。
債
権
質
に
お
い
て
は
、「
支
配
（contrôle

）」
に
よ
る
占
有
で
あ
る
（
六
〇
条
）。
債
権
に
つ
き
、
質
権
債
権
者

が
、
債
務
者
へ
の
通
知
権
限
を
有
し
て
い
る
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
「
支
配
」
が
認
め
ら
れ
る
と
明
記
し
て
い
る
点
が
注
目
さ
れ
る
。

第
三
款　

有
体
財
産
の
占
有
移
転
に
よ
る
対
抗

【
第
三
九
条
】（
占
有
の
取
得
）

　

有
体
財
産
の
質
権
は
、
債
権
者
又
は
合
意
さ
れ
た
第
三
者
に
よ
っ
て
そ
の
財
産
の
物
理
的
な
占
有
が
取
得
さ
れ
た
場
合
に
も
、
同
様
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に
、
第
三
者
に
対
抗
で
き
る
。

第
七
款　

債
権
の
占
有
移
転
に
よ
る
対
抗

【
第
六
〇
条
】（「
支
配
」
に
よ
る
占
有
（possession （« contrôle »

）
の
要
件
）

　

第
一
項　

質
権
債
権
者
は
、
質
入
債
権
の
債
務
者
に
質
権
を
通
知
す
る （notifier

） 

権
限
を
有
し
て
い
る
こ
と
を
要
件
と
し
て
、
質
権

合
意
の
締
結
に
よ
っ
て
質
入
債
権
の
占
有
を
取
得
す
る
。

　

第
二
項　

質
入
れ
は
、
質
入
債
権
の
債
務
者
に
質
入
れ
を
通
知
し
た
か
又
は
債
務
者
が
そ
れ
を
承
諾
し
た
場
合
に
の
み
、
債
務
者
に

対
抗
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

第
三
項　

第
一
六
九
〇
条
第
一
段
第
三
項
及
び
第
四
項
並
び
に
第
一
六
九
一
条
が
適
用
さ
れ
る
。

（
二
）
金
融
担
保
（sûretés financières
）
に
お
け
る
担
保
目
的
で
の
所
有
権
移
転
に
つ
い
て
の
民
法
典
の
規
定
（
質
権
擬
制
）
の

適
用
除
外

　

金
融
担
保
に
関
す
る
法
律
二
〇
〇
四
年
一
二
月
一
五
日
法（

（8
（

は
、
後
述
の
金
融
担
保
契
約
に
関
す
る
二
〇
〇
二
年
Ｅ
Ｕ
指
令

（D
irective 2002/47/CE

）
の
移
入
を
目
的
と
し
た
法
律
で
あ
る
が
、
次
に
引
用
す
る
一
二
条
一
項
に
お
い
て
、
金
融
資
産

（instrum
ents financiers

）、
現
金
（espèces

）
又
は
銀
行
債
権
（créances bancaires

）
に
つ
き
債
務
を
担
保
す
る
目
的
で
な
さ
れ

た
所
有
権
の
移
転
（transferts de propriété

）（
（8
（

に
つ
い
て
は
、
民
法
典
第
一
七
章
の
動
産
質
権
の
規
定
が
適
用
さ
れ
な
い
と
し
て

い
た
。
そ
の
後
、
第
一
七
章
は
、
二
〇
一
三
年
法
に
よ
っ
て
動
産
物
的
担
保
と
な
る
が
、
同
法
は
、
二
〇
〇
四
年
一
二
月
一
五
日
法

に
よ
る
金
融
担
保
（sûretés financièrs

）
に
つ
い
て
は
維
持
す
る
こ
と
し
た（

（8
（

。
こ
れ
に
よ
っ
て
、
質
権
擬
制
に
関
す
る
六
二
条
の

規
定
は
適
用
さ
れ
ず
、
質
権
一
元
的
構
成
は
徹
底
さ
れ
な
い
こ
と
と
な
っ
た
。
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第
六
章　

担
保
目
的
で
の
所
有
権
移
転

【
第
一
二
条
】

　

第
一
項　

民
法
典
一
三
二
八
条
及
び
第
三
編
第
一
七
章（

（8
（

の
規
定
並
び
に
本
法
律
第
七
条
乃
至
一
〇
条
の
規
定
は
、
金
融
資
産

（instrum
ents financiers

）、
現
金
（espèces

）
又
は
銀
行
債
権
（créances bancaires

）
に
つ
き
債
務
を
担
保
す
る
目
的
で
な
さ

れ
た
所
有
権
の
移
転
（transferts de propriété

）
に
は
適
用
さ
れ
な
い
。
債
務
に
は
、
譲
渡
さ
れ
た
金
融
資
産
、
現
金
若
し
く
は
銀

行
債
権
又
は
そ
れ
と
同
等
の
資
産
（instrum

ents

）
若
し
く
は
証
券
（valeurs

）
を
再
譲
渡
す
る
譲
受
人
の
債
務
も
含
ま
れ
る
。
た
だ

し
、
被
担
保
債
務
の
全
部
又
は
一
部
の
不
履
行
が
あ
る
場
合
は
こ
の
限
り
で
な
い
。（
後
段
略
）

　

第
二
項　

第
一
項
の
規
定
す
る
所
有
権
の
移
転
は
、
有
効
か
つ
第
三
者
に
対
抗
で
き
る
。
そ
れ
に
は
、
特
に
、
倒
産
手
続
き

（procédure d

’insolvabilité

）、
差
押
え
（saisie

）
又
は
合
意
の
一
方
当
事
者
の
債
権
者
間
の
す
べ
て
の
競
合
状
態
の
到
来

（survenance de toute situation de concours

）
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
目
的
を
構
成
す
る
財
産
の
譲
渡
（aliénation

）
又
は
そ
れ

に
帰
属
す
る
債
権
に
よ
る
相
殺
（com

pensation

）
を
可
能
と
す
る
所
有
権
か
ら
発
生
す
る
特
権
（prérogatives

）
が
含
ま
れ
る
。

（
三
）
所
有
権
留
保

　

所
有
権
留
保
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ま
で
、
破
毀
院
一
九
三
三
年
判
決
が
所
有
権
留
保
条
項
の
第
三
者
効
を
否
定
し
て
い
た
こ
と
か

ら
（
（8
（

、
二
〇
一
三
年
法
は
、
判
例
を
変
更
し
て
、
所
有
権
留
保
条
項
の
対
抗
力
・
取
戻
権
を
承
認
す
る
こ
と
と
な
っ
た
（
六
九
条
）（

（8
（

。

所
有
権
留
保
の
担
保
的
規
律
は
、
次
に
取
り
上
げ
る
二
〇
一
六
年
の
動
産
物
的
担
保
法
改
正
、
二
〇
一
七
年
の
倒
産
法
改
正
を
待
た

ね
ば
な
ら
な
か
っ
た
。

第
二
節　

所
有
権
留
保 （Réserve de propriété

）

【
第
六
九
条
】（
書
面
）
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第
一
項　

代
金
の
完
済
ま
で
所
有
権
の
移
転
を
停
止
す
る
旨
の
条
項
を
伴
っ
て
売
却
さ
れ
た
動
産
は
、
そ
の
条
項
が
少
な
く
と
も
財

産
の
引
渡
し
ま
で
に
書
面
に
よ
っ
て
規
定
さ
れ
て
い
る
限
り
、
買
主
が
購
入
代
金
の
支
払
を
怠
っ
た
と
き
に
は
、
返
還
を
請
求
で
き
る
。

　

第
二
項　

買
主
が
、
市
場
取
引
及
び
消
費
者
保
護
に
関
す
る
二
〇
一
〇
年
四
月
六
日
法
律
第
二
条
第
三
号
の
意
味
に
お
け
る
消
費
者

で
あ
る
場
合
に
は
、
買
主
の
同
意
が
書
面
に
現
れ
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

第
三
項　

所
有
権
留
保
条
項
に
基
づ
く
返
還
請
求
権
は
、
そ
れ
を
取
り
込
む
契
約
の
性
質
が
い
か
な
る
も
の
で
あ
っ
て
も
行
使
で
き

る
。

3　

一
元
的
構
成
の
徹
底

（
一
）
所
有
権
留
保
の
担
保
的
規
律

　

二
〇
一
六
年
の
動
産
物
的
担
保
法
改
正
に
よ
っ
て
多
岐
に
亘
っ
て
重
要
な
改
正
が
な
さ
れ
て
い
る
が（

（8
（

、
ま
ず
は
、
所
有
権
留
保
に

関
す
る
改
正
で
あ
る
。
先
に
見
た
よ
う
に
、
二
〇
一
三
年
法
の
段
階
で
は
、
証
書
の
み
で
、
所
有
権
留
保
条
項
の
対
抗
力
が
承
認
さ

れ
て
い
た
と
こ
ろ
、
二
〇
一
六
年
改
正
で
は
、
二
六
条
に
所
有
権
留
保
が
加
え
ら
れ
、
登
録
の
対
象
と
さ
れ
る
こ
と
な
っ
た
。

第
二
款　

公
示

【
第
二
六
条
】（
質
権
登
録
簿
）

　

第
一
項　

質
権
（un gage

）
及
び
所
有
権
留
保
（une réserve de propriété

）
の
登
録
（enregistrem

ent

）
は
、
連
邦
財
務
局

資
産
文
書
一
般
管
理
課
（A

dm
inistration générale de la D

ocum
entation patrim

oniale du Service public fédérale finances

）

に
保
管
さ
れ
る
「
質
権
登
録
簿
（registre des gages

）」
と
呼
ば
れ
る
質
権
国
家
登
録
簿
（Registre national des Gages

）
に
お

い
て
な
さ
れ
る
。
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（
二
）
二
〇
一
七
年
倒
産
法
改
正

　

二
〇
一
七
年
八
月
一
一
日
法
に
よ
る
倒
産
法
（
経
済
法
法
典
：
Ｃ
Ｄ
Ｅ
）
改
正（

（8
（

に
よ
っ
て
、
所
有
権
担
保
も
含
め
た
物
的
担
保
に

つ
い
て
、
登
記
ま
た
は
登
録
が
要
求
さ
れ（

（9
（

、
取
戻
権
（action en revendication

）
が
否
定
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た（

（9
（

。
同
法
は
、
次

の
よ
う
な
規
定
（
第
一
―
二
二
条
第
一
四
号
）
を
置
い
て
、「
物
的
担
保
に
よ
っ
て
担
保
さ
れ
て
い
る
倒
産
債
権
」
と
「
債
権
者
＝
所

有
権
者
（créanciers-propriétaire

）
の
債
権
」
を
「
特
別
倒
産
債
権
（créanciers sursitaires extraordinaires

）」
と
し
て
倒
産

法
上
、
同
一
に
取
り
扱
う
こ
と
と
し
て
い
る
。

【
経
済
法
典
第
一
―
二
二
条
第
一
四
号
】

　

特
別
倒
産
債
権
（créanciers sursitaires extraordinaires

）
と
は
、
裁
判
上
の
再
生
手
続
開
始
（l

’ouverture de la 
réorganisation judiciaire

）
の
時
に
、
物
的
担
保
（une sûreté réelle

）
に
よ
っ
て
担
保
さ
れ
て
い
る
倒
産
債
権
及
び
債
権
者
＝
所

有
権
者
の
債
権
（les créances des créanciers-propriétaire

）
を
い
う
。
債
権
は
、
裁
判
上
の
再
生
手
続
開
始
の
日
に
、
登
記

（inscription

）
又
は
登
録
（enregistrem

ent

）
が
な
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
債
権
額
に
つ
い
て
の
み
特
別
債
権
と
な
る
。
い
か
な

る
登
記
又
は
登
録
も
な
さ
れ
て
い
な
い
場
合
に
は
、
財
の
ゴ
ー
イ
ン
グ
・
コ
ン
サ
ー
ン
の
実
行
価
値
に
つ
い
て
特
別
債
権
と
な
る
。
質

権
が
特
別
に
質
入
れ
さ
れ
た
債
権
を
目
的
と
す
る
場
合
に
は
、
そ
の
簿
記
上
の
価
値
に
つ
い
て
特
別
債
権
と
な
る
。
上
記
の
制
限
は
、

第
二
〇
―
七
二
条
乃
至
第
二
〇
―
八
三
条
の
規
定
に
従
っ
て
、
再
生
計
画
が
実
行
及
び
裁
決
さ
れ
る
場
合
の
み
適
用
さ
れ
る
。

（
三
）
担
保
目
的
で
の
債
権
譲
渡
の
質
権
擬
制
の
強
化

　

先
述
の
よ
う
に
、
二
〇
一
三
年
の
動
産
担
保
法
六
二
条
に
よ
っ
て
、
担
保
目
的
の
債
権
譲
渡
に
は
、
質
権
の
効
果
し
か
与
え
ら
れ

な
い
と
さ
れ
て
い
た
が
、
二
〇
一
六
年
の
動
産
担
保
法
改
正
に
よ
り
、
さ
ら
に
、
六
二
条
に
新
た
に
後
段
が
付
加
さ
れ
、
債
権
譲
渡

に
つ
い
て
、
た
と
え
六
一
条
で
要
求
さ
れ
て
い
る
質
権
設
定
契
約
の
形
式
的
要
件
（
書
面
と
そ
の
必
要
的
記
載
事
項
）
を
充
た
し
て
い
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な
い
と
し
て
も
、
担
保
目
的
で
の
債
権
譲
渡
の
効
果
は
、
質
権
の
効
果
に
ま
で
後
退
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。
こ
れ
は
債
権
譲
渡
が
無

方
式
で
あ
り
（
民
法
典
一
六
九
〇
条
）、
債
権
譲
渡
が
担
保
目
的
か
真
正
譲
渡
か
は
必
ず
し
も
自
明
で
は
な
い
と
い
う
点
を
考
慮
し
た

も
の
で
あ
る（

（9
（

。
し
か
し
な
が
ら
、
六
二
条
は
、
金
融
担
保
に
関
し
て
債
権
譲
渡
の
質
権
擬
制
を
禁
止
す
る
Ｅ
Ｕ
法
の
方
針
と
矛
盾
す

る
こ
と
か
ら
、
憲
法
裁
判
所
に
よ
る
立
法
者
へ
の
是
正
の
可
能
性
が
残
さ
れ
て
い
る
と
の
指
摘
は
存
す
る（

（9
（

。

【
第
六
二
条
】（
担
保
目
的
で
の
信
託
的
譲
渡
）

　

担
保
目
的
で
の
債
権
譲
渡
（une cession de créance à titre de sûreté

）
は
、
譲
受
人
に
対
し
て
、
譲
渡
債
権
に
つ
い
て
質
権

の
み
を
与
え
、
そ
の
こ
と
は
、
譲
渡
人
が
経
済
法
法
典
第
一
編
第
一
条
第
二
号
の
意
味
に
お
け
る
消
費
者
で
あ
る
と
き
を
除
い
て
、
そ

の
譲
渡
が
第
六
一
条
の
規
定
に
合
致
す
る
か
否
か
を
問
わ
ず
認
め
ら
れ
る
。

4　

新
た
な
二
元
的
構
成

　

二
〇
一
六
年
の
動
産
担
保
法
改
正
の
う
ち
も
っ
と
も
重
要
な
改
正
は
、
動
産
担
保
（
動
産
質
）
か
ら
債
権
担
保
（
債
権
質
）
を
切

り
離
し
て
、
新
た
な
二
元
的
構
成
を
明
確
に
し
た
点
に
存
す
る
。
二
〇
一
三
年
法
に
よ
っ
て
、
す
で
に
債
権
質
に
お
け
る
「
支
配
」

に
よ
る
占
有
移
転
は
承
認
さ
れ
て
い
た
が
（
六
二
条
）、
第
七
款
の
タ
イ
ト
ル
を
「
債
権
質
権
（Gage sur créances

）」
に
改
め
て
、

債
権
質
を
登
録
制
度
か
ら
排
除
す
る
こ
と
と
し
た
（
一
）。
さ
ら
に
二
〇
一
七
年
の
倒
産
法
改
正
に
よ
っ
て
、
倒
産
に
お
け
る
債
権

質
の
取
立
権
が
保
証
さ
れ
、
排
他
的
担
保
と
し
て
の
効
力
が
承
認
さ
れ
る
に
至
っ
て
い
る
（
二
）。

（
一
）
債
権
質
の
登
録
制
度
か
ら
の
排
除

　

二
〇
一
六
年
の
動
産
担
保
法
改
正
に
よ
っ
て
、
一
五
条
に
新
た
に
二
項
が
追
加
さ
れ
、
債
権
は
登
録
制
度
の
対
象
か
ら
外
さ
れ
る

こ
と
と
な
っ
た
。
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【
第
一
五
条
】（
対
抗
）

第
二
項　

質
権
登
録
簿
へ
の
登
録
は
、
債
権
の
質
権
設
定
に
つ
い
て
は
排
除
さ
れ
る
。

　

以
下
が
、
改
正
草
案
の
趣
旨
説
明
で
あ
る
。

　
「
…
…
新
た
な
質
権
法
は
、
現
行
の
方
式
が
重
く
な
る
と
い
う
結
果
を
も
た
ら
す
こ
と
は
で
き
な
い
（
そ
れ
は
信
用
供
与
を
促
進
す
る
と

い
う
出
発
点
の
理
念
に
反
す
る
こ
と
に
な
ろ
う
）。
現
在
、
債
権
に
つ
い
て
の
質
権
が
、
債
権
譲
渡
に
つ
い
て
の
規
制
（
民
法
典
一
六
九
〇

条
）
と
一
致
す
る
形
で
対
抗
可
能
と
な
る
こ
と
が
一
般
的
に
承
認
さ
れ
て
い
る
。
方
式
は
重
く
な
ら
な
い
こ
と
が
望
ま
し
い
。
対
抗
の
二
重

シ
ス
テ
ム
を
維
持
す
る
こ
と
に
は
、
諸
問
題
を
惹
起
す
る
リ
ス
ク
が
存
す
る
。

　

と
い
う
の
は
、
債
権
に
つ
い
て
質
権
の
対
抗
を
実
現
す
る
二
つ
の
可
能
性
す
な
わ
ち
登
録
（
将
来
の
第
三
章
第
一
七
款
第
一
五
条
）
と

「
支
配contrôle

」（
将
来
第
三
章
第
一
七
款
第
六
〇
条
）
が
同
時
に
存
在
す
る
こ
と
が
、
諸
問
題
の
原
因
で
あ
る
。
多
く
の
場
合
、
登
録
を

行
っ
た
質
権
債
権
者
は
、
債
権
者
に
つ
き
す
で
に
「
支
配contrôle

」
を
有
し
て
い
る
で
あ
ろ
う
。
よ
っ
て
、
第
三
者
は
、
質
権
の
登
録
簿

を
照
会
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
現
実
に
忠
実
な
情
報
を
得
る
こ
と
が
で
き
な
い
こ
と
に
な
る
。
そ
の
う
え
、
債
権
譲
渡
に
お
い
て
は
、
登

録
の
可
能
性
は
存
在
し
な
い
の
で
（
民
法
典
一
六
九
〇
条
）、
そ
の
こ
と
に
よ
っ
て
、
質
権
設
定
と
譲
渡
が
連
続
し
て
行
わ
れ
た
場
合
に
、

対
抗
お
よ
び
優
先
の
制
度
が
ね
じ
曲
げ
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
。
さ
ら
に
、
金
融
担
保
に
関
す
る
法
律
（la loi relative aux sûretés 

financières

）
と
の
抵
触
が
生
じ
る
。
特
に
同
法
律
に
お
い
て
定
義
さ
れ
る
「
現
金
（espèce

）」
は
、
同
様
に
債
権
と
見
做
さ
れ
得
る
に

も
か
か
わ
ら
ず
、
同
法
律
は
何
ら
の
公
示
の
要
請
を
し
て
い
な
い
か
ら
で
あ
る
。

　

こ
れ
ら
の
理
由
か
ら
、
債
権
と
な
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
登
録
の
手
段
に
よ
り
質
権
の
対
抗
を
実
現
す
る
可
能
性
を
排
除
す
る
こ
と
が
決

定
さ
れ
た
。
か
く
し
て
、
民
法
典
旧
二
〇
七
五
条
が
、
一
九
九
四
年
七
月
六
日
法
に
よ
り
、
次
い
で
一
九
九
六
年
一
二
月
一
二
日
法
に
よ
り

修
正
さ
れ
、
現
行
規
定
と
な
る
に
至
っ
た
と
同
様
に
、
債
権
の
譲
渡
お
よ
び
質
入
れ
に
関
す
る
対
抗
の
統
一
的
な
制
度
に
帰
着
す
る
こ
と
に

な
っ
た
。
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し
か
し
な
が
ら
、
少
な
く
と
も
、
将
来
の
第
七
条
の
規
定
の
文
脈
に
お
い
て
、
債
権
が
、
営
業
財
産
（fonds de com

m
erce

）
に
つ
い

て
の
質
権
の
よ
う
に
包
括
体
（université

）
に
つ
い
て
登
録
さ
れ
た
質
権
の
一
部
を
構
成
す
る
こ
と
は
起
こ
り
得
な
い
わ
け
で
は
な
い
。」（

（9
（

　

以
上
の
よ
う
に
、
二
〇
一
六
年
改
正
で
は
、
債
権
譲
渡
の
対
抗
（
一
六
九
〇
条
）
と
の
均
衡
、
債
権
質
に
お
け
る
「
支
配
」
に
よ

る
対
抗
の
可
能
性
、
金
融
担
保
と
の
均
衡
な
ど
を
理
由
と
し
て
、
登
録
制
度
の
対
象
か
ら
債
権
が
除
外
さ
れ
て
、
こ
れ
に
よ
っ
て
二

〇
一
三
年
動
産
担
保
法
に
よ
っ
て
機
能
的
ア
プ
ロ
ー
チ
に
基
づ
い
て
構
想
さ
れ
た
動
産
担
保
制
度
は
、
動
産
担
保
と
債
権
担
保
を
区

分
す
る
二
元
的
構
成
に
大
き
く
変
容
す
る
こ
と
と
な
っ
た
と
分
析
す
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。
こ
の
二
元
的
構
成
へ
の
移
行
は
、
二
〇

一
七
年
の
倒
産
法
改
正
に
よ
っ
て
さ
ら
に
一
歩
推
進
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
。

（
二
）
倒
産
法
に
お
け
る
債
権
質
・
金
融
担
保
の
処
遇

　

二
〇
一
七
年
の
倒
産
法
改
正
に
よ
り
、
債
権
質
の
債
権
者
は
、
債
務
者
の
再
生
手
続
き
に
お
い
て
も
、
債
権
の
取
立
て
・
充
当
が

保
証
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
そ
れ
が
、
経
済
法
典
（
Ｃ
Ｄ
Ｅ
）
第
二
〇
―
五
二
条
で
あ
る
。
質
権
債
権
者
は
、
そ
れ
ゆ
え
、
債
務

者
の
再
生
手
続
き
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
期
限
に
、
担
保
に
供
さ
れ
た
価
値
の
利
息
、
分
割
金
お
よ
び
元
本
を
受
領
し
、
そ
れ
を
自
身

の
債
権
に
充
当
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
営
業
財
産
、
農
業
経
営
財
産
又
は
財
産
の
包
括
体
を
目
的
と
し
た
質
権
は
別
で
あ
る（

（9
（

。

【
経
済
法
典
（
Ｃ
Ｄ
Ｅ
）
第
二
〇
―
五
二
条
】

　

猶
予
は
、
独
自
に
担
保
さ
れ
た
債
権
の
質
権
（le gage sur créances spécifiquem

ent gagées

）
に
影
響
を
与
え
な
い
。
債
権
を

含
む
営
業
財
産
、
農
業
経
営
財
産
又
は
財
産
の
包
括
体
を
目
的
と
し
た
質
権
は
、
債
権
を
独
自
に
目
的
と
す
る
質
権
を
構
成
し
な
い
。

　

そ
も
そ
も
、
二
〇
〇
四
年
金
融
担
保
法
は
、
金
融
資
産
（insturum

ents financiers

）、
口
座
預
金
（espèces portées en 
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pte

）
お
よ
び
銀
行
債
権
（créances bancaires

）
を
目
的
と
す
る
質
権
に
つ
い
て
、
倒
産
手
続
き
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
質
権
を

実
行
し
、
被
担
保
債
権
の
弁
済
に
充
当
す
る
こ
と
を
認
め
て
い
た
（
金
融
担
保
法
八
条
一
項
、
九
条
一
項
、
九
―
一
条
一
項
）（

（9
（

。
こ
の
趣

旨
が
、
債
権
質
一
般
に
拡
張
し
た
も
の
と
い
え
よ
う
。

5　

小
括

（
一
）
ベ
ル
ギ
ー
法
に
関
す
る
小
括

　

ベ
ル
ギ
ー
法
は
、
二
〇
一
三
年
の
法
改
正
に
よ
っ
て
、
Ｕ
Ｎ
Ｃ
Ｉ
Ｔ
Ｒ
Ａ
Ｌ
の
立
法
指
針
に
従
い
、
機
能
的
ア
プ
ロ
ー
チ
に
基
づ

い
て
、
動
産
質
権
一
元
構
成
を
採
用
し
た
。
担
保
目
的
で
の
信
託
譲
渡
に
つ
い
て
も
、
質
権
が
擬
制
さ
れ
る
。
有
体
ま
た
は
無
体
を

問
わ
ず
、「
財
産
の
集
合
」
と
い
う
概
念
を
用
い
て
、
営
業
財
産
や
農
業
経
営
財
産
な
ど
の
事
業
財
産
の
担
保
化
を
可
能
と
し
て
い

る
点
に
特
徴
を
見
出
す
こ
と
が
で
き
る
。
さ
ら
に
、
後
に
二
〇
一
六
年
に
再
度
の
改
正
が
な
さ
れ
る
が
、
二
〇
一
三
年
当
初
は
、
債

権
質
も
含
め
て
、
統
一
的
な
登
録
制
度
の
導
入
が
予
定
さ
れ
て
い
た
。

　

し
か
し
、
一
元
的
構
成
と
は
い
え
、
そ
も
そ
も
ス
タ
ー
ト
時
点
か
ら
、
債
権
質
に
つ
き
「
支
配
」
概
念
に
よ
り
占
有
担
保
と
す
る

こ
と
を
認
め
る
点
、
金
融
担
保
に
お
い
て
は
担
保
目
的
で
の
所
有
権
移
転
に
つ
き
質
権
擬
制
の
適
用
除
外
と
す
る
点
、
所
有
権
留
保

を
登
録
の
対
象
と
し
な
い
点
な
ど
、
隠
れ
た
不
統
一
を
内
包
し
て
い
た
こ
と
を
指
摘
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

な
お
、
所
有
権
留
保
に
つ
い
て
は
、
そ
の
後
、
二
〇
一
六
年
改
正
に
よ
り
、
所
有
権
留
保
が
登
録
の
対
象
と
さ
れ
る
に
至
り
、
一

元
的
構
成
が
強
化
さ
れ
、
さ
ら
に
二
〇
一
七
年
の
倒
産
法
改
正
に
よ
り
、
所
有
権
留
保
も
含
め
た
物
的
担
保
に
つ
い
て
、
登
録
が
要

求
さ
れ
、
取
戻
権
は
否
定
さ
れ
て
い
る
。

　

他
方
、
金
融
担
保
に
関
す
る
法
律
お
よ
び
債
権
譲
渡
に
つ
い
て
証
書
の
日
付
に
よ
る
対
抗
を
認
め
る
債
権
法
改
正
と
の
抵
触
を
避

け
る
た
め
に
、
二
〇
一
六
年
改
正
に
よ
っ
て
事
実
上
の
支
配
（
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
）
が
認
め
ら
れ
て
い
る
債
権
質
に
つ
い
て
は
、
登
録
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制
度
の
対
象
か
ら
外
す
こ
と
と
さ
れ
、
こ
れ
に
よ
っ
て
二
元
的
構
成
が
顕
在
化
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。
た
だ
し
、
債
権
が
営
業
財
産

の
目
的
と
な
る
場
合
は
登
録
の
対
象
と
さ
れ
る
。

（
二
）
ケ
ベ
ッ
ク
法
お
よ
び
ベ
ル
ギ
ー
法
に
お
け
る
一
元
的
構
成
か
ら
二
元
的
構
成
へ
の
転
換

　

ケ
ベ
ッ
ク
法
・
ベ
ル
ギ
ー
法
は
、
集
合
動
産
や
流
動
資
産
の
担
保
化
を
視
野
に
入
れ
た
現
代
型
担
保
に
つ
い
て
、
一
元
的
構
成

（hypothèque unique, sûreté m
obilière unique

）
を
採
用
し
た
立
法
例
と
し
て
比
較
の
対
象
と
さ
れ
て
き
た
。
し
か
し
、
一
元
的

構
成
と
は
い
え
、
そ
も
そ
も
ス
タ
ー
ト
時
点
か
ら
、
潜
在
的
に
、
二
元
的
構
成
の
萌
芽
を
内
包
す
る
も
の
で
は
あ
っ
た
と
い
う
こ
と

は
で
き
る
。
特
に
近
時
の
金
融
担
保
の
法
制
化
が
進
行
す
る
中
で
、
二
元
的
構
成
が
顕
在
化
し
、
債
権
や
金
銭
を
目
的
と
し
た
担
保

に
つ
い
て
は
、
集
合
動
産
・
流
動
動
産
担
保
と
は
取
扱
を
異
に
す
る
法
改
正
が
展
開
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
き
て
い
る
。

　

債
権
や
金
銭
に
つ
い
て
異
な
る
ル
ー
ル
を
設
け
る
テ
ク
ニ
ッ
ク
と
し
て
は
、
第
一
に
は
、
統
一
法
や
英
米
法
の
「contrôle

」
ま

た
は
「m

aîtrise

」
な
ど
の
概
念
を
用
い
て
、
擬
制
的
に
占
有
移
転
が
あ
っ
た
と
し
て
、
債
権
質
や
金
銭
質
を
占
有
担
保
と
し
て
構

成
す
る
こ
と
に
よ
り
、
非
占
有
担
保
と
し
て
の
動
産
担
保
の
原
則
（
特
に
登
録
に
よ
る
公
示
の
原
則
）
を
回
避
す
る
と
い
う
方
法
と
、

第
二
に
は
、
債
権
譲
渡
担
保
な
ど
所
有
権
担
保
を
承
認
し
て
質
権
の
規
定
を
回
避
す
る
方
法
と
が
想
定
さ
れ
て
き
た
。
ケ
ベ
ッ
ク
法

や
ベ
ル
ギ
ー
法
で
は
、
金
融
担
保
法
に
お
い
て
後
者
の
テ
ク
ニ
ッ
ク
が
用
い
ら
れ
て
は
い
る
が
、
民
法
典
レ
ベ
ル
で
は
、
お
そ
ら
く

出
発
点
が
一
元
的
構
成
で
あ
る
こ
と
か
ら
所
有
権
担
保
を
承
認
す
る
こ
と
に
は
抵
抗
感
が
強
か
っ
た
と
思
わ
れ
る
。
そ
れ
と
比
較
す

る
と
、
お
そ
ら
く
Ｅ
Ｕ
法
の
拠
点
で
あ
る
ベ
ル
ギ
ー
、
英
米
法
圏
と
近
接
す
る
ケ
ベ
ッ
ク
に
お
い
て
は
、
統
一
法
や
英
米
法
の
概
念

を
導
入
す
る
こ
と
に
対
す
る
抵
抗
は
そ
れ
ほ
ど
大
き
い
も
の
で
は
な
か
っ
た
と
推
察
さ
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
り
、
む
し
ろ
前
者
の
テ
ク

ニ
ッ
ク
に
依
拠
し
た
規
範
形
成
が
な
さ
れ
て
き
た
と
分
析
す
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。

　

所
有
権
留
保
に
つ
い
て
は
、
ベ
ル
ギ
ー
法
が
担
保
化
を
徹
底
し
た
の
に
対
し
て
、
ケ
ベ
ッ
ク
法
で
は
一
元
化
を
放
棄
し
、
売
主
の



36

法学研究 94 巻 11 号（2021：11）

信
用
供
与
を
有
利
に
取
り
扱
っ
て
い
る
。

　

そ
れ
で
は
、
以
上
の
ケ
ベ
ッ
ク
法
お
よ
び
ベ
ル
ギ
ー
法
に
お
け
る
担
保
法
制
の
展
開
と
比
較
し
つ
つ
、
母
法
で
あ
る
フ
ラ
ン
ス
担

保
法
の
意
義
を
再
検
討
す
る
こ
と
と
し
よ
う
。

四　

フ
ラ
ン
ス
担
保
法
再
考

1　

起
点
と
し
て
の
二
〇
〇
六
年
担
保
法
改
正

　

フ
ラ
ン
ス
で
は
、
二
〇
〇
六
年
三
月
二
三
日
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
に
よ
っ
て
担
保
法
の
大
改
正
が
行
わ
れ
、
そ
の
概
要
は
わ
が
国
に
も

広
く
紹
介
さ
れ
て
い
る
が（

（9
（

、
こ
こ
で
は
、
ケ
ベ
ッ
ク
法
と
ベ
ル
ギ
ー
法
と
の
対
比
と
い
う
視
角
か
ら
、
そ
の
特
徴
を
、
①
改
正
の
基

本
方
針
と
し
て
の
多
元
主
義
、
②
質
権
二
元
構
成
の
採
用
、
③
集
合
（ensem

ble

）
概
念
の
導
入
の
三
点
に
絞
っ
て
整
理
す
る
こ
と

が
有
益
で
あ
ろ
う
。

（
一
）
改
正
の
基
本
方
針
と
し
て
の
多
元
主
義

　

二
〇
〇
六
年
の
改
正
前
に
は
、
フ
ラ
ン
ス
担
保
法
の
あ
り
方
が
、
ア
メ
リ
カ
統
一
商
事
法
典
（
Ｕ
Ｃ
Ｃ
）
第
九
編
や
ケ
ベ
ッ
ク
民

法
典
の
一
元
主
義
の
立
法
例
と
の
比
較
や
、
Ｃ
Ｎ
Ｕ
Ｄ
Ｃ
Ｉ
（
Ｕ
Ｎ
Ｃ
Ｉ
Ｔ
Ｒ
Ａ
Ｌ
）
に
よ
る
調
和
の
視
点
か
ら
議
論
が
な
さ
れ
た

が
、
二
〇
〇
六
年
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
の
立
法
者
は
、
柔
軟
性
や
多
様
性
を
選
択
す
る
こ
と
と
な
っ
た（

（9
（

。
そ
の
理
由
は
、
単
に
「
フ
ラ
ン

ス
法
の
伝
統
」
の
尊
重
と
い
う
だ
け
で
は
な
く
、
す
べ
て
の
債
権
者
が
同
一
の
担
保
を
必
要
と
し
て
い
る
わ
け
で
は
な
く
、
す
べ
て

の
債
務
者
が
同
一
の
担
保
を
設
定
し
得
る
わ
け
で
は
な
い
と
い
う
事
実
、
と
り
わ
け
倒
産
に
お
い
て
実
効
性
の
あ
る
留
置
権
や
所
有

権
担
保
を
排
除
は
で
き
な
い
と
い
う
点
に
存
す
る
と
さ
れ
て
い
る（

（9
（

。
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こ
こ
で
は
、
フ
ラ
ン
ス
担
保
法
の
基
本
方
針
と
さ
れ
る
多
元
主
義
す
な
わ
ち
多
様
な
選
択
肢
の
提
示
の
主
眼
が
、
倒
産
の
局
面
に

お
け
る
排
他
的
担
保
を
確
保
す
る
こ
と
に
あ
っ
た
点
を
確
認
し
て
お
こ
う
。
こ
こ
に
、
そ
の
後
の
「
優
先
的
担
保
と
排
他
的
担
保
の

区
分
」
と
い
う
担
保
法
の
パ
ラ
ダ
イ
ム
の
萌
芽
を
見
出
す
こ
と
が
で
き
よ
う
。
多
元
主
義
か
一
元
主
義
か
で
、
一
旦
は
袂
を
分
か
っ

た
フ
ラ
ン
ス
法
と
ケ
ベ
ッ
ク
法
・
ベ
ル
ギ
ー
法
は
、
新
た
な
二
元
的
構
成
の
動
向
と
い
う
点
に
お
い
て
、
再
び
共
通
の
接
点
を
見
出

す
こ
と
と
な
る
の
で
あ
る
。

（
二
）
質
権
二
元
構
成
の
採
用

　

二
〇
〇
六
年
担
保
法
改
正
の
も
う
一
つ
の
特
徴
が
、「
有
体
動
産
質
（gage

）」（
フ
ラ
ン
ス
民
法
典
二
三
三
三
条
以
下
）
と
「
無
体

動
産
質
（nantissem

ent

）」（
二
三
五
五
条
以
下
）
と
を
敢
え
て
区
分
す
る
質
権
二
元
構
成
を
採
用
し
た
点
に
あ
る（

（10
（

。

　

有
体
動
産
質
に
つ
い
て
は
、
従
前
の
「
占
有
動
産
質
（gage avec dépossession

）」
と
と
も
に
、「
非
占
有
動
産
質
（gage sans 

dépossession

）」
を
容
認
し
、
特
別
の
登
記
簿
（registre

）
へ
の
登
記
（inscription

）
に
よ
っ
て
公
示
が
な
さ
れ
（
二
三
三
八
条
）、

非
占
有
担
保
に
つ
い
て
は
、
登
記
の
順
序
に
よ
っ
て
順
位
が
定
ま
る
と
し
た
（
二
三
四
〇
条
一
項
）。
こ
れ
は
、
Ｕ
Ｃ
Ｃ
第
九
編
を
参

考
に
し
て
制
度
化
さ
れ
た
も
の
で
あ
る（

（10
（

。
登
記
制
度
に
つ
い
て
は
、
二
〇
〇
六
年
一
二
月
二
三
日
デ
ク
レ
一
八
〇
四
号
に
よ
っ
て
、

商
事
裁
判
所
書
記
課
へ
の
質
権
設
定
書
原
本
お
よ
び
明
細
書
を
添
付
し
た
申
請
な
ら
び
に
書
記
課
に
よ
る
設
定
者
お
よ
び
担
保
目
的

財
産
に
関
す
る
情
報
の
電
子
フ
ァ
イ
ル
に
よ
る
公
示
の
手
続
き
が
定
め
ら
れ
て
い
る（

（10
（

。
こ
の
点
の
み
を
見
る
な
ら
ば
、
ケ
ベ
ッ
ク
法

や
ベ
ル
ギ
ー
法
と
共
通
し
て
お
り
、
非
占
有
動
産
担
保
法
制
の
一
つ
の
方
向
性
が
示
さ
れ
て
い
る
と
い
う
こ
と
が
で
き
よ
う
。

　

こ
れ
に
対
し
て
、
無
体
動
産
担
保
（
債
権
質
）（

（10
（

に
つ
い
て
は
、
フ
ラ
ン
ス
法
は
有
体
動
産
質
と
切
り
離
し
、
先
行
す
る
ダ
イ
イ
法

（
後
に
通
貨
・
金
融
法
典
）
に
基
づ
く
事
業
債
権
の
譲
渡
・
質
入
れ
の
仕
組
み
、
す
な
わ
ち
交
付
さ
れ
た
一
覧
表
（bordereau

）
の
日

付
の
時
か
ら
当
事
者
で
効
力
を
有
し
、
第
三
者
に
対
抗
可
能
と
な
る
と
す
る
仕
組
み
（
通
貨
・
金
融
法
典
L
．
三
一
三
―
二
七
条
）
を
、
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民
法
典
上
の
債
権
質
と
し
て
一
般
化
す
る
と
い
う
選
択
が
な
さ
れ
た
わ
け
で
あ
る
（
二
三
六
一
条
）（

（10
（

。
ベ
ル
ギ
ー
担
保
法
で
は
、
二
〇

一
三
年
当
初
は
債
権
も
含
め
た
登
録
制
度
が
予
定
さ
れ
て
い
た
が
、
後
に
な
っ
て
、
二
〇
一
六
年
改
正
で
債
権
を
登
録
対
象
か
ら
外

す
こ
と
と
し
た
の
で
あ
る
が
、
フ
ラ
ン
ス
で
は
、
二
〇
〇
六
年
の
担
保
法
改
正
の
当
初
か
ら
債
権
質
は
登
記
・
登
録
の
対
象
か
ら
外

さ
れ
て
い
た
こ
と
に
な
る
。

　

さ
ら
に
債
権
質
に
つ
い
て
は
、
裁
判
所
に
よ
る
所
有
権
付
与
（attribution en propriété

：
二
三
六
五
条
一
項
）、
流
担
保
条
項

（pacte com
m

issoire
：
二
三
六
五
条
一
項
）、
質
入
債
権
の
弁
済
受
領
権
限
（pouvoir recevoir le paiem

ent de la créance 

nantie

：
二
三
六
三
条
一
項
）
が
認
め
ら
れ
、
実
行
に
お
い
て
所
有
権
担
保
に
近
い
排
他
的
効
力
が
承
認
さ
れ
て
い
る
点
も
重
要
で
あ

る
（
（10
（

。

　

以
上
の
よ
う
に
質
権
二
元
構
成
は
、
新
た
な
二
元
的
構
成
の
動
向
を
先
取
り
し
た
も
の
と
位
置
づ
け
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。

（
三
）「
集
合
（ensem

ble

）」
概
念
の
導
入

　

最
後
に
重
要
な
点
が
、「
集
合
（ensem

ble
）」
概
念
の
導
入
で
あ
る
。
二
〇
〇
六
年
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
は
、
有
体
動
産
担
保

（gage

）、
無
体
動
産
担
保
（nantissem

ent

）
の
い
ず
れ
に
つ
い
て
も
、「
現
在
又
は
将
来
（présents ou futurs

）」
の
動
産
の
「
集

合
（ensem

ble

）」
に
質
権
の
設
定
が
可
能
で
あ
る
こ
と
を
明
文
化
し
て
い
る
（
二
三
三
三
条
一
項
、
二
三
五
五
条
一
項
）。
フ
ラ
ン
ス

に
お
け
る
財
の
集
合
的
把
握
を
理
論
的
に
基
礎
づ
け
る
概
念
が
「
包
括
体
（universalité

）」（
よ
り
正
確
に
は
「
事
実
上
の
包
括
体

（universalité de fait

）」）
で
あ
る（

（10
（

。
同
概
念
に
包
摂
さ
れ
る
か
否
か
が
検
討
さ
れ
て
き
た
も
の
と
し
て
は
、
営
業
財
産
な
ど
の
事

業
財
産
（fonds

）、
在
庫
な
ど
の
流
動
財
産
（bien circulant

）、
有
価
証
券
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
（portefeuille des valeurs 

m
obilières

）
や
証
券
口
座
（com

pte-titre

）
な
ど
が
あ
り
、
そ
れ
は
大
別
す
る
と
、「
固
定
的
集
合
（ensem

ble stable

）」
と
「
流

動
的
資
産
（assiette flottante

）」
の
二
類
型
に
分
類
さ
れ
、
補
塡
義
務
や
物
上
代
位
な
ど
の
効
果
が
認
め
ら
れ
る
べ
き
か
否
か
が
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類
型
的
に
論
じ
ら
れ
て
い
る（

（10
（

。
な
お
、
ケ
ベ
ッ
ク
で
は
、「
包
括
体
（universalité

）」
概
念
を
ダ
イ
レ
ク
ト
に
民
法
典
に
持
ち
込
ん

だ
の
に
対
し
て
、
フ
ラ
ン
ス
法
・
ベ
ル
ギ
ー
法
は
、
理
論
上
の
概
念
に
留
め
て
、
法
典
用
語
と
し
て
は
「
集
合
（ensem

ble

）」
を

用
い
る
に
留
め
て
い
る（

（10
（

。

　
と
こ
ろ
で
、
フ
ラ
ン
ス
で
は
、
二
〇
〇
六
年
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
に
よ
っ
て
一
般
規
定
が
設
け
ら
れ
た
民
法
典
上
の
「
集
合
」
動
産
質

と
は
別
に
、
商
法
ま
た
は
特
別
法
上
の
事
業
財
産
担
保
と
し
て
、
広
く
用
い
ら
れ
て
き
た
の
が
、「
営
業
財
産
質
（nantissem

ent 

du fonds de com
m

erce
）」（
商
法
L
．一
四
二
―
一
以
下
）
で
あ
る（

（10
（

。
こ
れ
は
一
九
世
紀
に
遡
る
法
制
度
で
あ
り
、
当
初
は
商
人
の

有
す
る
商
品
の
集
合
体
で
あ
っ
た
が
、
一
九
世
紀
中
葉
以
降
、
営
業
財
産
の
譲
渡
お
よ
び
担
保
化
が
一
般
的
に
み
ら
れ
る
よ
う
に
な

り
、
次
第
に
営
業
財
産
概
念
に
商
人
の
「
活
用
・
経
営
（exploitation

）」
の
諸
要
素
で
あ
る
顧
客
（clientèle

）、
賃
借
権
（droit 

au bail

）、
商
聘
（enseigne

）、
商
号
（m
arques

）
な
ど
が
広
く
包
摂
さ
れ
、
一
九
世
紀
後
半
に
は
、
顧
客
・
賃
借
権
な
ど
の
無
体

的
要
素
を
中
心
と
し
た
事
業
財
産
（fonds
）
と
し
て
の
営
業
財
産
概
念
が
形
成
さ
れ
る
に
至
っ
た（

（11
（

。
事
業
財
産
（fonds

）
に
は
、

営
業
財
産
（fonds com

m
ercial

）
の
他
に
、
手
工
業
財
産
（fonds artisanal

）、
農
業
財
産
（fonds agricole

）、
自
由
業
財
産

（fonds libérals

）
な
ど
が
あ
り（

（11
（

、
今
日
的
に
は
、
無
体
所
有
権
（propriété incorporelle

）
と
も
呼
ば
れ
、
知
的
所
有
権
（
財
産
権
）

と
と
も
に
無
体
財
産
権
の
二
大
領
域
と
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
る（

（11
（

。

　
さ
ら
に
登
記
制
度
で
あ
る
が
、
営
業
財
産
質
に
つ
い
て
は
、
す
で
に
一
八
九
八
年
三
月
一
日
の
法
律
に
よ
っ
て
、
第
三
者
対
抗
要

件
と
し
て
、
商
事
裁
判
所
書
記
課
備
え
付
け
の
登
記
簿
（registre
）
へ
の
登
記
（inscription

）
が
要
求
さ
れ
、
登
記
制
度
が
創
設

さ
れ
て
い
る
（
現
行
法
で
は
商
法
L
．一
四
二
―
三
条
乃
至
L
．一
四
二
―
五
条
が
登
記
を
規
律
し
て
い
る
）（

（11
（

。

　
な
お
、
フ
ラ
ン
ス
で
は
、
民
法
上
の
動
産
質
お
よ
び
商
法
上
の
営
業
財
産
質
の
他
に
、「
設
備
機
材
備
品
質
（nantissem

ent de  

l

’outillage et du m
atériel d

’équipem
ent

）」（
商
法
L
．五
二
五
―
一
以
下
）
や
「
在
庫
質
（gage des stocks

）」（
商
法
L
．五
二
七
―

一
以
下
）
な
ど
、
集
合
財
産
・
包
括
財
産
を
目
的
と
す
る
商
法
や
特
別
法
上
の
複
数
の
質
権
お
よ
び
登
記
制
度
が
錯
綜
し
、
複
雑
化
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し
て
い
る
こ
と
か
ら（

（11
（

、
民
法
上
の
動
産
質
へ
の
統
合
、
登
記
制
度
の
集
中
化
の
必
要
性
が
説
か
れ
て
き
た
と
こ
ろ
で
あ
る
が（

（11
（

、
こ
の

度
、
二
〇
二
一
年
九
月
一
五
日
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
（
二
四
条
）
に
よ
り
、
設
備
機
材
備
品
質
お
よ
び
在
庫
質
は
、
フ
ラ
ン
ス
担
保
法
の

「
簡
素
化
（sim

plification

）」
と
い
う
趣
旨
か
ら
、
商
事
質
権
（gage com

m
ercial

）、
ホ
テ
ル
ワ
ラ
ン
ト
（w

arrant hôtelier

）
お

よ
び
石
油
ワ
ラ
ン
ト
（w

arrant pétrolier

）
と
と
も
に
、
廃
止
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た（

（11
（

。

　

ベ
ル
ギ
ー
法
や
ケ
ベ
ッ
ク
法
に
お
い
て
は
、
事
業
財
産
（fonds

）
に
つ
い
て
も
、「
集
合
（ensem

ble

）」
や
「
包
括
体

（universalité
）」
概
念
に
包
摂
し
て
、
民
法
上
の
動
産
担
保
（
質
権
、
抵
当
権
）
に
取
り
込
ん
で
、
登
記
・
登
録
制
度
も
含
め
た
一

元
化
が
図
れ
て
い
る
の
に
対
し
て
、
フ
ラ
ン
ス
法
に
お
い
て
は
、
既
述
の
と
お
り
、
民
法
の
動
産
質
の
他
に
、
集
合
財
産
・
包
括
財

産
を
目
的
と
す
る
商
法
や
特
別
法
上
の
複
数
の
質
権
お
よ
び
登
記
制
度
が
錯
綜
し
、
複
雑
化
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
民
法
上
の
動
産

質
へ
の
統
合
、
登
記
制
度
の
集
中
化
が
進
め
ら
れ
て
き
た
が
、
広
く
利
用
さ
れ
定
着
化
し
て
い
る
「
営
業
財
産
質
」
に
つ
い
て
は
、

そ
れ
を
民
法
典
に
お
け
る
無
体
動
産
質
（nantissem

ent

）
に
取
り
込
む
ま
で
に
は
至
っ
て
い
な
い
よ
う
で
あ
る
。
今
後
も
フ
ラ
ン

ス
で
は
、
担
保
目
的
の
集
合
的
把
握
と
し
て
は
、
民
法
典
上
の
「
集
合
（ensem

ble

）」
と
、
商
法
そ
の
他
の
特
別
法
上
の
「
事
業

財
産
（fonds

）」
と
の
二
本
立
て
が
続
く
こ
と
と
な
ろ
う
。

2　

新
た
な
二
元
的
構
成

　

フ
ラ
ン
ス
で
は
、
二
〇
〇
六
年
担
保
法
改
正
後
に
、
債
権
・
金
融
資
産
担
保
に
つ
い
て
排
他
的
効
力
を
承
認
す
る
立
法
や
信
託
関

連
の
立
法
が
進
め
ら
れ
、
今
般
の
担
保
法
改
正
（
二
〇
一
七
年
担
保
法
改
正
準
備
草
案
お
よ
び
二
〇
二
一
年
担
保
法
改
正
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
）（

（11
（

に
お
い
て
は
、
物
的
担
保
の
定
義
自
体
の
見
直
し
（
優
先
的
担
保
と
排
他
的
担
保
）
が
行
わ
れ
る
に
至
っ
て
い
る
。
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（
一
）
担
保
目
的
で
の
債
権
・
金
融
証
券
の
移
転

　

フ
ラ
ン
ス
で
は
、
二
〇
〇
六
年
担
保
改
正
前
か
ら
、
ダ
イ
イ
法
（
一
九
八
一
年
一
月
二
日
法
）
に
よ
っ
て
、
事
業
債
権
（créances 

professionnelles

）
に
つ
き
、
一
覧
表
（bordereau

）
に
よ
る
質
入
れ
や
担
保
目
的
の
事
業
債
権
譲
渡
（cession de créances 

professionnelles à titre garantie

）
が
認
め
ら
れ
て
お
り（

（11
（

、
そ
れ
が
二
〇
〇
六
年
担
保
法
改
正
に
お
け
る
債
権
質
や
二
〇
一
六
年

債
務
法
改
正
に
お
け
る
債
権
譲
渡
の
制
度
設
計
の
基
礎
と
さ
れ
た
こ
と
は
先
述
の
と
お
り
で
あ
る（

（11
（

。
さ
ら
に
、
金
融
資
産

（instrum
ents financiers

）
に
つ
い
て
は
、
一
九
九
六
年
七
月
二
日
法
に
よ
っ
て
、
金
融
債
権
口
座
質
の
実
行
方
法
と
し
て
、
質
権

債
権
者
の
口
座
へ
の
直
接
の
移
転
が
認
め
ら
れ
て
い
た
が
（
通
貨
金
融
法
典
D
．二
一
一
―
一
二
条
）、
二
〇
〇
五
年
二
月
二
四
日
オ
ル

ド
ナ
ン
ス
に
よ
り
、
金
融
担
保
契
約
に
関
す
る
二
〇
〇
二
年
の
Ｅ
Ｕ
指
令
（D

irective 2002/47/CE

）
の
国
内
法
化
が
な
さ
れ
、
有

価
証
券
、
手
形
、
債
権
証
書
ま
た
は
金
銭
を
担
保
目
的
で
所
有
権
移
転
を
す
る
こ
と
が
で
き
、
第
三
者
へ
の
対
抗
に
は
特
別
の
方
式

は
不
要
と
さ
れ
た
（
通
貨
金
融
法
典
L
．二
一
一
―
三
八
条
Ⅰ
）（

（12
（

。

　

次
い
で
、
二
〇
〇
七
年
二
月
一
九
日
法
律
二
一
一
号
に
よ
り
、
民
法
典
二
〇
一
一
条
以
下
に
「
信
託
（
フ
ィ
デ
ュ
シ
）」
の
規
定
が

設
け
ら
れ
た
。
さ
ら
に
二
〇
〇
九
年
一
月
三
〇
日
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
に
よ
り
、
民
法
典
の
動
産
担
保
の
第
四
節
に
「
担
保
目
的
で
留
保

さ
れ
又
は
譲
渡
さ
れ
る
所
有
権
」
が
設
け
ら
れ
、
す
で
に
存
し
た
所
有
権
留
保
（
二
三
六
七
条
以
下
）
の
規
定
と
と
も
に
第
二
款

「
担
保
目
的
で
譲
渡
さ
れ
る
所
有
権
」（
二
三
七
二
―
一
条
以
下
）
と
し
て
い
わ
ゆ
る
「
信
託
担
保
」（fiducie-sûreté

）
の
規
定
が
置

か
れ
る
こ
と
と
な
っ
た（

（12
（

。
な
お
、
信
託
担
保
の
導
入
は
、
債
権
や
金
融
資
産
の
み
を
念
頭
に
お
い
た
も
の
で
は
な
く
、
広
く
動
産
・

権
利
、
不
動
産
に
つ
い
て
も
そ
の
対
象
と
し
た
も
の
で
あ
る（

（12
（

。
こ
の
二
年
間
で
担
保
の
風
景
が
一
変
し
、「
排
他
性

（exclusivism
e

）」（
（12
（

に
基
礎
を
置
く
担
保
、
す
な
わ
ち
「
所
有
権
担
保
」
と
「
留
置
権
」
が
追
い
風
（vent en poupe

）
を
受
け
る

こ
と
に
な
っ
た
の
で
あ
る（

（12
（

。
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（
二
）「
優
先
的
担
保
」
と
「
排
他
的
担
保
」　

―
二
〇
一
七
年
担
保
法
改
正
準
備
草
案
お
よ
び
二
〇
二
一
年
担
保
法
改
正
オ
ル
ド
ナ

ン
ス

　

フ
ラ
ン
ス
で
は
、
二
〇
〇
六
年
の
担
保
改
正
以
降
一
〇
年
余
を
経
て
、
二
〇
一
七
年
の
ア
ン
リ
・
カ
ピ
タ
ン
協
会
グ
リ
マ
ル
デ
ィ

委
員
会
に
よ
る
担
保
法
改
正
準
備
草
案
以
降
、
第
二
ラ
ウ
ン
ド
の
担
保
法
改
正
が
始
動
し
、
二
〇
一
九
年
五
月
の
パ
ク
ト
法
を
経
て
、

二
〇
二
一
年
九
月
一
五
日
に
は
担
保
法
改
正
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
が
成
立
す
る
に
至
っ
て
い
る（

（12
（

。

　

ま
ず
は
、
そ
の
最
大
の
意
義
は
、「
排
他
的
担
保
（sûretés exclusives

）」
を
正
面
か
ら
認
め
て
、
古
典
的
な
「
優
先
的
担
保

（sûretés préférentielles
）」
と
対
比
し
、
担
保
を
二
元
的
に
構
成
す
る
と
い
う
点
で
あ
ろ
う
。
ま
ず
は
、
二
〇
一
七
年
準
備
草
案

で
二
元
的
構
成
に
よ
る
新
た
な
定
義
規
定
が
提
案
さ
れ（

（12
（

、
二
〇
二
〇
年
一
二
月
一
八
日
準
備
草
案
を
経
て
、
二
〇
二
一
年
オ
ル
ド
ナ

ン
ス
で
は
、「
物
的
担
保
（sûreté réelle

）」
の
以
下
の
よ
う
な
定
義
規
定
が
設
け
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た（

（12
（

。

【
第
二
三
二
三
条
】（
二
〇
二
〇
年
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
準
備
草
案
お
よ
び
二
〇
二
一
年
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
）

　

物
的
担
保
は
、
現
在
若
し
く
は
将
来
の
財
産
又
は
財
産
の
集
合
の
、
債
権
者
へ
の
優
先
的
又
は
排
他
的
な
弁
済
へ
の
引
当
て

（affectation au paiem
ent préférentiel ou exclusif

）
で
あ
る
。

　

次
い
で
、
債
権
担
保
に
つ
い
て
「
排
他
的
効
力
」
の
強
化
で
あ
る
。
第
一
に
は
、
債
権
質
に
関
し
て
、
担
保
に
供
さ
れ
た
債
権
に

つ
い
て
質
権
債
権
者
の
「
排
他
的
権
利
（droit exclusif

）」
と
し
て
、
取
立
権
・
弁
済
充
当
権
を
認
め
る
こ
と
が
提
案
さ
れ
て
い
る

（
二
〇
一
七
年
準
備
草
案
二
三
六
三
条
、
二
〇
二
一
年
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
二
三
六
三
条
）（

（12
（

。
し
か
し
、
留
置
権
を
根
拠
と
し
「
排
他
的
権
利
」

を
付
与
す
る
と
は
い
っ
て
も
、
質
権
は
あ
く
ま
で
も
非
移
転
的
な
担
保
権
で
あ
る
の
で
、
後
順
位
担
保
権
者
を
排
除
す
る
も
の
で
は

な
く
、
こ
こ
で
は
質
権
債
権
者
の
取
立
権
・
弁
済
充
当
権
を
確
保
す
る
に
と
ど
ま
る
も
の
で
あ
り（

（12
（

、
そ
こ
に
、
真
の
意
味
で
の
排
他

的
担
保
と
し
て
、
担
保
目
的
で
の
信
託
譲
渡
や
債
権
譲
渡
な
ど
権
利
移
転
形
式
で
の
所
有
権
担
保
が
求
め
ら
れ
る
所
以
が
あ
る（

（13
（

。
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最
後
に
、
債
権
・
金
融
担
保
に
お
け
る
所
有
権
担
保
の
推
進
で
あ
る
。
判
例
は
長
ら
く
否
定
的
な
立
場
を
堅
持
し
て
き
た
が（

（13
（

、
二

〇
一
六
年
債
務
法
改
正
に
お
け
る
債
権
譲
渡
法
制
の
改
正
（
発
生
原
因
で
あ
る
売
買
契
約
か
ら
切
り
な
し
て
債
権
譲
渡
の
規
定
が
な
さ
れ

た
こ
と
）（

（13
（

を
経
て
、「
担
保
目
的
で
の
債
権
譲
渡
（D

e la cession de créance à titre de garantie

）」
の
小
款
を
設
け
て
、
そ
れ
を

立
法
に
よ
っ
て
承
認
す
る
こ
と
と
な
っ
た
（
二
〇
一
七
年
準
備
草
案
二
三
七
三
条
以
下
、
二
〇
二
一
年
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
二
三
七
三
条
以
下
）（

（13
（

。

信
託
（fiducie
）
と
譲
渡
（cession

）
の
違
い
は
、
前
者
に
お
い
て
は
目
的
債
権
が
充
当
資
産
（patrim

oine d

’affectation

）」
と
な

り
、
受
託
者
の
資
産
（patrim

oine

）
と
な
ら
な
い
の
に
対
し
て
、
譲
渡
の
場
合
、
譲
受
人
は
直
ち
に
債
権
の
所
有
権
者
と
な
る
と

い
う
点
に
あ
る
と
さ
れ（

（13
（

、
そ
れ
に
よ
っ
て
倒
産
法
上
の
差
異
が
生
じ
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　
と
こ
ろ
で
こ
の
点
に
関
連
し
て
、
二
〇
二
一
年
九
月
一
五
日
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
（
九
条
お
よ
び
二
六
条
）
は
、
将
来
債
権
の
債
権
質

お
よ
び
債
権
譲
渡
に
お
い
て
、
将
来
債
権
の
移
転
の
効
果
が
生
じ
る
時
期
を
債
権
発
生
時
と
し
て
い
た
従
前
の
規
定
（
債
権
質
に
関

す
る
旧
二
三
五
七
条
、
債
権
譲
渡
に
関
す
る
旧
一
三
二
三
条
第
三
項
）
を
削
除
し
、
既
発
生
の
債
権
と
同
様
に
、
行
為
（
質
権
設
定
ま
た

は
譲
渡
行
為
）
の
日
付
で
効
力
が
生
じ
、
か
つ
対
抗
可
能
と
な
る
と
す
る
大
改
正
を
行
っ
た
点
を
付
言
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い（

（13
（

。
し

か
し
こ
れ
に
対
し
て
は
、
同
一
日
付
の
倒
産
法
（
商
法
典
第
六
編
）
改
正
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
（
一
九
条
）
が
、
同
時
に
、
倒
産
手
続
開
始

決
定
後
の
約
定
物
的
担
保
の
目
的
資
産
の
拡
張
禁
止
の
原
則
（principe de non-accroissem

ent de l

’assiette des sûretés réelles 

conventionnelles

）
を
強
化
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
こ
れ
に
対
応
し
よ
う
と
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
い
か
な
る
担
保
形
態
で
あ
ろ

う
と
倒
産
手
続
開
始
決
定
後
の
約
定
物
的
担
保
お
よ
び
約
定
留
置
権
の
目
的
資
産
の
拡
張
が
禁
止
さ
れ
、
特
に
倒
産
手
続
開
始
決
定

の
日
付
ま
で
に
生
じ
て
い
な
い
債
務
者
の
財
産
や
権
利
の
移
転
に
関
し
て
定
め
る
反
対
の
規
定
は
、
す
べ
て
、
そ
の
日
付
以
降
は
適

用
さ
れ
な
い
こ
と
と
な
る
が
、
こ
れ
は
と
り
わ
け
、
将
来
債
権
の
担
保
目
的
で
の
債
権
譲
渡
や
質
権
設
定
に
つ
い
て
規
定
し
て
い
た

民
法
典
旧
一
三
二
三
条
三
項
や
旧
二
三
五
七
条
が
、
担
保
法
改
正
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
に
よ
っ
て
削
除
さ
れ
る
こ
と
を
考
慮
し
た
も
の
と

の
説
明
が
な
さ
れ
て
い
る（

（13
（

。
こ
れ
に
よ
っ
て
少
な
く
と
も
目
的
資
産
の
拡
張
が
許
容
さ
れ
る
の
は
、
手
続
開
始
前
に
締
結
さ
れ
た
枠
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契
約
（contrat-cadre

）
の
履
行
と
し
て
な
さ
れ
る
ダ
イ
イ
譲
渡
（
通
貨
金
融
法
典
L
．三
一
三
―
二
三
条
）
な
ど
明
文
で
の
適
用
除
外

が
あ
る
場
合
に
限
定
さ
れ
る
こ
と
と
な
る（

（13
（

。

　

さ
ら
に
パ
ク
ト
法
は
、
実
務
上
広
く
行
わ
れ
て
い
る
「
現
金
質
（gage-espèce

）」（
（13
（

の
テ
ク
ニ
ッ
ク
を
応
用
し
て
、「
担
保
目
的
で

の
金
銭
の
移
転
（transfert de som

m
e d

’argent à titre de garantie

）」
の
導
入
・
制
度
化
を
指
示
し
（
パ
ク
ト
法
六
〇
条
Ⅰ
の
一

一
号
）（

（13
（

、
そ
れ
に
基
づ
き
、
二
〇
二
一
年
担
保
法
改
正
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
は
、「
担
保
目
的
で
の
金
銭
譲
渡
（D

e la cession de som
m

e 

d

’argent à titre de garantie

）」
と
の
節
を
設
け
る
こ
と
と
な
っ
た
（
二
三
七
四
条
乃
至
二
三
七
四
―
六
条
）（

（14
（

。

3
　
小
括

　

フ
ラ
ン
ス
法
は
、
一
方
で
は
、
二
〇
〇
六
年
改
正
に
お
い
て
、
質
権
に
つ
い
て
、
動
産
質
（gage

）
と
債
権
質
（nantissem

ent

）

を
区
別
す
る
二
元
的
構
成
を
採
用
し
、
債
権
質
に
つ
い
て
、
判
例
お
よ
び
二
〇
二
一
年
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
二
〇
一
七
年
準
備
草
案
に

よ
っ
て
、
質
権
債
権
者
の
「
排
他
的
権
利
（droit exclusif

）」
と
し
て
、
取
立
権
・
弁
済
充
当
権
を
認
め
る
方
向
が
志
向
さ
れ
て
い

る
。
こ
れ
は
、
債
権
な
ど
の
無
体
財
産
担
保
に
つ
い
て
も
、
債
権
者
に
「
凍
結
権
限
（pouvoir de blocage

）」
が
把
握
さ
れ
る
場

合
に
は
、
排
他
的
権
利
を
承
認
す
る
と
い
う
も
の
で
、
コ
モ
ン
ロ
ー
に
影
響
を
受
け
た
ケ
ベ
ッ
ク
法
や
ベ
ル
ギ
ー
法
に
お
け
る
「
支

配
（m

aîtrise, contrôle

）」
概
念
と
接
近
す
る
も
の
と
分
析
す
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。

　

他
方
で
は
、
フ
ラ
ン
ス
法
で
は
、
排
他
的
担
保
と
し
て
の
「
所
有
権
担
保
（propriété-sûreté

）」
の
展
開
が
目
覚
ま
し
く
、
古

く
か
ら
ダ
イ
イ
法
の
実
務
が
定
着
し
て
い
た
こ
と
が
先
例
と
な
り
、
二
〇
〇
七
年
お
よ
び
二
〇
〇
九
年
改
正
に
よ
る
「
信
託
担
保
」

の
導
入
を
経
て
、
今
般
の
担
保
法
改
正
に
お
い
て
は
、
債
権
・
金
融
担
保
に
つ
い
て
、「
担
保
目
的
で
の
債
権
譲
渡
（cession de 

créance à titre de garantie

）」
や
「
担
保
目
的
で
の
金
銭
譲
渡
（cession de som

m
e d

’argent à titre de garantie

）」
な
ど
の

法
律
の
規
定
を
積
極
的
に
設
け
る
こ
と
が
提
案
さ
れ
て
い
る
。
倒
産
法
の
改
正
も
併
せ
て
行
わ
れ
た
こ
と
か
ら
、
改
正
倒
産
法
に
お
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け
る
所
有
権
担
保
の
取
扱
も
今
後
の
課
題
と
な
ろ
う（

（14
（

。

　

そ
し
て
、
フ
ラ
ン
ス
で
は
、「
信
託
担
保
」
が
債
権
・
金
融
担
保
に
限
ら
ず
、
動
産
や
不
動
産
担
保
も
視
野
に
入
れ
た
も
の
で

あ
っ
た
と
こ
ろ
、
そ
も
そ
も
物
的
担
保
の
定
義
と
し
て
、「
優
先
的
担
保
（sûreté préferentielle

）」
と
、「
排
他
的
担
保
（sûreté 

exclusive
）」
の
二
元
構
成
と
す
る
こ
と
が
定
着
し
、
条
文
上
の
そ
の
定
義
を
導
入
す
る
こ
と
が
提
言
さ
れ
る
に
至
っ
て
い
る
。

　

し
か
し
、
現
時
点
で
は
、
所
有
権
担
保
は
、
主
と
し
て
債
権
担
保
・
金
融
資
産
担
保
の
活
用
が
期
待
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
っ
て
、

流
動
動
産
担
保
や
事
業
資
産
担
保
に
つ
い
て
は
、
質
権
（gage

）
に
よ
る
担
保
設
定
が
想
定
さ
れ
て
お
り
、
こ
の
点
は
、
フ
ラ
ン
ス

法
、
ケ
ベ
ッ
ク
法
、
ベ
ル
ギ
ー
法
に
共
通
し
て
い
る
と
い
う
こ
と
が
で
き
よ
う（

（14
（

。

五　

結
び
に
代
え
て

　

本
稿
に
お
け
る
フ
ラ
ン
ス
法
を
起
点
と
し
た
、
ケ
ベ
ッ
ク
法
お
よ
び
ベ
ル
ギ
ー
法
の
比
較
研
究
か
ら
、
わ
が
国
に
お
い
て
法
制
審

担
保
法
制
部
会
を
中
心
に
進
行
中
の
動
産
債
権
担
保
法
改
正
を
め
ぐ
る
議
論
の
進
む
べ
き
方
向
性
と
し
て
、
以
下
の
二
点
を
指
摘
す

る
こ
と
が
で
き
よ
う
。

（
1
）
第
一
は
、
集
合
動
産
・
流
動
動
産
担
保
お
よ
び
事
業
担
保
に
つ
い
て
は
、
事
業
の
「
経
営
・
活
用
（exploitation

）」
と
い
う

枠
で
、
固
定
資
産
お
よ
び
流
動
資
産
を
把
握
し
て
、
広
く
事
業
資
産
に
つ
い
て
、
非
占
有
担
保
権
（
質
権
等
）
を
認
め
、
併
せ
て
登

記
・
登
録
制
度
を
整
備
す
る
方
向
で
の
法
制
化
を
模
索
す
べ
き
で
あ
る
と
考
え
る
。
そ
の
際
に
、
民
法
上
の
質
権
の
目
的
と
し
て

「
集
合
」
概
念
を
取
り
入
れ
る
こ
と
を
前
提
と
し
て
、
事
業
な
い
し
事
業
資
産
も
民
法
上
の
「
集
合
」
と
し
て
包
摂
さ
せ
る
の
か（

（14
（

、

そ
れ
と
も
特
別
法
で
事
業
担
保
権
を
規
律
す
る
の
か
は
、
ケ
ベ
ッ
ク
・
ベ
ル
ギ
ー
と
フ
ラ
ン
ス
と
で
対
応
を
異
に
し
て
い
る
と
こ
ろ

で
あ
り
、
ま
ず
は
両
方
の
可
能
性
を
視
野
に
入
れ
て
検
討
す
べ
き
で
あ
ろ
う（

（14
（

。
次
い
で
、
事
業
（
資
産
）
の
担
保
化
を
検
討
す
る
際
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に
は
、
事
業
資
産
担
保
の
核
心
部
分
が
、「
収
益
」
そ
の
も
の
と
い
う
よ
り
は
、
む
し
ろ
「
収
益
を
生
み
出
す
装
置
」
と
し
て
の
固

定
資
産
の
集
合
、
あ
る
い
は
抽
象
的
・
潜
在
的
な
意
味
で
の
「
顧
客
（clientèle

）」
で
あ
る
と
い
う
点
を
出
発
点
と
す
べ
き
で
は
な

い
か
。
そ
の
上
で
、
併
せ
て
そ
れ
ら
が
生
み
出
す
現
実
の
商
品
や
売
掛
債
権
な
ど
の
流
動
資
産
を
ど
こ
ま
で
把
握
す
る
担
保
を
設
計

す
る
か
が
次
の
選
択
肢
と
な
る
で
あ
ろ
う（

（14
（

。
た
だ
仮
に
そ
れ
を
認
め
る
と
し
て
も
、
事
業
担
保
が
そ
も
そ
も
設
定
者
に
事
業
の
「
経

営
・
活
用
（exploitation

）」
を
委
ね
る
「
非
占
有
担
保
」
に
分
類
さ
れ
る
類
型
で
あ
る
の
か
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス

や
累
積
型
の
債
権
譲
渡
担
保
の
よ
う
に
、
担
保
権
者
の
口
座
等
に
お
い
て
事
業
収
益
の
取
立
て
と
管
理
が
な
さ
れ
る
「
占
有
担
保
」

に
分
類
さ
れ
る
類
型
か
に
よ
っ
て
、
担
保
の
規
律
（
特
に
再
生
型
の
倒
産
手
続
き
に
お
け
る
規
律
）
に
も
差
異
が
生
じ
る
で
あ
ろ
う
。

（
2
）
第
二
は
、
金
銭
債
権
・
金
融
資
産
担
保
に
つ
い
て
は
、
登
記
・
登
録
を
要
求
せ
ず
に
、
担
保
権
者
の
「
支
配
」
を
前
提
と
し

て
、
担
保
目
的
た
る
金
銭
債
権
お
よ
び
有
価
証
券
に
対
す
る
「
排
他
的
担
保
」
を
認
め
る
方
向
で
の
法
制
化
が
検
討
さ
れ
る
べ
き
で

あ
ろ
う
。
こ
れ
は
、
社
会
学
的
に
は
「
金
融
化
（financiarisation

）」（
（14
（

、
理
論
的
に
は
「
引
当
て
（affectation

） 

か
ら 

帰
属

（appropriation

）」
へ
の
パ
ラ
ダ
イ
ム（

（14
（

と
分
析
可
能
な
現
象
で
あ
り
、
わ
が
国
に
お
い
て
は
有
価
証
券
や
普
通
預
金
の
担
保
化
に
つ

い
て
、
債
権
の
「
帰
属
」
や
「
支
配
」
概
念
が
検
討
さ
れ
る
に
留
ま
っ
て
い
る
が（

（14
（

、
広
く
債
権
・
金
融
資
産
に
つ
い
て
確
実
に
潜
在

的
な
ニ
ー
ズ
（
立
法
事
実
）
が
あ
る
も
の
と
考
え
て
よ
い
で
あ
ろ
う
。

　

以
上
の
こ
と
か
ら
、
債
権
に
つ
い
て
は
、
一
方
で
は
、
取
引
債
権
が
事
業
資
産
の
「
経
営
・
活
用
（exploitation

）」
の
一
部
を

構
成
す
る
よ
う
な
場
合
に
は
、
他
の
固
定
資
産
や
流
動
資
産
と
と
も
に
包
括
的
な
事
業
担
保
の
設
定
を
可
能
と
し
、
登
記
・
登
録
の

対
象
と
す
べ
き
で
あ
る
が
、
他
方
で
は
、
債
権
や
金
融
資
産
が
「
運
用
・
価
値
増
殖
（valorisation

）」
の
目
的
で
あ
る
場
合
に
は
、

「
支
配
」
を
要
件
と
し
て
、「
排
他
的
担
保
」
を
承
認
す
べ
き
だ
と
い
う
こ
と
に
な
ろ
う
。
な
お
、
事
業
債
権
の
担
保
で
あ
っ
て
も
、

累
積
型
の
集
合
債
権
譲
渡
担
保
、
す
な
わ
ち
担
保
権
者
に
設
定
時
か
ら
取
立
権
限
が
付
与
さ
れ
て
い
た
り
、
あ
る
い
は
担
保
権
者
に

一
定
額
の
回
金
を
な
す
範
囲
に
お
い
て
担
保
権
者
の
た
め
に
取
り
立
て
る
権
限
が
設
定
者
に
委
任
が
な
さ
れ
て
い
た
り
す
る
類
型
に
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つ
い
て
は
、
担
保
権
者
へ
の
債
権
の
「
帰
属
」
と
と
も
に
「
支
配
」
が
認
定
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、「
排
他
的
担
保
」
を
承
認
す
る
契

機
が
存
す
る（

（14
（

。

【
後
記
】　

本
稿
は
、
二
〇
一
七
年
度
全
国
銀
行
学
術
研
究
振
興
財
団
研
究
助
成
、
科
学
研
究
費
補
助
金
基
盤
研
究
（
C
）
課
題
番
号

19K
01376

、
二
〇
一
九
年
度
慶
應
義
塾
学
事
振
興
資
金
大
学
特
別
研
究
期
間
制
度
適
用
者
特
別
研
究
費
の
研
究
成
果
の
一
部
で
あ
る
。

筆
者
は
、
二
〇
一
九
年
度
、
塾
か
ら
サ
バ
テ
ィ
カ
ル
を
得
て
、
二
〇
一
九
年
九
月
か
ら
二
〇
二
〇
年
二
月
に
か
け
て
、
パ
リ
第
二
大
学

（
フ
ラ
ン
ス
）
民
法
研
究
所
、
マ
ギ
ル
大
学
（
カ
ナ
ダ
）
ポ
ー
ル
＝
ア
ン
ド
レ
・
ク
レ
ポ
ー
私
法
比
較
法
研
究
所
お
よ
び
ブ
リ
ュ
ッ
セ
ル

自
由
大
学
（
ベ
ル
ギ
ー
）
私
法
研
究
所
に
お
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
短
期
間
で
は
あ
る
が
、
招
聘
研
究
員
と
し
て
、
本
研
究
に
従
事
す
る
こ
と

が
で
き
た
。
受
入
れ
の
労
を
お
執
り
く
だ
さ
っ
た
故
ピ
エ
ー
ル
・
ク
ロ
ッ
ク
（Pierre Crocq

）
教
授
（
パ
リ
第
二
大
学
）、
イ
エ
ー

ル
・
エ
ム
リ
ッ
シ
ュ
（Y

aëll Em
erich
）
教
授
（
マ
ギ
ル
大
学
）、
ミ
ッ
シ
ェ
ル
・
グ
レ
ゴ
ワ
ー
ル
（M

ichèle Grégoire

）
教
授
（
ブ

リ
ュ
ッ
セ
ル
自
由
大
学
）
を
は
じ
め
と
す
る
三
大
学
三
研
究
所
の
諸
先
生
方
の
ご
支
援
・
ご
協
力
に
記
し
て
謝
意
を
表
す
る
次
第
で
あ
る
。

（
1
）　

内
田
貴
「
担
保
法
の
パ
ラ
ダ
イ
ム
」
法
学
教
室
二
六
六
号
（
二
〇
〇
二
年
）
七
頁
以
下
、
経
済
産
業
省
・
企
業
法
制
研
究
会
（
担
保

制
度
研
究
会
）「
報
告
書
―
『
不
動
産
担
保
』
か
ら
『
事
業
の
収
益
性
に
着
目
し
た
資
金
調
達
』
へ
」（
二
〇
〇
三
年
、
別
冊
Ｎ
Ｂ
Ｌ
八
六

号
『
新
し
い
担
保
法
の
動
き
』（
二
〇
〇
四
年
）
所
収
）
一
八
五
頁
以
下
な
ど
参
照
。

（
2
）　
「
動
産
及
び
債
権
の
譲
渡
の
対
抗
要
件
に
関
す
る
民
法
の
特
例
等
に
関
す
る
法
律
」（
平
成
一
六
年
法
律
第
一
四
八
号
）。

（
3
）　

債
権
管
理
と
担
保
管
理
を
巡
る
法
律
問
題
研
究
会
「
担
保
の
機
能
再
論
―
新
し
い
担
保
モ
デ
ル
を
探
る
―
」
金
融
研
究
（
日
本
銀
行

金
融
研
究
所
・
二
〇
〇
八
年
）
二
七
巻
法
律
特
集
号
一
頁
以
下
な
ど
参
照
。

（
4
）　

Ａ
Ｂ
Ｌ
に
関
し
て
は
、
池
田
真
朗
「
Ａ
Ｂ
Ｌ
等
に
見
る
動
産
・
債
権
担
保
の
展
開
と
課
題
―
新
し
い
担
保
概
念
の
認
知
に
向
け
て
」

伊
藤
進
先
生
古
稀
記
念
『
担
保
制
度
の
現
代
的
課
題
』（
日
本
評
論
社
・
二
〇
〇
六
年
）
二
七
五
頁
以
下
、
中
村
廉
平
「
Ａ
Ｂ
Ｌ
法
制
の

検
討
課
題
に
関
す
る
中
間
的
な
論
点
整
理
―
実
務
家
の
声
を
反
映
し
て
―
」
金
法
一
九
二
七
号
（
二
〇
一
一
年
）
一
〇
〇
頁
以
下
、
三
菱
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総
合
研
究
所
「（
平
成
二
四
年
度
産
業
金
融
シ
ス
テ
ム
の
構
築
及
び
整
備
調
査
委
託
事
業
）
動
産
・
債
権
担
保
融
資
（A

sset-based 
Lending

：A
BL

）
普
及
の
た
め
の
モ
デ
ル
契
約
等
の
作
成
と
制
度
的
課
題
等
の
調
査
」（
Ａ
Ｂ
Ｌ
）
報
告
書
（
二
〇
一
三
年
二
月
）、
池

田
真
朗
＝
中
島
弘
雅
＝
森
田
修
編
『
動
産
債
権
担
保
―
比
較
法
の
マ
ト
リ
ク
ス
』（
商
事
法
務
・
二
〇
一
五
年
）
な
ど
枚
挙
に
暇
が
な
い
。

（
5
）　

商
事
法
務
研
究
会
「
動
産
・
債
権
を
中
心
と
し
た
担
保
法
制
に
関
す
る
研
究
会
報
告
書
」
商
事
法
務
編
『
動
産
・
債
権
を
中
心
と
し

た
担
保
法
制
に
関
す
る
研
究
会
報
告
書
〔
付
・
各
国
の
動
産
・
債
権
を
中
心
と
し
た
担
保
法
制
に
関
す
る
調
査
研
究
業
務
報
告
書
〕』（
別

冊
Ｎ
Ｂ
Ｌ
一
七
七
号
、
二
〇
二
一
年
）
一
五
頁
以
下
参
照
。

（
6
）　

法
制
審
議
会
第
一
八
九
回
会
議
（
令
和
三
年
二
月
一
〇
日
）
に
お
い
て
、「
動
産
や
債
権
等
を
担
保
の
目
的
と
し
て
行
う
資
金
調
達

の
利
用
の
拡
大
な
ど
、
不
動
産
以
外
の
財
産
を
担
保
の
目
的
と
す
る
取
引
の
実
情
等
に
鑑
み
、
そ
の
法
律
関
係
の
明
確
化
や
安
定
性
の
確

保
等
の
観
点
か
ら
、
担
保
に
関
す
る
法
制
の
見
直
し
を
行
う
必
要
が
あ
る
と
思
わ
れ
る
の
で
、
そ
の
要
綱
を
示
さ
れ
た
い
」
と
の
「
担
保

法
制
の
見
直
し
に
関
す
る
諮
問
第
一
一
四
号
」
に
基
づ
き
、「
担
保
法
制
部
会
」
が
設
け
ら
れ
た
。

（
7
）　

中
小
企
業
庁
「
中
小
企
業
が
使
い
や
す
い
譲
渡
担
保
制
度
の
実
現
に
向
け
た
提
案
」（
二
〇
一
九
年
三
月
）、
金
融
庁
「
事
業
者
を
支

え
る
融
資
・
再
生
実
務
の
あ
り
方
に
関
す
る
研
究
会
・
論
点
整
理
」（
二
〇
二
〇
年
一
二
月
二
五
日
）、
経
済
法
令
研
究
会
編
『
こ
れ
か
ら

の
顧
客
支
援
・
再
生
実
務
と
包
括
担
保
法
制
』（
銀
行
八
七
五
号
、
二
〇
二
一
年
）
な
ど
参
照
。

（
8
）　

商
事
法
務
研
究
会
・
前
掲
「
動
産
・
債
権
を
中
心
と
し
た
担
保
法
制
に
関
す
る
研
究
会
報
告
書
」
四
～
一
一
頁
な
ど
参
照
。

（
9
）　

沖
野
眞
已
「
担
保
取
引
」
曽
野
裕
夫
ほ
か
『
私
法
統
一
の
現
状
と
課
題
』（
別
冊
Ｎ
Ｂ
Ｌ
一
四
四
号
・
二
〇
一
三
年
）
一
〇
頁
以
下
、

曽
野
裕
夫
＝
山
中
仁
美
「
担
保
取
引
に
関
す
る
Ｕ
Ｎ
Ｃ
Ｉ
Ｔ
Ｒ
Ａ
Ｌ
モ
デ
ル
法
の
対
訳
（
1
）（
2
・
完
）」
北
大
法
学
論
集
六
八
巻
一
号

二
六
八
頁
以
下
頁
、
二
号
一
三
八
頁
以
下
（
二
〇
一
七
年
）
な
ど
参
照
。

（
10
）　
「
機
能
的
ア
プ
ロ
ー
チ
」
に
つ
き
、
清
水
恵
介
「
機
能
的
ア
プ
ロ
ー
チ
に
よ
る
担
保
の
統
制
」
道
垣
内
弘
人
ほ
か
『
近
江
幸
治
先
生

古
希
記
念
論
文
集
・
社
会
の
発
展
と
民
法
学
［
上
巻
］』（
成
文
堂
・
二
〇
一
九
年
）
五
五
七
頁
以
下
、
原
恵
美
「
担
保
法
に
お
け
る
機
能

的
（Functional

）
ア
プ
ロ
ー
チ
の
複
層
性
：
国
際
的
動
行
を
踏
ま
え
て
」
田
高
寛
貴
編
『
担
保
法
の
現
代
的
課
題
―
新
た
な
担
保
法
制

の
構
想
に
向
け
て
』（
商
事
法
務
・
二
〇
二
一
年
）
二
二
二
頁
以
下
な
ど
参
照
。V

. aussi, Riffard

（Jean-François

）, Le security 
interest ou l

’approche fonctionnelle et unitaire des sûretés m
obilières, Contribution à une rationalisation du D

roit 
français, 1997, LGD

J ; Sigm
an 

（H
arry C.

）, T
he Security Interest in the U

nited States : A
 unitary functional 
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Solution, in M
arie-Élodie A

ncel 

（dir.

）, R
eponser le droit des sûretés m

obilières, LGD
J, 2005, pp. 5 5 et s. ; Legeais 

（D
om

inique

） et al., Réform
e des sûretés 

（1
re partie

）, （2
e partie

）, Colloque organisé par le CED
A

G, R
D

 bancaire et 
financier, n

o 1  janv.-févr., 2016, pp. 8‌5 et s., articles 1  à 8, n
o 2  m

ars-avril, 2016, pp. 8 1 et s., articles 9  à 16 ; etc.

（
11
）　

購
入
資
金
融
資
に
つ
い
て
は
、
Ｕ
Ｎ
Ｃ
Ｉ
Ｔ
Ｒ
Ａ
Ｌ
の
立
法
ガ
イ
ド
も
、「
一
元
的
ア
プ
ロ
ー
チ
（approche unitaire

）」
に
よ
る

か
、「
非
一
元
的
ア
プ
ロ
ー
チ
（approche non unitaire

）」
に
よ
る
か
の
選
択
肢
を
認
め
て
い
る
。
後
者
は
、
所
有
権
留
保
条
項
か
ら

生
じ
る
売
主
の
権
利
お
よ
び
リ
ー
ス
か
ら
生
じ
る
貸
主
の
権
利
を
所
有
権
と
性
質
決
定
す
る
が
、
そ
の
所
有
権
を
す
べ
て
、
購
入
資
金
の

弁
済
を
担
保
す
る
物
的
担
保
を
規
律
す
る
制
度
が
生
じ
さ
せ
る
結
果
と
機
能
的
に
同
等
な
結
果
を
生
じ
さ
せ
る
規
定
に
従
わ
せ
、
そ
れ
に

よ
っ
て
、
購
入
資
金
の
信
用
を
受
け
る
す
べ
て
の
当
事
者
が
同
一
の
取
扱
か
ら
利
益
を
受
け
る
よ
う
に
す
る
方
法
と
さ
れ
る
（cf. 

Com
m

ission des N
ations U

nies pour le droit com
m

ercial international, G
uide législatif de la CN

U
D

CI sur les 
opérations garanties, T

erm
inologie et recom

m
andations, N

ations U
nies, V

ienne 2010, n
o 9, p. 6 

）。

（
12
）　G

uide législatif de la CN
U

D
CI sur les opérations garanties, T

erm
inologie et recom

m
andations, n

o 8, pp. 5-6.

（
13
）　
「
担
保
法
制
部
会
資
料
一
：
担
保
法
制
の
見
直
し
に
お
け
る
検
討
事
項
の
例
」
三
頁
参
照
。

（
14
）　

藤
澤
治
奈
「
岐
路
に
立
つ
日
本
の
動
産
担
保
法
制
」
Ｎ
Ｂ
Ｌ
一
一
九
八
号
（
二
〇
二
一
年
）
八
頁
以
下
、
一
二
頁
以
下
な
ど
参
照
。

（
15
）　
「
ト
ラ
ン
ス
シ
ス
テ
ム
主
義
（transsystém

ism
e

）」
に
つ
き
、cf. ex. Em

erich 

（Y
aëll

）, D
roit com

m
un des biens: 

perspective transsystém
ique, Éd. Y

von Blais, 2017; Em
erich 

（Y
aëll

） et Plante 

（M
aire-A

ndrée

）, R
epenser les 

pardigm
es, A

pproches transsystém
iques du droit, Éd. Y

von Blais, 2018 ; etc. 

ケ
ベ
ッ
ク
法
（
民
法
典
）
に
つ
き
、
大
島
俊
之

「
ケ
ベ
ッ
ク
民
法
典
略
史
」
神
戸
学
院
法
学
三
四
巻
二
号
（
三
〇
〇
四
年
）
四
六
九
頁
以
下
、
金
山
直
樹
「
民
法
改
正
の
動
向
（
2
）」
内

田
貴
＝
大
村
敦
志
『
民
法
の
争
点
（
ジ
ュ
リ
増
刊
）』（
有
斐
閣
・
二
〇
〇
七
年
）
三
三
頁
以
下
、
高
秀
成
「
ケ
ベ
ッ
ク
民
法
典
に
お
け
る

『
他
人
の
財
産
の
管
理
』
制
度
の
法
典
化
の
意
義
に
つ
い
て
」
金
沢
法
学
五
九
巻
二
号
（
二
〇
一
七
年
）
一
一
七
頁
以
下
な
ど
参
照
。V

. 
aussi, Lacroix 

（M
ariéve

） et M
oore 

（Benoît

） （dir.

）, D
roit du Q

uébec, Bib. de l

’Association H
enri Capitant, LGD

J, 
2016 ; etc.

（
16
）　

有
価
証
券
の
ペ
ー
パ
レ
ス
化
に
対
応
し
た
金
融
担
保
法
制
の
見
直
し
と
し
て
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
に
お
け
る
二
〇
〇
二
年
Ｅ
Ｕ
指
令

（D
irective 2002/47/CE

）
を
受
け
た
ベ
ル
ギ
ー
二
〇
〇
四
年
一
二
月
一
五
日
金
融
担
保
法
制
定
お
よ
び
フ
ラ
ン
ス
二
〇
〇
九
年
通
貨
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金
融
法
典
改
正
、
カ
ナ
ダ
各
州
に
お
け
る
Ｕ
Ｃ
Ｃ
第
九
編
の
影
響
を
受
け
た
有
価
証
券
移
転
法
（L.T

.V
.M

.

）
の
制
定
（
二
〇
〇
六
年
オ

ン
タ
リ
オ
州
、
二
〇
〇
九
年
ケ
ベ
ッ
ク
州
）
を
挙
げ
る
こ
と
が
で
き
る
。
わ
が
国
に
お
け
る
対
応
に
つ
き
、
金
融
法
務
研
究
会
『
有
価
証

券
の
ペ
ー
パ
レ
ス
化
等
に
伴
う
担
保
権
な
ど
金
融
取
引
に
か
か
る
諸
問
題
』（
金
融
法
務
研
究
会
・
二
〇
一
三
年
）
な
ど
参
照
。

（
17
）　

動
態
的
法
認
識
に
つ
き
、
片
山
直
也
『
詐
害
行
為
の
基
礎
理
論
』（
慶
應
義
塾
大
学
出
版
会
・
二
〇
一
一
年
）
二
九
頁
、
同
「
詐
害

行
為
の
類
型
と
法
規
範
の
構
造
―
『
類
型
論
』
か
ら
『
重
層
的
規
範
構
造
論
』
へ
」
森
征
一
＝
池
田
真
朗
編
『
内
池
慶
四
郎
先
生
追
悼
論

文
集
・
私
権
の
創
設
と
そ
の
展
開
』（
慶
應
義
塾
大
学
出
版
会
・
二
〇
一
三
年
）
一
八
九
頁
以
下
な
ど
参
照
。

（
18
）　

片
山
直
也
「
財
の
集
合
的
把
握
と
財
の
法
」
吉
田
克
己
＝
片
山
直
也
『
財
の
多
様
化
と
民
法
学
』（
商
事
法
務
・
二
〇
一
四
年
）
一

二
七
～
一
三
四
頁
頁
は
、
財
の
集
合
的
把
握
に
つ
い
て
、
①
固
定
資
産
の
一
体
的
把
握
、
②
流
動
資
産
の
一
体
的
把
握
、
③
金
融
資
産
の

一
体
的
把
握
、
④
事
業
の
一
体
的
把
握
と
資
産
の
分
離
の
四
つ
に
分
け
て
整
理
を
し
て
い
る
。

（
19
）　

そ
も
そ
も
財
産
管
理
に
お
け
る
分
類
で
あ
る
。
キ
ュ
イ
フ
は
、
管
理
契
約
と
し
て
、「
活
用
管
理
契
約
（contrat de gestion  

d

’exploitation

）」
と
「
運
用
管
理
契
約
（contrat de gestion valorisation

）」
の
二
つ
の
カ
テ
ゴ
リ
を
提
示
し
て
い
た
（Cuif 

（P.-
Fr.

）, Le contrat de gestion, Econom
ica, 2004, pp. 9-11 ; 

片
山
・
前
掲
「
財
の
集
合
的
把
握
と
財
の
法
」
一
三
五
頁
参
照
）。

（
20
）　

オ
ー
ギ
ュ
ス
タ
ン
・
エ
ネ
ス
は
、
無
体
動
産
の
留
置
権
に
つ
い
て
、
知
的
所
有
権
や
営
業
財
産
を
念
頭
に
お
い
た
「
そ
の
活
用

（exploitation

）
か
ら
効
用
が
生
じ
る
無
体
動
産
の
留
置
」
と
、
債
権
や
有
価
証
券
・
金
融
資
産
を
念
頭
に
お
い
た
「
そ
の
実
行

（réalisation

）
に
効
用
の
基
礎
を
置
く
無
体
動
産
の
留
置
」
と
を
区
別
し
て
い
る
（A

ynès 

（A
ugustin

）, Le droit de rétention, 
U

nité ou pluralité, Econom
ica, 2005, n

os 88-97, pp. 69-78

）。

（
21
）　

わ
が
国
に
お
け
る
紹
介
と
し
て
、
杉
本
和
士
「
Ａ
Ｂ
Ｌ
法
制
度
論
の
行
方
―
フ
ラ
ン
ス
法
比
較
研
究
の
エ
ピ
ロ
ー
グ
と
プ
ロ
ロ
ー

グ
」
Ｎ
Ｂ
Ｌ
一
〇
七
〇
号
（
二
〇
一
六
年
）
三
一
～
三
二
頁
な
ど
参
照
。

（
22
）　Cf. ex. D

upichot 

（Philippe

）, Les sûretés à l

’épreuve des procédure collectives, entre passé, présent et avenir, 
in M

élanges en l

’honneur du Professeur Laurent A
ynès, 2019, LGD

J, n
os 14-19, pp. 218-227 ; Borga 

（N
icolas

）, Les 
charm

es de l

’exclusivité face à la procédure collective : binetôt le chant du cygne ?, in A
drien Bézert et Cam

ille 
Gouret

（dir.

）, Confrontez le droit des sûretés !, LexisN
exis, 2020, pp. 115 et s. ; etc.

（
23
）　Cf. ex. Bougerol 

（Laetitia

）, Sûretés préférentielles et sûretés exclusives, une autre sum
m

a divisio, R
D
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bancaire et finacier, n
o 5, sept.-oct., 2014, dossier 36, pp. 1‌ et s. ; A

ynès 

（Laurent

）, Crocq 

（Pierre

） et A
ynès 

（A
ugustin

）, D
roit des sûretés, 14

e éd., 2020, LGD
J, n

o 244, p. 258, n
os 419 et s, pp. 466 et s. ; T

afforeau 

（Patrick

）, 
D

roit des sûretés, 2020, Bruylant, n
o 1101, p. 479 ; Bernard-Rouojou de Boubée 

（A
ude

）, Sûretés et droits européens, 
Bib. des thèses, M

ave &
 M

artin, 2020, n
os 311 et s., pp. 339 et s. ; etc.

（
24
）　M

insitère de la justice, Rapport au Président de la République relatif à l

’ordonnance n
o 2021-1192 du 1 5 

septem
bre 2021 portant réform

e du droit des sûretés, J.O
. 1 6 séptem

bre 2021, texte 18  sur 133, p. 7. 

な
お
、
二
〇
一

七
年
グ
リ
マ
ル
デ
ィ
準
備
草
案
に
お
い
て
は
、「
物
的
担
保
は
、
現
在
若
し
く
は
将
来
の
財
産
又
は
財
産
の
集
合
の
、
債
権
者
へ
の
優
先

的
又
は
排
他
的
な
弁
済
へ
の
、
優
先
的
又
は
排
他
的
な
引
当
て
で
あ
る
」（
二
二
八
六
―
一
条
二
項
）
と
し
て
い
た
（
片
山
直
也
＝
齋
藤

由
起
「
二
〇
一
七
年
フ
ラ
ン
ス
担
保
法
改
正
準
備
草
案
―
ア
ン
リ
・
カ
ピ
タ
ン
協
会
グ
リ
マ
ル
デ
ィ
委
員
会
に
よ
る
条
文
案
お
よ
び
そ
の

解
説
」
法
研
九
四
巻
六
号
（
二
〇
二
一
年
）
八
一
頁
、
ジ
ャ
ン
＝
ジ
ャ
ッ
ク
・
ア
ン
ソ
ー
（
片
山
直
也
＝
齋
藤
由
起
訳
）「
二
〇
一
七
年

フ
ラ
ン
ス
担
保
法
改
正
準
備
草
案
に
関
す
る
一
考
察
」
法
研
九
三
巻
八
号
（
二
〇
二
〇
年
）
九
三
四
頁
以
下
な
ど
参
照
）。
後
注（
126
）

（
127
）参
照
。

（
25
）　Cf. ex. Benadiba 

（A
urore

）, L
’exam

en critique des gages spéciaux : révélations autour de ces techniques  
d

’appropriation directe de la valeur, Les Chaiers de droit, 2018, U
niversité Laval, n

os 7 8 et s., pp. 1 4 à 15 ; etc.

（
26
）　Cf. ex. Bougerol-Prud

’hom
m

e 

（Laetitia
）, E

xclusivité et granties de paiem
ent, Bib. dr. privé, t. 538, LGD

J, 2012, 
n

o 9, p. 11, n
o 141, p. 110 ; etc. 

「
凍
結
権
限
（pouvoir de blocage

）」
と
は
、「
財
産
の
一
つ
な
い
し
複
数
の
効
用
（utilités

）
を

無
力
化
す
る
事
実
上
の
権
限
」
と
定
義
さ
れ
る
（do, n

o 142, p.111 ; v. aussi, A
ynès, Le droit de rétention, n

os 66  et s., pp. 51  
et s. ; A

ynès, Crocq et A
ynès, D

roit des sûretés, n
os 258-262, pp. 265-270 ; etc.

）。

（
27
）　

具
体
的
に
は
、
後
順
位
担
保
権
者
を
排
除
す
る
こ
と
、
設
定
段
階
に
お
け
る
登
記
・
登
録
の
対
象
か
ら
債
権
・
金
融
資
産
担
保
を
除

外
す
る
こ
と
、
実
行
・
倒
産
に
お
い
て
取
立
権
の
行
使
を
認
め
る
こ
と
等
が
考
え
ら
れ
る
。

（
28
）　

前
掲
『
動
産
・
債
権
を
中
心
と
し
た
担
保
法
制
に
関
す
る
研
究
会
報
告
書
』
二
八
～
三
五
頁
参
照
。

（
29
）　O

ffice de Révision du Code civil, R
apport sur le Code civil du Q

uébec, vol. I : Projet de Code civil, 1977 

（Éditeur offi
ciel du Q

uébec, 1978

）.
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（
30
）　Code civil du Q

uébec, Com
m

entaires du M
inistre de la justice, et loi sur l

’application de la réform
e du Code 

civil du Q
uébec （extraits

）, 1993, Les publications D
A

CFO
 inc.

（
31
）　

比
較
法
的
視
角
か
ら
の
ケ
ベ
ッ
ク
担
保
法
を
取
り
上
げ
る
論
稿
と
し
て
、cf. ex. D

escham
ps （M

ichel

）, Le droit des sûretés 
au Q

uébec, in M
arie-Élodie A

ncel, R
eponser le droit des sûretés m

obilières, LGD
J, 2005, pp. 7 3 et s.; Em

erich 
（Y

aëll
）, La nature juridique des sûretés réelles en droit civil et en com

m
on law

 : une question de tradition 
juridique  ?, 

（2010

） 4 4 R
.J.T

. 95, pp. 9‌5 et s. ; Benadiba 

（A
urore

）, Les sûretés m
obilières sur les biens incorporels, 

Proposition pour une renovation du systèm
e des sûretés m

obilières en France et au Q
uébec, Édition Y

von Blais, 2016 ; 
Charpentier 

（Élise

）, Regard sur le droit québécois des sûretés, R
D

 bancaire et financier, n
o 1  janv.-févr., 2016, pp. 

103 et s. ; M
arjault 

（Y
van

） et Benadiba 

（A
urore

）, Les sûretés réelles m
obilires en droit français et québécois, in 

D
idier Cholet et Sylvio N

arm
and, D

roit français – droit québécois, inspirations m
utuelles, Ed. Y

von Blais, 2019, pp. 
213 et s. ; etc.

（
32
）　

カ
ナ
ダ
の
コ
モ
ン
ロ
ー
の
州
に
お
け
る
「
動
産
担
保
法
（
Ｐ
Ｐ
Ｓ
Ａ
）」
に
つ
い
て
は
、
小
山
泰
史
『
流
動
財
産
担
保
論
』（
成
文

堂
・
二
〇
〇
九
年
）
七
〇
頁
以
下
、
一
七
七
頁
以
下
、
木
村
仁
「
第
三
部　

カ
ナ
ダ
法
」
商
事
法
務
編
『
動
産
・
債
権
を
中
心
と
し
た
担

保
法
制
に
関
す
る
研
究
会
報
告
書
〔
付
・
各
国
の
動
産
・
債
権
を
中
心
と
し
た
担
保
法
制
に
関
す
る
調
査
研
究
業
務
報
告
書
〕』（
別
冊
Ｎ

Ｂ
Ｌ
一
七
七
号
、
二
〇
二
一
年
）
二
六
九
頁
以
下
な
ど
参
照
。

（
33
）　

一
九
七
七
年
の
民
法
典
改
正
委
員
会
草
案
に
お
い
て
既
に
、
た
と
え
ば
、
事
業
資
産
の
担
保
化
や
ノ
ー
テ
ィ
ス
・
フ
ァ
イ
リ
ン
グ
が

参
照
さ
れ
て
い
る
。cf. O

ffi
ce de Révision du Code civil, R

apport sur le Code civil du Q
uébec, vol. II : Com

m
entaires, 

t.I, livres 1  à 4, p. 450, pp. 467-468.

（
34
）　M

arjault et Benadiba, Les sûretés réelles m
obilières en droit français et québécois, p. 215.

（
35
）　Cf. ex. D

escham
ps, Le droit des sûretés au Q

uébec, p. 76 ; etc.

（
36
）　Cf. ex. Charpentier, R

egard sur le droit québécois des sûretés, n
o 4, p. 103 ; etc.

（
37
）　Code civil du Q

uébec, Com
m

entaires du M
inistre de la justice, p. 877

は
、
参
照
条
文
と
し
て
、O

.R.C.C. : L.IV
, art. 

298

を
挙
げ
て
い
る
。
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（
38
）　O

ffi
ce de Révision du Code civil, R

apport sur le Code civil du Q
uébec, vol. II : Com

m
entaires, t.I, livres 1  à 4, 

pp. 440 et 450.
（
39
）　Code civil du Q

uébec, Com
m

entaires du M
inistre de la justice, p. 879

は
、
参
照
条
文
と
し
て
、Loi sur les 

connaissem
ents, les reçus et les cessions de biens en stock, L.R.Q

., chap. C-53 : art 14 ; A
n A

ct to revise the 
Personal Property Security A

ct and to repeal and am
end certain other A

cts related to Property, S.O
. 1989, chap. 

1 6: article 1, 25 ; O
.R.C.C. : L.IV

, article 479

を
挙
げ
て
い
る
。

（
40
）　Pratte 

（D
enise

）, Sûretés réelles et publicité des droits : entre diffi
cultés et réussites, La revue du barreau 

canadien, vol. 88, 2009, pp. 399 à 402 ; D
escham

ps, Le droit des sûretés au Q
uébec, pp. 8 1 à 83 ; etc.

（
41
）　Cf. ex. Charpentier, R

egard sur le droit québécois des sûretés, n
o 1, p. 103 ; etc.

（
42
）　Cf. ex. D

escham
ps, Le droit des sûretés au Q

uébec, pp. 7 7 à 78 ; etc.

（
43
）　Cf. ex. M

arjault et Benadiba, Les sûretés réelles m
obilires en droit français et québécois, pp. 233 à 234 ; etc.

（
44
）　

債
権
・
動
産
物
権
登
記
簿
（
Ｒ
Ｄ
Ｐ
Ｒ
Ｍ
）
の
導
入
に
よ
り
、
そ
れ
以
前
に
存
在
し
て
い
た
農
林
業
債
権
質
権
登
記
簿
、
商
事
質
権

登
記
簿
、
在
庫
財
産
譲
渡
登
記
簿
が
閉
鎖
さ
れ
て
い
る
（cf. ex. Lam

ontagne 

（D
enys-Claude

）, La publicité des droits, 5
e éd., 

2012, Éd. Y
von Blais, n

o 616, p. 359

）。

（
45
）　

カ
ナ
ダ
の
動
産
担
保
法
（
Ｐ
Ｐ
Ｓ
Ａ
）
に
お
け
る
警
告
フ
ァ
イ
リ
ン
グ
に
つ
い
て
は
、
木
村
・
前
掲
「
第
三
部
カ
ナ
ダ
法
」
二
八
五

頁
以
下
に
詳
し
い
。

（
46
）　O

ffi
ce de Révision du Code civil, R

apport sur le Code civil du Q
uébec, vol. II : Com

m
entaires, t.I, livres 1  à 4, 

n
o 375, pp. 468 à 469. 

（
47
）　Cf. ex. A

rès （M
arjolaine

） et Sylvestre （Chantal

）, Publicité des droits, J.Cl. Q
uébec, LexiN

exis, 2013, n
o 118, pp. 

49-50 ; etc.

（
48
）　Cf. ex. A

rès et Sylvestre, Publicité des droits, n
os 121-122, pp. 5 0 à 5 2 ; etc.

（
49
）　Cf. ex. M

arjault et Benadiba, Les sûretés réelles m
obilires en droit français et Q

uébécois, pp. 231 à 232 ; etc.

（
50
）　

こ
の
二
点
を
指
摘
す
る
も
の
と
し
て
、cf. ex. Em

erich, La nature juridique des sûretés réelles en droit civil et en 
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m
on law

, pp. 119 à 127 ; etc.

（
51
）　Cf. ex. Charpentier, R

egard sur le droit Q
uébécois des sûretés, n

o 1, p. 103 ; etc.
（
52
）　Cf. ex. Benadiba, Les sûretés m

obilières sur les biens incorporels, n
o 8, p. 1 1 ; etc.

（
53
）　

民
法
典
二
六
六
五
条
二
項
は
、
動
産
抵
当
が
占
有
移
転
を
伴
っ
て
行
わ
れ
る
場
合
に
は
、
そ
れ
を
「
質
権
（gage

）」
と
も
呼
ぶ
と

す
る
。

（
54
）　

一
九
七
七
年
民
法
典
改
正
委
員
会
（
Ｏ
Ｒ
Ｃ
Ｃ
）
草
案
は
、
以
下
の
よ
う
に
規
定
し
て
、
動
産
抵
当
権
に
関
し
て
は
、
本
条
に
よ
っ

て
二
つ
の
公
示
の
方
式
が
あ
る
こ
と
を
前
提
と
し
て
、
当
事
者
は
、
そ
れ
に
よ
っ
て
優
先
を
失
う
こ
と
な
く
、
公
示
の
方
式
を
変
更
す
る

こ
と
が
可
能
で
あ
る
こ
と
を
認
め
て
い
た
（O

ffi
ce de Révision du Code civil, R

apport sur le Code civil du Q
uébec, vol. 

II : Com
m

entaires, t.I, livres 1  à 4, n
o 375, pp. 467 à 468

）。

【
第
三
七
五
条
】

　

第
一
項　

不
動
産
抵
当
権
の
公
示
は
、
登
録
（enregistrem

ent

）
に
よ
っ
て
な
さ
れ
る
。

　

第
二
項　

動
産
抵
当
権
の
公
示
は
、
占
有
の
取
得
（la m

ise en possession

）
若
し
く
は
登
録 

（enregistrem
ent

）
に
よ
っ

て
、
又
は
公
示
の
中
断
が
生
じ
な
い
限
り
に
お
い
て
そ
の
一
方
及
び
他
方
を
連
続
し
て
な
さ
れ
る
。

（
55
）　Code civil du Q

uébec, Com
m

entaires du M
inistre de la justice, pp. 887-888.

（
56
）　Cf. ex. Benadiba, Les sûretés m

obilières sur les biens incorporels, n
os 87-88, pp. 77-78 ; etc.

（
57
）　

民
法
典
二
六
八
三
条
は
、
事
業
を
経
営
し
て
い
な
い
自
然
人
は
、
自
動
車
お
よ
び
そ
の
他
法
令
で
定
め
ら
れ
た
動
産
に
つ
い
て
し
か

非
占
有
担
保
と
し
て
の
動
産
抵
当
権
を
設
定
で
き
な
い
と
規
定
す
る
。

（
58
）　G

uide législatif de la CN
U

D
CI sur les opérations garanties, T

erm
inologie et recom

m
andations, n

o 9, p. 6.

（
59
）　Cf. ex. Riffard, Le Security Interest ou l

’apporoche fonctionnelle et unitaire des sûretés m
obilières, n

os 613-618, 
pp. 215-218 ; etc.

（
60
）　Code civil du Q

uébec, Com
m

entaires du M
inistre de la justice, p. 869.

（
61
）　Cf. ex. Pratte, Sûretés réelle et publicité des droits : entre diffi

cultés et réussites, pp. 399-400 ; etc.

（
62
）　Cf. ex. D

escham
ps, Le droit des sûretés au Q

uébec, p. 7 6 ; etc.
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（
63
）　Cf. ex. Pratte, Sûretés réelle et publicité des droits : entre diffi

cultés et réussites, p. 402 ; etc.
（
64
）　Cf. ex. Pratte, Sûretés réelle et publicité des droits : entre diffi
cultés et réussites, p. 400, note 52  ; etc.

（
65
）　

た
だ
し
、
最
高
裁
は
、
倒
産
法
に
お
い
て
は
、「
管
財
人
は
第
三
者
で
は
な
い
の
で
、
所
有
権
留
保
の
公
示
の
欠
缺
を
管
財
人
は
援

用
で
き
な
い
」
と
判
示
し
て
い
る
（O

uellet （Syndic de

）, ［2004

］3‌ R.C.S.348

）。

（
66
）　

銀
行
法
四
二
七
条
以
下
に
よ
っ
て
認
め
ら
れ
る
在
庫
受
領
証
（récépissé d

’entrepôt

）
担
保
は
、
判
例
法
上
、「
一
種
の
所
有
権

（droit de propriété sui generis

）」
と
さ
れ
て
き
た
（cf. ex. D

eslauriers 

（Jacques

） et Benadiba 

（A
urore

）, Les sûretés 
au Q

uébéc, 2
e éd., 2018, W

ilson &
 Lafleur, n

os 1510 à 1513, pp. 512-513 ; Boudreault 

（M
arc

）, Les sûretés, N
ouvelle 

série R
épertoire de droit, 4

e éd., 2014, W
ilson &

 Lafleur, n
os 777-779, pp. 357-358 ; etc

）。

（
67
）　Caisse populaire D

esjardins de V
al-Brillant c. Blouin, 

［2003

］1  R.C.S. 666

は
、
非
証
券
的
債
権
に
つ
い
て
、「
現
実
の

支
配
（m

aîtrise effective
）」
に
よ
る
占
有
移
転
を
伴
う
動
産
抵
当
権
の
成
立
を
認
め
て
い
た
。
同
判
決
に
つ
き
、cf. ex. Citola 

（Pierre

） et Leduc 

（A
ntoine

）, A
rrêt V

al-Brillant: Évolution ou régression de l

’hypothèque m
obilière avec 

dépossession, en droit civil québécois ?, in M
élange offerts au Professeur Francois Frenette : É

tudes portant sur le 
droit patrim

onial, Les Presses de l
’Université Laval, 2006, pp. 361 et s. ; D

eslauriers et Benadiba, Les sûretés au 
Q

uébéc, n
os 1104 à 1111, pp. 394 à 396 ; etc.

（
68
）　Loi de 2006 sur le transfert des valeurs m

obilière, L.O
., c. 8.

（
69
）　Cf. ex. Benadiba, L

’exam
en critique des gages spéciaux : révélations autour de ces technique d

’appropriation 
directe de la valeur, n

o 20, p. 6‌ ; D
eslauriers et Benadiba, Les sûretés au Q

uébéc, n
o 1174, pp. 414-415 ; etc.

（
70
）　Cf. Benadiba, L

’exam
en critique des gages spéciaux : révélations autour de ces technique d

’appropriation directe 
de la valeur, n

os 7 8 à 104, pp. 14-19. 

な
お
、「
支
配
（m

aîtrise
）」
に
よ
る
占
有
移
転
を
伴
う
動
産
抵
当
権
（
実
質
的
に
は
質
権
）

を
容
認
す
る
近
時
の
動
き
は
、
複
雑
な
法
シ
ス
テ
ム
を
導
き
、
一
九
九
一
年
の
改
正
に
よ
る
法
的
秩
序
を
崩
壊
さ
せ
、
法
的
な
不
安
定
さ

を
も
た
ら
す
と
の
批
判
も
存
す
る
と
こ
ろ
で
は
あ
る
（Cf. ex. M

arjault et Benadiba, Les sûretés réelles m
obilires en droit 

français et Q
uébécois, pp. 226, 230 et 237 ; etc.

）。

（
71
）　

動
産
物
的
担
保
（sûretés réelles m

obilières

）
に
関
し
て
民
法
典
を
改
正
し
、
か
つ
そ
れ
に
関
す
る
諸
規
定
を
廃
止
す
る
二
〇
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一
三
年
七
月
一
一
日
法
律
（M

.B. 2  août 2013, p. 48463

）。
同
法
律
は
、
民
法
典
第
三
編
「
所
有
権
を
取
得
す
る
様
々
な
方
法
」
第

一
七
章
「
動
産
物
的
担
保
（D

es sûretés réelles m
obilières

）」
に
そ
の
ま
ま
挿
入
さ
れ
て
い
る
。
二
〇
一
三
年
法
に
つ
き
、cf.ex. 

D
irix 

（Eric

）, La réform
e des sûretés réelles m

obilières, 2013, K
luw

er ; Grégoire 

（M
ichele

）, La m
odification du Code 

civil en ce qui concerne les sûretés réelles m
obilières, in Frédéric Georges （dir.

）, Insolvabilité et garantie, CU
P, vol. 

153, 2014, Lancier, pp. 9  et s. ; Georges 

（Frédéric

）, La réform
e des sûretés réelles m

obilières, R
evue de la Faculté 

de l
’Université de Liège, 2013/3-4, pp. 319 et s. ; etc. 

比
較
法
的
視
角
か
ら
の
論
稿
と
し
て
、cf. ex. Julienne 

（M
axim

e

）, La 
réform

e des sûretés réelles m
obilières en Belgique, R

D
C

, 2014, n
o 04, p. 656 ; Grégoire 

（M
ichèle

）, D
roit 

belge : « Perspectives de droit des sûretés : vers une nouvelle m
aîtrise du risque », R

D
 bancaire et financier, n

o 1  
janv.-févr., 2016, pp. 8 2 et s. ; 

エ
リ
ッ
ク
・
ヴ
ァ
ン
＝
デ
ン
＝
オ
ー
ト
（
片
山
直
也
訳
）「
ベ
ル
ギ
ー
に
お
け
る
二
〇
一
三
年
動
産
担

保
法
改
正
」
法
研
九
〇
巻
六
号
（
二
〇
一
七
年
）
四
五
頁
以
下
、
高
秀
成
「
第
二
部　

ベ
ル
ギ
ー
法
」
商
事
法
務
編
『
動
産
・
債
権
を
中

心
と
し
た
担
保
法
制
に
関
す
る
研
究
会
報
告
書
〔
付
・
各
国
の
動
産
・
債
権
を
中
心
と
し
た
担
保
法
制
に
関
す
る
調
査
研
究
業
務
報
告

書
〕』（
別
冊
Ｎ
Ｂ
Ｌ
一
七
七
号
、
二
〇
二
一
年
）
二
五
五
頁
以
下
な
ど
参
照
。

（
72
）　

二
〇
一
〇
年
に
司
法
大
臣
の
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
で
組
織
さ
れ
た
専
門
家
グ
ル
ー
プ
は
、
以
下
の
大
学
研
究
者
お
よ
び
実
務
家
に
よ
っ

て
構
成
さ
れ
た
。
大
学
研
究
者
は
、E. D

irix 
（K

U
L, président

）, W
. D

erijcke 

（U
CL

）, F. Georges 

（U
. Liège

）, M
. Grégoire 

（U
LB

）, V
. Sagaert 

（U
. A

ntw
erpen

）, M
. T

ison 

（U
. Gent

） 

の
六
名
、
実
務
家
は
、I. Peeters 

（avocat

）, O
. Bartholom

é 

（SPF Finances

）, J. Pieters 

（SPF Finance
）, J.-Chr. Boulet 

（SPF Justice, secrétaire

）
の
四
名
、
計
一
〇
名
で
あ
る
（cf. 

D
irix 

（Eric

）, La réform
e des sûretés réelles m

obilières, p. 6 1

）。
同
グ
ル
ー
プ
の
準
備
草
案
に
つ
き
、cf. D

irix, La réform
e 

des sûretés réelles m
obilières, pp. 141 et s.

（
73
）　

コ
ン
セ
イ
ユ
・
デ
タ
の
答
申
（A

vis du Conseil d

’État, n
o 51.680/2/V

 du 2‌7 août 2012

）お
よ
び
草
案
に
つ
き
、cf. D

irix, 
La réform

e des sûretés réelles m
obilières, pp. 174 et s., pp. 197 et s.

（
74
）　

立
法
理
由
書
で
は
、
本
文
に
列
挙
し
た
点
の
他
に
、
順
不
同
で
、
以
下
の
点
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
④
債
権
者
、
債
務

者
お
よ
び
第
三
者
の
対
立
す
る
利
益
の
均
衡
（équilibre

）
を
見
出
す
こ
と
、
⑤
多
数
の
法
定
先
取
特
権
（privilèges légaux

）
を
廃

止
し
て
、
担
保
法
の
可
視
化
（prévisibilité

）
を
促
進
す
る
こ
と
、
⑥
「
民
法
典
の
尊
重
（la rem

ise à l

’honneur du Code civil

）」
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（
担
保
に
関
す
る
法
規
定
を
で
き
る
限
り
民
法
典
の
中
に
集
約
す
る
こ
と
）
が
そ
れ
で
あ
る
（cf. D

irix, op. cit., n
o 3, pp. 5-6

）。

（
75
）　

後
述
す
る
よ
う
に
、
二
〇
一
六
年
一
二
月
一
五
日
法
に
よ
っ
て
、
本
条
後
段
（「
そ
の
こ
と
は
、
譲
渡
人
が
経
済
法
典
第
一
編
第
一

条
第
二
号
の
意
味
に
お
け
る
消
費
者
で
あ
る
と
き
を
除
い
て
、
そ
の
譲
渡
が
第
六
一
条
の
規
定
に
合
致
す
る
か
否
か
を
問
わ
ず
認
め
ら
れ

る
」）
が
付
加
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

（
76
）　

担
保
取
引
に
関
す
る
Ｕ
Ｎ
Ｃ
Ｉ
Ｔ
Ｒ
Ａ
Ｌ
立
法
指
針
に
お
け
る
動
産
全
般
を
対
象
と
す
る
包
括
的
・
一
元
的
担
保
法
制
に
つ
き
、
沖

野
・
前
掲
「
担
保
取
引
」
一
一
～
一
四
頁
な
ど
参
照
。
ベ
ル
ギ
ー
法
に
つ
き
、
ヴ
ァ
ン
＝
デ
ン
＝
オ
ー
ト
（
片
山
訳
）「
ベ
ル
ギ
ー
に
お

け
る
二
〇
一
三
年
動
産
担
保
法
改
正
」
四
九
～
五
〇
頁
な
ど
参
照
。
ヴ
ァ
ン
＝
デ
ン
＝
オ
ー
ト
は
、
立
法
当
時
、「
担
保
目
的
の
潜
在
的

に
極
め
て
広
範
な
性
格
に
つ
い
て
、
一
部
に
は
、
事
業
財
産
（fonds

）
に
担
保
設
定
し
て
い
る
商
人
が
過
度
の
経
済
的
な
依
存
を
余
儀

な
く
さ
れ
る
リ
ス
ク
が
あ
る
と
懸
念
す
る
者
も
存
し
た
」
こ
と
を
伝
え
、「
企
業
の
設
立
に
際
し
て
、
商
人
が
す
べ
て
の
将
来
の
債
務
を

担
保
す
る
た
め
に
こ
の
よ
う
な
担
保
を
提
供
す
る
よ
う
に
要
求
さ
れ
た
な
ら
ば
、
彼
ら
の
支
払
能
力
の
引
当
と
な
る
資
産
は
、
完
全
に
第

一
の
信
用
機
関
に
独
占
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
、
そ
の
こ
と
は
信
用
機
関
の
間
の
自
由
な
競
争
を
損
な
う
こ
と
に
な
り
か
ね
な
い
」
と
問
題

提
起
を
な
し
て
い
る
（
同
五
〇
頁
）。

（
77
）　

第
七
条
第
一
項
は
、
二
〇
一
六
年
一
二
月
一
五
日
法
に
よ
り
以
下
に
改
正
さ
れ
て
い
る
。

【
第
七
条
】

　

第
一
項　

質
権
は
、
商
法
典
第
二
章
の
意
味
に
お
い
て
登
録
さ
れ
た
船
舶
及
び
建
造
船
を
除
い
て
、
有
体
若
し
く
は
無
体
動
産

（un bien m
obilier corporel ou incorporel

）、
用
途
に
よ
る
不
動
産
に
な
っ
た
性
質
に
よ
る
動
産
（un bien m

euble par 
nature qui est devenu im

m
euble par déstination

）
又
は
そ
の
よ
う
な
財
産
の
特
定
し
た
集
合
（un ensem

ble déterm
iné 

de tels biens

）
を
目
的
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
78
）　
【
第
一
八
条
】（
変
更
）

　

第
一
項　

反
対
の
合
意
が
な
い
限
り
、
質
権
が
変
更
さ
れ
る
べ
き
財
産
を
対
象
と
す
る
場
合
、
質
権
設
定
者
は
、
そ
の
よ
う
な

変
更
を
行
う
資
格
が
与
え
ら
れ
る
。

　

第
二
項　

許
容
さ
れ
た
変
更
か
ら
新
た
な
財
産
が
生
じ
る
場
合
、
反
対
の
合
意
が
な
い
限
り
、
質
権
は
こ
の
新
た
に
創
出
さ
れ

た
財
産
に
負
担
を
課
す
。
変
更
が
許
容
さ
れ
て
い
な
い
場
合
、
第
五
七
〇
条
以
下
の
規
定
が
適
用
さ
れ
る
。
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第
三
項　

第
三
者
の
財
産
が
変
更
の
た
め
に
用
い
ら
れ
、
か
つ
、
そ
れ
ら
の
財
産
の
分
離
が
不
可
能
又
は
経
済
的
に
不
当
で
あ

る
場
合
、
創
出
さ
れ
た
財
産
が
第
五
六
七
条
の
意
味
に
お
い
て
主
た
る
財
産 （bien principal

） 

で
あ
る
か
、
又
は
、
そ
う
で
な
く

て
も
、
そ
の
財
産
が
最
も
価
値
の
大
き
い
財
産
で
あ
る
と
き
に
は
、
質
権
は
そ
の
新
た
に
創
出
さ
れ
た
財
産
に
負
担
を
課
す
。
こ

の
場
合
、
第
三
者
は
、
質
権
債
権
者
に
対
し
て
不
当
利
得
に
基
づ
く
求
償
権
を
取
得
す
る
。

【
第
一
九
条
】（
不
動
産
化
）

　

担
保
に
供
さ
れ
た
財
産
の
不
動
産
化
は
、
質
権
債
権
者
が
、
そ
れ
ら
の
財
産
の
産
出
物 

（produit

） 

か
ら
優
先
し
て
弁
済
を
受

け
る
権
利
を
妨
げ
な
い
。

【
第
二
〇
条
】（
混
和
）

　

第
一
項　

一
人
又
は
複
数
の
設
定
者
に
よ
っ
て
質
権
の
全
部
又
は
一
部
に
供
さ
れ
た
代
替
財
産 

（biens fongibles

）
の
混
和
は
、

質
権
を
害
さ
な
い
。

　

第
二
項　

複
数
の
質
権
債
権
者
が
い
る
場
合
、
そ
れ
ら
の
者
は
、
混
和
し
た
財
産
に
つ
い
て
、
権
利
の
割
合
に
応
じ
て
質
権
を

主
張
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

【
第
二
一
条
】（
処
分
）

　

反
対
の
合
意
が
な
い
限
り
、
質
権
設
定
者
は
、
担
保
に
供
さ
れ
た
財
産
を
、
そ
の
取
引
の
通
常
の
範
囲
で 

（dans le cours 
norm

al de ses affaires

）、
自
由
に
処
分
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
79
）　

ヴ
ァ
ン
＝
デ
ン
＝
オ
ー
ト
（
片
山
訳
）・
前
掲
「
ベ
ル
ギ
ー
に
お
け
る
二
〇
一
三
年
動
産
担
保
法
改
正
」
五
〇
頁
な
ど
参
照
。

（
80
）　

た
だ
登
録
簿
の
法
整
備
は
遅
延
し
、
そ
の
後
、
債
権
質
に
関
す
る
二
〇
一
六
年
の
抜
本
的
な
修
正
を
経
て
、
遅
く
と
も
二
〇
一
八
年

一
月
一
日
ま
で
の
王
令
に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
た
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
が
定
め
ら
れ
た
（Loi du 25  décem

bre 2016 

（M
.B., 3 0 

décem
bre 2016, M

.B., p.91950

）第
三
六
条
）。
そ
の
後
、
二
〇
一
七
年
九
月
に
実
施
規
則
が
定
め
ら
れ
（A

rrêt royal du 1 4 
septem

bre 2017, M
.B., 26  septem

bre 2017

）、
よ
う
や
く
二
〇
一
八
年
一
月
一
日
に
施
行
と
な
っ
た
（cf. Les Codes 

essentielles Larcier-Civil 2015-2016 

（5  août 2015

）, p. 197 ; Les Codes annotés 2019, D
roit civil 

（1er oct. 2019

）, 17
e 

éd, Larcier, p.366‌ ; 

高
・
前
掲
「
第
二
部　

ベ
ル
ギ
ー
法
」
二
五
七
頁
な
ど
参
照
）。

（
81
）　

後
述
す
る
よ
う
に
、
二
〇
一
六
年
一
二
月
二
五
日
法
に
よ
り
、
登
録
の
対
象
に
所
有
権
留
保
が
加
え
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
。
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（
82
）　

金
融
担
保
に
関
す
る
、
か
つ
金
融
資
産
に
つ
い
て
設
定
さ
れ
る
担
保
設
定
合
意
及
び
貸
付
に
つ
い
て
の
様
々
な
租
税
規
定
を
対
象
と

す
る
二
〇
〇
四
年
一
二
月
一
五
日
法
（M

.B., 1
er fevrier 2005

）。
同
法
律
に
つ
き
、 Grégoire 

（M
ichèle

） （coordinatrice

）, Le 
nouveau droit des garanties sur instrum

ents financiers, 2006, Bruylant

に
収
録
さ
れ
た
論
稿
が
詳
し
い
。

（
83
）　

所
有
権
移
転
（transfert de propriété

）、「
譲
渡
＝
戻
し
譲
渡
（cession-rétrocession

）」、「
ネ
ッ
テ
ィ
ン
グ
（netting

）」
な

ど
が
想
定
さ
れ
る
。

（
84
）　Cf. ex. D

irix 

（Eric

）, La réform
e des sûretés m

obilières, n
o 10, p. 1 0 ; Georges 

（Frédéric

）, La réform
e des 

sûretés m
obilières, R

evue de la Faculté de droit de l

’Université de Liège, 2013/3-4, n
o 10, p. 329 ; etc.

（
85
）　

民
法
典
第
三
編
「
所
有
権
を
取
得
す
る
様
々
な
方
法
」
第
一
七
章
「
動
産
物
的
担
保
（D

es sûretés réelles m
obilières

）」（
二

〇
一
三
年
法
）
を
指
す
。

（
86
）　Cass., 9  févr. 1933, Pas., 1933, I, p. 103.

（
87
）　

ヴ
ァ
ン
＝
デ
ン
＝
オ
ー
ト
（
片
山
訳
）・
前
掲
「
ベ
ル
ギ
ー
に
お
け
る
二
〇
一
三
年
動
産
担
保
法
改
正
」
五
一
～
五
二
頁
な
ど
参
照
。

（
88
）　

二
〇
一
六
年
動
産
担
保
法
改
正
に
つ
き
、Isabelle D

urant 

（dir.

）, Les sûretés réelles m
obilières, CU

P, vol. 176, 2017, 
A

nthem
is

（Liège

）
に
収
録
さ
れ
た
各
論
稿
、
特
に
、cf. ex., N

icaise 

（V
alérie

）, Rapport des principes, m
ise en contexte 

et m
odifications diverses apportées par la loi du 2 5 décem

bre 2016, pp.  9 et s. ; Georges 

（Frédéric

）, O
pposabilité 

des sûretés m
obilières et conflits de rang, pp. 83  et s. 

参
照
。

（
89
）　

ベ
ル
ギ
ー
倒
産
法
の
経
緯
に
つ
き
、cf. ex. D

erijcke 

（W
erner

）, Les nouveaux cham
ps d

’application du droit de  
l

’insolvabilité, in Cédric A
lter （dir.

）, Le nouveau droit d
’insolvalibité, Lancier, 2017, pp. 9  et s.  ; etc.

（
90
）　Cf. ex. O

uchinsky 

（N
icholas

）, A
nalyse des nouveaux m

oyens d

’action des créanciers dans le cadre d

’une 
procédure de réorganisation judiciaire – Q

uestions choisies, in Cédric A
lter （dir.

）, Le nouveau droit d

’insolvalibité, 
Lancier, 2017, n

os 18  à 25, pp. 58  à 63 ; etc.

（
91
）　Cf. ex. O

uchinsky, A
nalyse des nouveaux m

oyens d

’action des créanciers dans le cadre d

’une procédure de 
réorganisation judiciaire – Q

uestions choisies, n
os 57‌ et 58, pp. 90  à 92‌ ; etc.

（
92
）　Cf. ex. N

icaise, R
apport des principes, m

ise en contexte et m
odifications diverses apportées par la loi du 2 5 
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décem

bre 20 16, n
o 45, pp. 73-74 ; etc.　

し
か
し
な
が
ら
、
本
論
文
は
、
実
行
も
含
め
た
債
権
質
の
債
務
者
保
護
の
規
定
の
す
べ
て

が
債
権
譲
渡
に
適
用
さ
れ
る
と
す
る
学
説
（do, note 303

）
に
は
反
対
し
て
い
る
。

（
93
）　Cf. ex. N

icaise, R
apport des principes, m

ise en contexte et m
odifications diverses apportées par la loi du 2 5 

décem
bre 20 16, n

o 45, pp. 75-76 ; etc.
（
94
）　D

ocum
ent parlem

entaire 54K
21 38/00 1, E

xposé des m
otifs, Projet de loi m

odifiant diverses dispositions 
relatives aux sûretés réelles m

obilières, pp. 9-10 （A
rt. 7 

）.

（
95
）　Cf. ex. O

uchinsky, A
nalyse des nouveaux m

oyens d

’action des créanciers dans le cadre d

’une procédure de 
réorganisation judiciaire – Q

uestions choisies, n
os 6 0 à 61, pp. 9 2 à 94 ; etc.

（
96
）　Cf. ex. O

uchinsky, A
nalyse des nouveaux m

oyens d

’action des créanciers dans le cadre d

’une procédure de 
réorganisation judiciaire – Q

uestions choisies, n
os 62  à 65, pp. 95  à 97.　

 

た
と
え
ば
、
銀
行
債
権
を
目
的
と
す
る
質
権
に
つ

き
、
規
定
が
置
か
れ
て
い
た
。

【
金
融
担
保
法
（
Ｌ
Ｓ
Ｆ
）
第
九
―
一
条
第
一
項
】

　

当
事
者
の
反
対
の
約
定
が
な
い
限
り
、
不
履
行
が
あ
っ
た
場
合
、
質
権
債
権
者
は
、
倒
産
手
続
き
、
差
押
え
又
は
質
権
を
設
定

し
た
債
務
者
若
し
く
は
第
三
者
の
債
権
者
が
競
合
す
る
す
べ
て
の
状
況
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
質
権
の
目
的
で
あ
る
銀
行
債
権
を
、

予
め
の
裁
判
上
の
判
決
が
な
く
て
も
、
可
能
な
限
り
も
っ
と
も
望
ま
し
い
時
期
に
実
行
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
れ
ら
の
銀
行
債

権
の
実
行
の
産
物
は
、
民
法
典
第
一
二
五
四
条
に
従
っ
て
、
質
権
債
権
者
の
債
権
に
つ
き
元
本
、
利
息
及
び
費
用
に
充
当
さ
れ
る
。

残
額
は
、
質
権
債
務
者
ま
た
は
場
合
に
よ
っ
て
は
質
権
を
設
定
し
た
第
三
者
に
返
還
さ
れ
る
。

（
97
）　

平
野
裕
之
「
二
〇
〇
六
年
フ
ラ
ン
ス
担
保
法
改
正
の
概
要
・
改
正
経
緯
お
よ
び
不
動
産
担
保
以
外
の
主
要
改
正
事
項
」
ジ
ュ
リ
一
三

三
五
号
（
二
〇
〇
七
年
）
三
六
頁
以
下
、
白
石
大
「
フ
ラ
ン
ス
の
動
産
・
債
権
担
保
制
度
」
池
田
真
朗
ほ
か
編
『
動
産
債
権
担
保
―
比
較

法
の
マ
ト
リ
ク
ス
』（
商
事
法
務
、
二
〇
一
五
年
）
一
七
一
頁
以
下
、
平
野
裕
之
＝
片
山
直
也
訳
「
フ
ラ
ン
ス
担
保
法
改
正
オ
ル
ド
ナ
ン

ス
（
担
保
に
関
す
る
二
〇
〇
六
年
三
月
二
三
日
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
二
〇
〇
六
―
三
四
六
号
）
に
よ
る
民
法
典
等
の
改
正
及
び
そ
の
報
告
書
」

慶
應
法
学
八
号
（
二
〇
〇
七
年
）
一
六
三
頁
以
下
、
平
野
裕
之
＝
片
山
直
也
訳
「
フ
ラ
ン
ス
担
保
法
改
正
予
備
草
案
―
フ
ラ
ン
ス
司
法
省

担
保
法
改
正
作
業
グ
ル
ー
プ
報
告
書
及
び
条
文
訳 

」
慶
應
法
学
九
号
（
二
〇
〇
八
年
）
二
〇
三
頁
以
下
な
ど
参
照
。
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（
98
）　

平
野
・
前
掲
「
二
〇
〇
六
年
フ
ラ
ン
ス
担
保
法
改
正
の
概
要
・
改
正
経
緯
お
よ
び
不
動
産
担
保
以
外
の
主
要
改
正
事
項
」
四
〇
～
四

一
頁
、
大
澤
＝
白
石
＝
杉
本
＝
原
・
前
掲
「
フ
ラ
ン
ス
物
的
担
保
法
制
・
倒
産
法
制
の
概
観
」
一
五
六
～
一
五
七
頁
な
ど
参
照
。
な
お
、

フ
ラ
ン
ス
の
所
有
権
留
保
に
つ
い
て
は
、
本
稿
に
お
い
て
十
分
に
言
及
で
き
な
い
が
、
瀬
戸
口
祐
基
「
第
一
部　

フ
ラ
ン
ス
法
」
商
事
法

務
編
『
動
産
・
債
権
を
中
心
と
し
た
担
保
法
制
に
関
す
る
研
究
報
告
書
〔
付
・
各
国
の
動
産
・
債
権
を
中
止
と
し
た
担
保
法
制
に
関
す
る

調
査
研
究
業
務
報
告
書
〕』（
別
冊
Ｎ
Ｂ
Ｌ
一
七
七
号
、
二
〇
二
一
年
）
二
五
〇
～
二
五
四
頁
、
ア
ン
ソ
ー
（
片
山
＝
齋
藤
訳
）・
前
掲

「
二
〇
一
七
年
フ
ラ
ン
ス
担
保
法
改
正
準
備
草
案
に
関
す
る
一
考
察
」
九
七
～
九
八
頁
な
ど
参
照
。V

. aussi, ex., A
ynès 

（Laurent

）, 
Crocq （Pierre

） et A
ynès （A

ugustin

）, D
roit des sûretés, 1 4 e éd., 2020, LGD

J, n
os 454 et s., pp. 495 et s. ; etc.

（
99
）　Cf. ex. A

ynès, Crocq et A
ynès, D

roit des sûretés, n
o 284, pp. 306-307 ; 

大
澤
＝
白
石
＝
杉
本
＝
原
・
前
掲
「
フ
ラ
ン
ス

物
的
担
保
法
制
・
倒
産
法
制
の
概
観
」
一
五
六
～
一
五
七
頁
、
瀬
戸
口
・
前
掲
「
第
一
部　

フ
ラ
ン
ス
法
」
二
〇
〇
頁
、
藤
澤
・
前
掲

「
岐
路
に
立
つ
日
本
の
動
産
担
保
法
制
」
九
～
一
〇
頁
な
ど
参
照
。

（
100
）　

二
〇
〇
六
年
担
保
法
改
正
以
前
の
一
八
〇
四
年
民
法
典
で
は
、「
質
（nantissem

ent

）」
が
上
位
概
念
で
、
そ
の
下
位
概
念
と
し
て

「
動
産
質
（gage

）」
と
「
不
動
産
質
（antichrèse

）」
が
位
置
づ
け
ら
れ
て
い
た
（
旧
二
〇
七
一
条
、
二
〇
七
二
条
）。

（
101
）　

平
野
＝
片
山
・
前
掲
「
フ
ラ
ン
ス
担
保
法
改
正
予
備
草
案
」
二
一
八
頁
、
平
野
・
前
掲
「
二
〇
〇
六
年
フ
ラ
ン
ス
担
保
法
改
正
の
概

要
・
改
正
経
緯
お
よ
び
不
動
産
担
保
以
外
の
主
要
改
正
事
項
」
四
〇
～
四
一
頁
、
瀬
戸
口
・
前
掲
「
第
一
部　

フ
ラ
ン
ス
法
」
一
九
九
～

二
〇
〇
頁
な
ど
参
照
。

（
102
）　

瀬
戸
口
・
前
掲
「
第
一
部　

フ
ラ
ン
ス
法
」
二
二
〇
～
二
二
一
頁
な
ど
参
照
。

（
103
）　

な
お
、
草
案
の
段
階
で
は
、
無
体
動
産
質
と
し
て
、「
債
権
質
」
以
外
に
も
、「
通
貨
預
金
質
（nantissem

ent de m
onnaie 

scrupturale

）」、「
金
融
証
券
（
口
座
）
質
（nantissem

ent d
’instrum

ents financiers

）」
に
つ
い
て
も
詳
細
な
規
定
が
置
か
れ
た

が
、
二
〇
〇
六
年
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
で
は
採
用
さ
れ
な
か
っ
た
（
平
野
・
前
掲
「
二
〇
〇
六
年
フ
ラ
ン
ス
担
保
法
改
正
の
概
要
・
改
正
経
緯

お
よ
び
不
動
産
担
保
以
外
の
主
要
改
正
事
項
」
四
五
頁
な
ど
参
照
）。

（
104
）　Cf. ex. Bourassin 

（M
anuella

） et Brém
ond 

（V
incent

）, D
roit des sûretés, 7

e éd., 2020, Sirey, n
o 991, pp. 706-707 ; 

etc. 

平
野
・
前
掲
「
二
〇
〇
六
年
フ
ラ
ン
ス
担
保
法
改
正
の
概
要
・
改
正
経
緯
お
よ
び
不
動
産
担
保
以
外
の
主
要
改
正
事
項
」
四
五
頁
、

瀬
戸
口
・
前
掲
「
第
一
部　

フ
ラ
ン
ス
法
」
一
九
九
～
二
〇
〇
頁
、
二
二
〇
～
二
二
一
頁
な
ど
参
照
。
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（
105
）　Cf. ex. D

upichot, op. cit., n
os 14  et s., pp. 219 et s. ; Bourassin et Brém

ond, D
roit des sûretés, n

os 992-994, pp. 708-
709 ; etc. 

瀬
戸
口
・
前
掲
「
第
一
部　

フ
ラ
ン
ス
法
」
二
三
四
～
二
三
五
頁
な
ど
参
照
。

（
106
）　

近
時
の
文
献
と
し
て
、cf. ex. D

enizot 

（A
ude

）, L

’universalité de fait, LGD
J, 2008 ; Binctin 

（N
icolas

）, L

’imm
atériel 

et l
’universalité : vers la théorie de la valeur, in M

. Grim
aldi, N

. K
anayam

a, N
. K

atayam
a et M

. M
ekki 

（dir.

）, Le 
patrim

oine au X
X

I
e siècle: regards croisés franco-japonais, Collection V

ol. 12, Société de législation com
paré, 2012, 

pp.1 45 et s. ; Blandin 

（Y
annick

）, Sûretés et bien circulant, Contribution à la reception d

’une sûreté réelle globale, 
LGD

J, 2016; N
allet 

（A
ntoine

）, La notion d

’universalité, É
tude de droit civil, N

ouv. Bib. de thèses, vol. 209, D
alloz, 

2021 ; etc. 
片
山
直
也
「
財
の
集
合
的
把
握
と
財
の
法
」
吉
田
克
己
＝
片
山
直
也
編
『
財
の
多
様
化
と
民
法
学
』（
商
事
法
務
・
二
〇
一

四
年
）
一
三
五
頁
以
下
、
原
恵
美
「
担
保
目
的
の
信
託
」
池
田
＝
中
島
＝
森
田
編
・
前
掲
『
動
産
債
権
担
保
―
比
較
法
の
マ
ト
リ
ク
ス
』

二
〇
五
～
二
一
二
頁
な
ど
参
照
。

（
107
）　Cf. D

enizot, L

’universalité de fait, n
os 339 et s, pp. 229 et s.　

こ
の
他
、「
不
均
質
財
（biens hétérogènes

）」
と
「
均

質
財
（biens identiques

）」
に
分
類
す
る
も
の
も
あ
る
が
（cf. Zenati-Castaing 

（Fr.

） et Revet 

（T
h.

）, Les biens, 3
e éd., 

2008, n
o 133, p. 206

）、「
収
益
装
置
と
し
て
の
固
定
資
産
の
集
合
」
か
、「
流
動
資
産
の
集
合
」
か
と
の
本
稿
の
整
理
と
ほ
ぼ
一
致
し
て

い
る
（
片
山
・
前
掲
「
財
の
集
合
的
把
握
と
財
の
法
」
一
三
九
～
一
四
〇
頁
参
照
）。

（
108
）　

両
概
念
の
関
係
に
つ
い
て
、
原
・
前
掲
「
担
保
目
的
の
信
託
」
二
一
二
頁
な
ど
参
照
。
後
述
す
る
よ
う
に
、
現
状
の
フ
ラ
ン
ス
法
で

は
、
理
論
上
の
「
包
括
体
（universalité

）」（
正
確
に
は
「
事
実
上
の
包
括
体
（universalité de fait

）」）
は
、
実
定
法
上
の
「
集
合

（ensem
ble

）」
と
「
事
業
財
産
（fonds

）」
に
二
分
さ
れ
て
い
る
と
分
析
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
ろ
う
。

（
109
）　

フ
ラ
ン
ス
の
営
業
財
産
に
つ
い
て
は
、
福
井
守
『
営
業
財
産
の
法
的
研
究
』（
成
文
堂
・
一
九
七
三
年
）、
伊
藤
英
樹
「
仏
営
業
財
産

質
―
占
有
移
転
な
き
動
産
担
保
制
度
―
（
1
）（
2
・
完
）」
愛
知
学
院
大
学
法
学
研
究
二
六
巻
一
号
一
頁
以
下
（
一
九
八
二
年
）、
二
号

一
頁
以
下
（
一
九
八
三
年
）、
古
田
龍
夫
『
企
業
の
法
律
概
念
の
研
究
』（
法
律
文
化
社
・
一
九
八
七
年
）
な
ど
参
照
。

（
110
）　

営
業
財
産
の
法
的
性
質
を
め
ぐ
っ
て
は
、「
顧
客
へ
の
権
利
（droit à la clientèle

）」
を
本
体
と
し
諸
要
素
が
そ
の
従
物

（accessories

）
を
構
成
す
る
と
分
析
す
る
有
力
説
（
後
注（
112
）のV

oirin, Roubier

論
文
参
照
）
と
、
諸
要
素
が
「
事
実
上
の
包
括
体 

（universalité de fait

）」
を
構
成
す
る
と
分
析
す
る
判
例
・
通
説
（Cass. civ., 17  juin 1918, D

P 1922.1.128 ; S. 1922.1.313, note 
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H
. Rousseau

）
と
の
対
立
が
存
し
た
が
、
い
ず
れ
に
せ
よ
営
業
財
産
の
本
体
が
、
顧
客
と
賃
借
権
で
あ
り
、
い
ず
れ
も
無
体
的
な
権
利

で
あ
る
点
に
は
争
い
が
な
い
（
片
山
・
前
掲
「
財
の
集
合
的
把
握
と
財
の
法
」
一
三
〇
頁
な
ど
参
照
）。
な
お
、
フ
ラ
ン
ス
で
は
、
営
業

財
産
質
・
営
業
財
産
譲
渡
の
効
力
は
、
営
業
財
産
の
構
成
要
素
の
う
ち
、
債
権
、
商
品
に
は
当
然
に
は
及
ば
な
い
と
さ
れ
て
き
た
点
を
指

摘
し
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（cf. ex. D

elpech 

（X
avier

）, Fonds de com
m

erce, 18
e éd., 2011-2012, D

elm
as, n

o 11.60, 
pp. 78-79, n

o 12.12-12.13, pp. 81-82, n
o 72.25, p. 274 ; Bourassin et Brém

ond, D
roit des sûretés, n

o 999, p. 712 ; etc. 

債
権

に
つ
き
、Com

. 21  juin 1950, JCP 1950, II, 5898, obs. A
lbert Cohen

（
同
判
決
は
、
債
権
は
当
然
に
営
業
財
産
の
要
素
と
な
る
も

の
で
は
な
く
、
売
却
の
際
に
は
、
債
権
を
含
む
明
示
の
合
意
が
必
要
で
、
対
抗
要
件
は
、
民
法
典
一
六
九
〇
条
に
よ
る
と
す
る
）、
商
品

に
つ
き
、Req. 21  juin 1933, D

H
 1933, 426.

）。
流
動
資
産
（
商
品
・
債
権
）
は
、
商
人
の
営
業
活
動
・
販
売
の
基
礎
で
あ
り
、
一
般

債
権
者
（
無
担
保
債
権
者
）
で
あ
る
取
引
債
権
者
の
利
益
確
保
（
債
権
者
平
等
）
に
充
て
ら
れ
る
べ
き
と
考
え
ら
れ
て
き
た
か
ら
で
あ
る

（
福
井
・
前
掲
書
一
四
五
頁
注
45
、
片
山
直
也
「
財
産
―bien

お
よ
び patrim

oine

」
北
村
一
郎
編
『
フ
ラ
ン
ス
民
法
典
の
二
〇
〇
年
』

（
有
斐
閣
・
二
〇
〇
六
年
）
一
九
〇
～
一
九
一
頁
、
二
〇
〇
～
二
〇
一
頁
な
ど
参
照
）。
こ
の
点
で
は
、
む
し
ろ
古
典
的
な
「
収
益
装
置
と

し
て
の
固
定
資
産
（
有
体
・
無
体
）
の
集
合
体
」
と
い
う
の
が
営
業
財
産
質
の
位
置
づ
け
で
あ
っ
た
と
分
析
で
き
る
（
片
山
・
前
掲
「
財

の
集
合
的
把
握
と
財
の
法
」
一
三
〇
頁
な
ど
参
照
）。
商
品
を
担
保
に
取
る
場
合
に
は
、
別
途
、
民
法
上
の
動
産
質
や
商
法
上
の
在
庫
質

が
設
定
さ
れ
る
と
い
う
（cf. ex. D

elpech, Fonds de com
m

erce, n
o 72.26, p. 274 ; etc

）。
こ
れ
に
対
し
て
、
農
業
財
産
質

（nantissem
ent de fonds rural

）
は
、
在
庫
に
効
力
が
拡
張
さ
れ
る
点
は
興
味
深
い
（cf. ex. Bourassin et Brém

ond, D
roit des 

sûretés, n
o 999, p. 712, note 3‌ ; etc

）。

（
111
）　Cf. ex. Chaput 

（Y
ve

） （dir.

）, La clientèle appropriée, Fonds de com
m

erce, fonds civil, franchise et com
m

erce 
électoronique, 2004, Litec ; 105

e Congrès des N
otaires de France, Propriétés incorporelles de l

’entreprise, Lille, 17-20 
m

ai 2009, A
ssociation Congès de N

otaieres de France ; etc.

（
112
）　Cf. ex. V

oirin 

（P.

）, La com
position des fortunes m

odernes au point de vue juridique, R
ev. gén. droit, 1930, pp. 

103 et s. ; Roubier 

（P.

）, D
roits intellectuels ou droit de clientèle, R

T
D

 civ., 1935, pp. 251 et s. ; etc. 

片
山
直
也
「『
活

用
』（exploitation

）
概
念
と
『
権
能
』
論
―
P‌

F‌

I
に
お
け
る
公
共
施
設
等
運
営
権
を
契
機
と
し
て
―
」
法
研
八
八
巻
一
号
（
二
〇
一

五
年
）
三
五
頁
な
ど
参
照
。
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（
113
）　

一
九
〇
九
年
三
月
一
七
日
法
律
に
よ
る
整
備
を
経
て
、
現
在
は
商
法
典
に
取
り
込
ま
れ
て
い
る
（
商
法
典
L
．一
四
二
―
一
条
～
一

四
二
―
五
条
）。

（
114
）　

登
記
制
度
に
つ
い
て
も
、
た
と
え
ば
、「
設
備
機
材
備
品
質
」
の
登
記
が
営
業
財
産
質
の
登
記
手
続
き
が
準
用
さ
れ
る
の
に
対
し
て

（
商
法
典
L
．五
二
五
―
三
第
二
項
）、「
在
庫
質
」
の
登
記
は
、
商
事
裁
判
所
書
記
課
に
な
さ
れ
る
が
、
営
業
財
産
質
さ
ら
に
民
法
典
上
の

有
体
動
産
質
の
登
記
手
続
き
と
類
似
は
す
る
が
別
の
手
続
き
が
用
意
さ
れ
て
い
る
（
商
法
典
L
．五
二
七
―
四
条
、
R
．五
二
七
―
一
条
以

下
）
な
ど
錯
綜
を
極
め
て
い
た
（
瀬
戸
口
・
前
掲
「
第
一
部　

フ
ラ
ン
ス
法
」
二
二
八
～
二
二
九
頁
な
ど
参
照
）。

（
115
）　

ア
ン
ソ
ー
（
片
山
＝
齋
藤
訳
）・
前
掲
「
二
〇
一
七
年
フ
ラ
ン
ス
担
保
法
改
正
準
備
草
案
に
関
す
る
一
考
察
」
九
三
～
九
四
頁
頁
な

ど
参
照
。
二
〇
一
七
年
準
備
草
案
で
は
、
民
法
典
以
外
の
質
権
に
つ
い
て
、
戦
時
在
庫
ワ
ラ
ン
ト
、
産
業
ワ
ラ
ン
ト
、
ホ
テ
ル
ワ
ラ
ン
ト
、

商
事
質
権
を
廃
止
す
る
こ
と
と
も
に
、
種
々
の
動
産
担
保
（
農
業
ワ
ラ
ン
ト
、
石
油
ワ
ラ
ン
ト
、
在
庫
質
、
民
事
会
社
持
分
権
質
及
び
設

備
機
械
質
）
の
登
記
を
、
商
事
裁
判
所
書
記
課
に
な
さ
れ
る
非
占
有
質
権
の
公
示
登
録
簿
に
集
中
さ
せ
る
こ
と
が
提
案
さ
れ
て
い
た
（
片

山
直
也
＝
齋
藤
由
起
「
二
〇
一
七
年
フ
ラ
ン
ス
担
保
法
改
正
準
備
草
案
―
ア
ン
リ
・
カ
ピ
タ
ン
協
会
グ
リ
マ
ル
デ
ィ
委
員
会
に
よ
る
条
文

案
お
よ
び
そ
の
解
説
―
」
法
研
九
四
巻
六
号
（
二
〇
二
〇
年
）
一
〇
四
頁
参
照
）。

（
116
）　M

insitère de la justice, Rapport au Président de la République relatif à l

’ordonnance n
o 2021-1192 du 1 5 

septem
bre 2021 portant réform

e du droit des sûretés, J.O
. 16  septem

bre 20 21, texte 18  sur 133, p. 14.

（
117
）　

二
〇
一
七
年
準
備
草
案
に
つ
き
、
片
山
＝
齋
藤
・
前
掲
「
二
〇
一
七
年
フ
ラ
ン
ス
担
保
法
改
正
準
備
草
案
」
参
照
。
パ
ク
ト
法

（Loi no 2019-486 du 22  m
ai 2019 relative à la croissance et la transform

ation des entreprises

）
に
つ
き
、Loi Pacte, 

société, com
m

ercial, social: ce qu

’il faut savoir, 2019, Éditions légistalives, pp. 141 et s. ; Gout 

（O
liver

）, Q
uelle 

réform
e pour les sûretés dans la loi PA

CT
E ?, A

J contrat 2019, pp. 294 et s. ; Juillet （Christophe

）, L

’article 60  de la 
loi Pacte, coup d

’envoi de la réform
e des sûretés, JCP N

 2019, 1208 ; 

齋
藤
由
起
「
フ
ラ
ン
ス
担
保
法
の
現
在
（
一
）
―
倒
産

手
続
に
お
け
る
処
遇
の
観
点
を
ふ
ま
え
て
―
」
阪
大
法
学
六
九
巻
一
号
（
二
〇
一
九
年
）
一
四
九
～
一
五
〇
頁
な
ど
参
照
。
準
備
草
案
お

よ
び
パ
ク
ト
法
を
検
討
対
象
と
し
た
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
成
果
物
と
し
て
、cf. A

ndreu 

（Lionel

） et M
ignot 

（M
arc

） （dir.

）, La 
réform

e du droit des sûretés, 2019, Institut U
niversitaire V

arenne, ; Blandin 

（Y
annick

） et M
azeaud 

（V
incent

）, 
Q

uelle réform
e pour le droit des sûretés ?, 2019, D

alloz ; etc.　

二
〇
二
一
年
九
月
一
五
日
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
に
つ
い
て
は
、
前
注
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（
24
）参
照
。

（
118
）　
池
田
真
朗
『
債
権
譲
渡
法
理
の
展
開
』（
弘
文
堂
、
二
〇
一
一
年
）
八
七
頁
以
下
、
白
石
大
「
フ
ラ
ン
ス
の
債
権
譲
渡
担
保
・
債
権

質
権
」
比
較
法
学
四
八
巻
三
号
（
二
〇
一
五
年
）
四
四
頁
以
下
な
ど
。

（
119
）　
前
注（
104
）参
照
。

（
120
）　Cf. ex. A

ynès, Crocq et A
ynès, D

roit des sûretés, n
o 434, pp. 478-479 ; Bourassin et Brém

ond, D
roit des sûretés, 

n
o 1004, pp. 716-718 ; D

upichot, op. cit., n
o 29, pp. 237-238 ; etc. 

中
原
太
郎
「
フ
ラ
ン
ス
民
法
典
に
お
け
る
『
信
託
』
に
つ
い

て
」
水
野
紀
子
編
『
信
託
の
理
論
と
現
代
的
展
開
』（
商
事
法
務
、
二
〇
一
四
頁
）
二
七
一
～
二
七
二
頁
な
ど
参
照
。

（
121
）　
信
託
関
係
立
法
の
変
遷
に
つ
き
、
中
原
・
前
掲
「
フ
ラ
ン
ス
民
法
典
に
お
け
る
『
信
託
』
に
つ
い
て
」
二
五
三
頁
以
下
、
白
石
大

「
フ
ラ
ン
ス
に
お
け
る
動
産
・
債
権
担
保
法
制
の
現
在
―
近
年
の
担
保
法
改
正
・
担
保
信
託
導
入
を
ふ
ま
え
て
―
」
比
較
法
学
四
六
巻
二

号
（
二
〇
一
二
年
）
五
三
頁
以
下
な
ど
参
照
。

（
122
）　
二
〇
〇
九
一
月
三
〇
日
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
は
、
動
産
・
権
利
の
み
で
は
な
く
、
不
動
産
に
つ
い
て
も
「
担
保
目
的
で
譲
渡
さ
れ
る
所
有

権
」（
信
託
担
保
）
の
規
定
を
設
け
て
い
る
（
二
四
八
八
―
一
条
以
下
）。
ま
た
、
営
業
財
産
に
つ
い
て
も
、
信
託
担
保
の
設
定
が
可
能
で

は
あ
る
（cf. ex. D

elpech, Fonds de com
m

erce, n
o 93.16, p. 336 ; etc

）。

（
123
）　Crocq 

（Pierre

）, Propriété et garantie, Bib. dr. privé, t. 24 8, LGD
J, 1995 ; Bougerol-Prud

’hom
m

e 

（Laetitia

）, 
E

xclusivité et granties de paiem
ent, Bib. dr. privé, t. 538, LGD

J, 2012 ; A
ynès, Crocq et A

ynès, D
roit des sûretés, n

o 
20, pp. 29-30, n

os 419 et 420, pp. 463-465 ; Crocq 
（Pierre

）, Les sûretés fondées sur le droit de propriété, in Y
anick 

Blandin et V
incent M

azeaud （dir.

）, Q
uelle réform

e pour le droit des sûretés ?, D
alloz, 2019, pp. 7 5 et s. ; etc.

（
124
）　Cf. ex. A

ynès, Crocq et A
ynès, op. cit., n

o 20, p. 3 0 ; D
upichot, op. cit., p. 218 ; etc.

　
し
か
し
、
留
置
権
に
つ
い
て
は
、

二
〇
〇
八
年
一
二
月
一
八
日
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
に
よ
り
、
再
建
型
の
倒
産
手
続
で
は
、
擬
制
留
置
権
の
効
力
が
制
限
さ
れ
る
こ
と
に
な
り

（
フ
ラ
ン
シ
ー
ヌ
・
マ
コ
リ
グ
＝
ヴ
ニ
エ
（
荻
野
奈
緒
＝
齋
藤
由
起
訳
）「
有
体
動
産
の
債
務
の
担
保
へ
の
充
当
」
阪
大
法
学
六
九
巻
一
号

（
二
〇
一
九
年
）
一
九
一
頁
訳
注
3
、D

upichot, op. cit., n
o 18, p. 225

な
ど
参
照
）、
さ
ら
に
、
二
〇
二
一
年
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
で
は
、

担
保
法
改
正
と
並
行
し
て
行
わ
れ
て
い
る
倒
産
法
（
商
法
典
第
六
編
）
の
改
正
に
よ
り
、「
排
他
的
担
保
」
の
制
約
が
予
測
さ
れ
て
い
た

と
こ
ろ
で
あ
る
（cf. ex. Borga, op.cit., n

o 27, p. 128

）。
倒
産
法
（
商
法
典
第
六
編
）
の
改
正
に
関
す
る
二
〇
二
一
年
九
月
一
五
日
オ
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ル
ド
ナ
ン
ス
一
一
九
三
号
（M

insitère de la justice, Rapport au Président de la République relatif à l

’ordonnance n
o 

2021-1193 du 15  septem
bre 2021 portant m

odification du livre V
I du code de com

m
erce, J.O

. 1  6 séptem
bre 20 21, 

texte 20  sur 133

）
に
つ
い
て
は
、
後
注（
136
）参
照
。

（
125
）　R

apport au Président de la R
épublique relatif à l

’ordonnance n
o 20 21-11 92 du 15  septem

bre 20 21 portant 
réform

e du droit des sûretés, J.O
.  16 septem

bre 20 21, texte 1 8 sur 133 ; M
inistère de la justice, O

rdonnance n
o 

2021-1192 du 15   septem
bre 2021 portant réform

e du droit des sûretés, J.O
. 16  séptem

bre, texte 19  sur 133.

（
126
）　

そ
も
そ
も
二
〇
一
七
年
準
備
草
案
で
は
、
以
下
の
規
定
が
置
か
れ
て
い
た
。

【
第
二
二
八
六
―
一
条
第
二
項
】（
二
〇
一
七
年
準
備
草
案
）

　

物
的
担
保
は
、
現
在
若
し
く
は
将
来
の
財
産
又
は
財
産
の
集
合
の
、
債
権
者
へ
の
優
先
的
又
は
排
他
的
な
弁
済
へ
の
（au 

paiem
ent préférentiel ou exclusif

）、
優
先
的
又
は
排
他
的
な
引
当
て
（l

’affectation préférentielle ou exclusive

）
で
あ

る
。

（
127
）　

二
〇
二
〇
年
一
二
月
一
八
日
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
準
備
草
案
（http://w

w
w

.textes.justice.gouv.fr/textes-soum
is-a-concertation-10179/ 

reform
e-du-droit-des-suretes-avant-projet-dordonnance-33667.htm

l

）
で
は
、「
優
先
的
担
保
（
先
取
特
権
、
質
権
な
ど
）」
と

「
排
他
的
担
保
（
所
有
権
担
保
）」
を
区
別
し
、
物
的
担
保
に
新
た
な
定
義
を
与
え
る
と
の
理
由
か
ら
、
本
文
に
掲
出
し
た
条
文
案
が
提
案

さ
れ
て
、
そ
れ
が
二
〇
二
一
年
九
月
一
五
日
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
で
も
維
持
さ
れ
て
い
る
（R

apport au Président de la R
épublique 

relatif à l

’ordonnance n
o 20 21-11 92 du 1 5 septem

bre 20 21 portant réform
e du droit des sûretés, J.O

. 16‌ séptem
bre 

20 21, texte 1 8 sur 133, p. 7 

）。
前
注
の
二
〇
一
七
年
準
備
草
案
と
比
較
す
る
と
、
二
〇
一
七
年
準
備
草
案
が
、
優
先
的
か
排
他
的
か

を
成
立
段
階
の
引
当
て
と
実
行
段
階
の
引
当
て
の
二
段
階
で
評
価
す
る
書
き
ぶ
り
で
あ
っ
た
と
こ
ろ
、
二
〇
二
〇
年
準
備
草
案
お
よ
び
二

〇
二
一
年
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
で
は
、「
優
先
的
又
は
排
他
的
な
弁
済
へ
の
引
当
て
（l

’affectation au payem
ent préférentiel ou 

exclusif

）」
と
簡
略
化
し
た
書
き
ぶ
り
と
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
は
、
所
有
権
担
保
の
法
形
式
を
採
ら
な
い
「
債
権
質
」
に
つ
い
て
も
「
排

他
的
権
利
」
を
付
与
す
る
点
と
の
整
合
性
が
意
識
さ
れ
た
も
の
と
推
察
さ
れ
る
。

（
128
）　Grim

aldi

（M
ichel

）, M
azeaud

（D
enis

） et D
upichot

（Philippe
）, Présentation d

’un avant-projet de réform
e des 

sûreté, D
. 2017, 4. C.　

先
行
し
て
、
弁
済
へ
の
「
排
他
的
権
利
」
を
認
め
た
判
例
と
し
て
、Cass. com

. 26  m
ai 2010, Bull. civ. 
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IV
, n

o 94 

が
あ
る
。
二
〇
二
一
年
九
月
一
五
日
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
（
九
条
）
は
、
債
権
質
の
取
立
権
に
関
す
る
二
三
六
三
条
に
つ
い
て
は
、

競
合
や
そ
れ
ゆ
え
に
順
位
の
問
題
を
生
じ
さ
せ
る
「
優
先
的
権
利
（droit préférentiel

）」
で
は
な
く
、
質
権
債
権
者
が
他
の
債
権
者

を
排
除
し
、
そ
れ
ゆ
え
に
優
先
さ
れ
る
こ
と
は
起
こ
り
え
な
い
と
い
う
意
味
で
、
留
置
権
（droit de rétention

）
に
根
拠
を
置
く
「
排

他
的
権
利
（droit excusif

）」
を
質
権
者
に
与
え
る
も
の
（
そ
の
点
は
、
最
新
の
判
例
（Civ. 2

e, 2  juillet 2020, n
os 19-11.417 et 19-

13.636
）に
合
致
す
る
も
の
）
で
あ
り
、
か
つ
与
信
実
務
に
お
い
て
設
定
者
が
引
き
続
き
受
領
す
る
こ
と
を
望
む
な
ら
ば
、
そ
れ
を
妨
げ

る
趣
旨
で
は
な
い
と
し
て
、
以
下
の
と
お
り
改
正
を
行
う
こ
と
と
し
た
（R

apport au Président de la R
épublique relatif à  

l

’ordonnance n
o 20 21-11 92 du 15  septem

bre 2021 portant réform
e du droit des sûretés, J.O

. 16‌ septem
bre 20 21, 

texte 18  sur 133, p. 9 ; O
rdonnance n

o 20 21-11 92 du 1 5 septem
bre 20 21 portant réform

e du droit des sûretés, J.O
. 

1 6 séptem
bre, texte 19  sur 133, l

’art. 9 

）。

【
第
二
三
六
三
条
】（
二
〇
二
一
年
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
）

　

第
一
項　

通
知
の
後
は
、
質
権
債
権
者
の
み
が
、
質
権
が
設
定
さ
れ
た
債
権
に
つ
い
て
留
置
権
を
享
受
し
、
か
つ
元
本
に
つ
い

て
も
利
息
に
つ
い
て
も
弁
済
を
求
め
る
権
利
を
有
す
る
。

　

第
二
項　

質
権
者
は
、
他
の
債
権
者
を
正
式
に
召
喚
し
た
う
え
で
、
設
定
者
と
同
様
に
、
そ
の
履
行
を
訴
求
す
る
こ
と
が
で
き

る
。

（
129
）　

二
〇
二
一
年
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
は
、
二
〇
一
七
年
準
備
草
案
に
ほ
ぼ
準
拠
し
、
先
順
位
の
質
権
債
権
者
の
取
立
権
・
弁
済
充
当
権
を
確

保
す
る
た
め
に
、
二
三
六
三
条
に
続
い
て
、
以
下
の
規
定
を
整
備
し
て
い
る
（
二
〇
一
七
年
準
備
草
案
の
規
定
に
つ
い
て
は
、
片
山
＝
齋

藤
・
前
掲
「
二
〇
一
七
年
フ
ラ
ン
ス
担
保
法
改
正
準
備
草
案
」
一
一
二
～
一
一
六
頁
参
照
）。

【
第
二
三
六
一
―
一
条
】（
二
〇
二
一
年
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
に
よ
り
新
設
）

　

同
一
の
債
権
が
順
次
の
質
権
の
目
的
と
な
る
と
き
は
、
債
権
者
の
順
位
は
、
証
書
の
順
に
よ
っ
て
規
律
さ
れ
る
。
日
付
に
お
い

て
先
ん
じ
た
債
権
者
は
、
債
務
者
が
弁
済
を
な
し
た
者
に
対
し
て
償
還
請
求
権
を
有
す
る
。

【
第
二
三
六
四
条
】（
二
〇
二
一
年
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
に
よ
り
二
項
の
修
正
）

　

第
一
項　

質
権
の
設
定
さ
れ
た
債
権
と
し
て
支
払
わ
れ
る
べ
き
金
額
は
、
被
担
保
債
権
の
期
限
が
到
来
し
て
い
る
場
合
に
は
、

こ
れ
に
充
当
さ
れ
る
。
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第
二
項　

反
対
の
場
合
に
は
、
質
権
債
権
者
は
、
被
担
保
債
務
が
履
行
さ
れ
る
と
き
に
こ
の
金
額
を
返
還
す
る
こ
と
を
条
件
と

し
て
、
金
額
を
受
領
す
る
権
限
を
付
与
さ
れ
た
金
融
機
関
に
そ
の
為
に
開
設
さ
れ
た
、
特
別
に
引
き
当
て
ら
れ
た
口
座
に
お
い
て
、

担
保
と
し
て
金
額
を
保
管
す
る
。
被
担
保
債
権
の
債
務
者
が
不
履
行
に
陥
り
、
付
遅
滞
が
奏
功
し
な
い
ま
ま
八
日
間
が
経
過
し
た

場
合
に
は
、
債
権
者
は
、
支
払
わ
れ
て
い
な
い
金
額
の
限
度
で
、
資
金
を
そ
の
債
権
の
返
済
に
充
て
る
。

（
130
）　

二
〇
一
七
年
改
正
準
備
草
案
の
二
三
六
一
―
一
条
（
前
注
参
照
）
の
解
説
は
、「
そ
れ
が
非
移
転
的
な
担
保
で
あ
る
質
権
に
固
有
の

ル
ー
ル
で
あ
り
、
こ
の
よ
う
な
可
能
性
は
、
担
保
目
的
で
の
信
託
的
譲
渡
に
お
い
て
は
見
出
す
こ
と
は
で
き
な
い
」
と
す
る
（
片
山
＝
齋

藤
・
前
掲
「
二
〇
一
七
年
フ
ラ
ン
ス
担
保
法
改
正
準
備
草
案
」
一
一
三
頁
参
照
）。

（
131
）　Cf. ex. Cass. com

., 1 9 déc. 2006, R
T

D
 civ., 2007, pp. 160 et s., obs. P. Crocq ; D

. 2007, pp. 344 et s., note Ch. 
Larroum

et ; JCP E 2007, 1131, note D
. Legeais ; etc.

（
132
）　

ピ
エ
ー
ル
・
ク
ロ
ッ
ク
＝
斎
藤
由
起
訳
「
フ
ラ
ン
ス
法
に
お
け
る
債
務
法
改
正
後
の
債
権
譲
渡
」
ノ
モ
ス
（
関
西
大
学
）
三
九
号

（
二
〇
一
六
年
）
一
頁
以
下
、
白
石
大
「
債
権
譲
渡
の
対
抗
要
件
制
度
に
関
す
る
法
改
正
の
日
仏
比
較
」
安
永
正
昭
＝
鎌
田
薫
＝
能
見
善

久
監
修
『
債
権
法
改
正
と
民
法
学
Ⅱ
債
権
総
論
・
契
約
（
1
）』（
商
事
法
務
、
二
〇
一
八
年
）
二
一
一
頁
以
下
な
ど
。

（
133
）　Cf. ex. Grim

aldi, M
azeaud et D

upichot, Présentation d

’un avant-projet de réform
e des sûreté, 5. B. ; R

apport au 
Président de la R

épublique relatif à l
’ordonnance no 20 21-11 92 du 15  septem

bre 20 21 portant réform
e du droit des 

sûretés, J.O
. 1 6 septem

bre 20 21, texte 18  sur 133, pp. 9-10 ; O
rdonnance n

o 20 21-11 92 du 15  septem
bre 20 21 

portant réform
e du droit des sûretés, J.O

. 16  septem
bre, texte 19  sur 133, l

’art. 11, V
II. 　

二
〇
二
一
年
オ
ル
ド
ナ
ン
ス

は
、
以
下
の
規
定
を
設
け
て
い
る
（
二
〇
一
七
年
準
備
草
案
の
規
定
に
つ
い
て
は
、
片
山
＝
齋
藤
・
前
掲
「
二
〇
一
七
年
フ
ラ
ン
ス
担
保

法
改
正
準
備
草
案
」
一
二
二
～
一
二
三
頁
参
照
）。

【
第
二
三
七
三
条
】（
二
〇
二
一
年
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
に
よ
り
新
設
）

　

債
権
の
所
有
権
は
、
第
一
三
二
一
条
乃
至
一
三
二
六
条
を
適
用
し
て
締
結
さ
れ
る
契
約
の
効
果
と
し
て
、
債
務
を
担
保
す
る
目

的
で
譲
渡
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

【
第
二
三
七
三
―
一
条
】（
二
〇
二
一
年
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
に
よ
り
新
設
）

　

第
一
項　

被
担
保
債
権
お
よ
び
被
譲
渡
債
権
は
、
証
書
に
お
い
て
示
さ
れ
る
。
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第
二
項　

こ
れ
ら
の
債
権
が
将
来
の
債
権
で
あ
る
場
合
、
証
書
は
そ
れ
ら
の
特
定
を
可
能
と
し
、
又
は
そ
れ
ら
の
特
定
を
可
能

に
す
る
要
素
（
債
務
が
誰
で
あ
る
か
、
弁
済
の
場
所
、
債
権
の
性
質
、
債
権
の
額
又
は
評
価
額
、
及
び
弁
済
期
が
あ
る
と
き
は
弁

済
期
）
を
含
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

【
第
二
三
七
三
―
二
条
】（
二
〇
二
一
年
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
に
よ
り
新
設
）

　

第
一
項　

被
譲
渡
債
権
と
し
て
譲
受
人
に
支
払
わ
れ
た
金
額
は
、
被
担
保
債
権
の
弁
済
期
が
到
来
し
て
い
る
場
合
に
は
、
被
担

保
債
権
に
充
当
さ
れ
る
。

　

第
二
項　

反
対
の
場
合
に
は
、
譲
受
人
は
、
第
二
三
七
四
―
三
乃
至
第
二
三
七
四
―
六
（
後
注
（
140
）
参
照
）
に
規
定
さ
れ
た

条
件
に
お
い
て
、
金
額
を
保
管
す
る
。

【
第
二
三
七
三
―
三
条
】（
二
〇
二
一
年
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
に
よ
り
新
設
）

　

被
譲
渡
債
権
が
弁
済
さ
れ
る
前
に
、
被
担
保
債
権
が
完
済
さ
れ
た
場
合
に
は
、
譲
渡
人
は
、
当
然
に
被
譲
渡
債
権
を
回
復
す
る
。

（
134
）　Cf. ex. Bourassin et Brém

ond, D
roit des sûretés, n

o 745, pp. 538-539 ; etc.

（
135
）　R

apport au Président de la R
épublique relatif à l

’ordonnance n
o 2021-1192 du 1 5 septem

bre 2021 portant 
réform

e du droit des sûretés, J.O
. 16  septem

bre 20 21, texte 18  sur 133, pp. 9  et 14 ; O
rdonnance n

o 20 21-11 92 du 
1 5 septem

bre 20 21 portant réform
e du droit des sûretés, J.O

. 16  septem
bre, texte 19  sur 133, les articles 9  et 26. 

削

除
さ
れ
た
旧
規
定
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。

【
旧
第
二
三
五
七
条
】（
二
〇
二
一
年
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
で
削
除
）

　

債
権
が
将
来
の
債
権
を
目
的
と
す
る
と
き
は
、
質
権
債
権
者
は
、
債
権
の
発
生
時
に
債
権
の
上
の
権
利
を
取
得
す
る
。

【
旧
第
一
三
二
三
条
】（
二
〇
二
一
年
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
で
削
除
）

　

第
三
項　

た
だ
し
、
将
来
債
権
の
移
転
は
、
当
事
者
間
で
も
第
三
者
と
の
関
係
に
お
い
て
も
、
そ
の
発
生
の
日
に
し
か
生
じ
な

い
。

（
136
）　 R

apport au Président de la R
épublique relatif à l

’ordonnance n
o 20 21-11 93 du 15  septem

bre 20 21 portant 
m

odification du livre V
I du code de com

m
erce, J.O

. 16  séptem
bre 20 21, texte 20  sur 133, p. 3.

（
137
）　

商
法
典
第
L
．六
二
二
―
二
一
に
以
下
の
規
定
が
追
加
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
（M

insitère de la justice, O
rdonnance n

o 
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2021-1193 du 15  septem

bre 2021 portant m
odification du livre V

I du code de com
m

erce, J.O
. 16  septem

bre 20 21, 
texte 21   sur 133, art. 19 

）。

【
商
法
典
第
L
．六
二
二
―
二
一
条
Ⅳ
】（
二
〇
二
一
年
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
）

　

第
一
項　

開
始
決
定
は
、
同
様
に
、
そ
れ
が
い
か
な
る
方
式
で
あ
っ
て
も
、
財
産
若
し
く
は
権
利
の
付
加
又
は
補
充
に
よ
る
、

と
り
わ
け
通
貨
金
融
法
典
L
．
二
一
一
―
二
〇
に
お
い
て
規
定
さ
れ
て
い
る
口
座
に
記
帳
さ
れ
た
債
券
を
補
充
す
る
債
券
又
は
果

実
及
び
産
出
物
の
登
記
に
よ
る
、
又
は
債
務
者
の
財
産
若
し
く
は
権
利
の
移
転
に
よ
る
約
定
物
的
担
保
又
は
約
定
留
置
権
の
目
的

資
産
の
す
べ
て
の
拡
張
を
、
当
然
に
禁
止
す
る
。

　

第
二
項　

と
り
わ
け
手
続
開
始
決
定
の
日
付
ま
で
に
生
じ
て
い
な
い
債
務
者
の
財
産
又
は
権
利
に
つ
い
て
の
移
転
に
関
し
て
定

め
る
反
対
の
規
定
は
、
す
べ
て
、
開
始
手
続
が
宣
言
さ
れ
た
日
付
以
降
は
適
用
さ
れ
な
い
。

　

第
三
項　

し
か
し
な
が
ら
、
資
産
の
拡
張
は
、
通
貨
金
融
法
典
第
L
．
三
一
三
―
二
三
条
に
規
定
さ
れ
て
い
る
債
権
譲
渡
が
、

手
続
開
始
よ
り
前
に
締
結
さ
れ
た
枠
契
約
の
履
行
と
し
て
な
さ
れ
る
場
合
に
は
、
そ
れ
か
ら
有
効
に
生
じ
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ

の
拡
張
は
、
同
様
に
本
章
の
反
対
の
規
定
又
は
通
貨
金
融
法
典
若
し
く
は
保
険
法
典
に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
た
適
用
除
外
に
よ
っ
て

も
生
じ
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
138
）　
「
現
金
質
（gage-espèce

）」
に
つ
い
て
は
、Cf. ex. A

ynès, Crocq et A
ynès, op. cit., n

o 287, pp. 315-317 ; Lem
aitre 

（Freddy

）, La m
onnaie com

m
e objet de sûretés, LGD

J, 2017, n
os 185 et s., pp. 277 et s., n

os 275 et s., pp. 478 et s., n
os 

321 et s., pp. 546 et s. ; etc.

（
139
）　Loi Pacte, société, com

m
ercial, social, p. 150.

（
140
）　

二
〇
二
一
年
担
保
法
改
正
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
で
は
、
以
下
の
規
定
が
設
け
ら
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
（R

apport au Président de la 
R

épublique relatif à l

’ordonnance no 20 21-11 92 du 15  septem
bre 20 21 portant réform

e du droit des sûretés, J.O
. 

16   septem
bre 20 21, texte 18  sur 133, p. 10 ; O

rdonnance n
o 20 21-11 92 du 15  septem

bre 20 21 portant réform
e du 

droit des sûretés, J.O
. 16  septem

bre, texte 19  sur 133, l

’article 11 
）。

【
第
二
三
七
四
条
】（
二
〇
二
一
年
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
に
よ
り
新
設
）

　

ユ
ー
ロ
又
は
そ
の
ほ
か
の
通
貨
に
よ
る
金
銭
の
所
有
権
は
、
現
在
又
は
将
来
の
、
一
つ
又
は
複
数
の
債
権
の
担
保
と
し
て
譲
渡
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す
る
こ
と
が
で
き
る
。

【
第
二
三
七
四
―
一
条
】（
二
〇
二
一
年
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
に
よ
り
新
設
）

　

第
一
項　

譲
渡
は
、
書
面
に
よ
っ
て
締
結
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
こ
れ
に
反
す
る
場
合
は
無
効
と
な
る
。

　

第
二
項　

こ
の
書
面
に
は
、
被
担
保
債
権
を
示
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
被
担
保
債
権
が
将
来
の
債
権
で
あ
る
場
合
、
証
書
は
、

そ
れ
ら
の
特
定
を
可
能
と
し
、
又
は
そ
れ
ら
の
特
定
を
可
能
に
す
る
要
素
（
債
務
が
誰
で
あ
る
か
、
弁
済
の
場
所
、
債
権
の
性
質
、

債
権
の
額
又
は
評
価
額
、
及
び
弁
済
期
が
あ
る
と
き
は
弁
済
期
）
を
含
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

【
第
二
三
七
四
―
二
条
】（
二
〇
二
一
年
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
に
よ
り
新
設
）

　

譲
渡
は
、
譲
渡
さ
れ
る
金
銭
の
引
渡
し
に
よ
っ
て
、
第
三
者
に
対
抗
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

【
第
二
三
七
四
―
三
条
】（
二
〇
二
一
年
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
に
よ
り
新
設
）

　

譲
受
人
は
、
金
銭
の
引
当
て
を
明
記
し
た
反
対
の
合
意
が
な
い
限
り
、
金
銭
を
自
由
に
処
分
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

【
第
二
三
七
四
―
四
条
】（
二
〇
二
一
年
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
に
よ
り
新
設
）

　

第
一
項　

反
対
の
条
項
が
な
い
限
り
、
譲
受
人
が
譲
渡
さ
れ
た
金
銭
に
つ
い
て
自
由
な
処
分
権
を
有
し
な
い
場
合
、
そ
れ
か
ら

生
じ
る
果
実
又
は
利
息
は
、
担
保
の
目
的
資
産
を
拡
張
す
る
。

　

第
二
項　

譲
受
人
が
譲
渡
さ
れ
た
金
銭
に
つ
い
て
自
由
な
処
分
権
を
有
す
る
場
合
、
そ
れ
ら
は
、
譲
渡
人
の
利
益
に
お
い
て
利

息
と
な
る
こ
と
を
合
意
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

【
第
二
三
七
四
―
五
条
】（
二
〇
二
一
年
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
に
よ
り
新
設
）

　

債
務
者
が
不
履
行
と
な
っ
た
場
合
、
譲
受
人
は
、
果
実
及
び
利
息
が
生
じ
た
と
き
に
は
そ
れ
を
加
算
し
た
金
銭
の
額
を
、
被
担

保
債
権
に
充
当
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
必
要
な
場
合
、
譲
受
人
は
、
譲
渡
人
に
超
過
分
を
返
還
す
る
。

【
第
二
三
七
四
―
六
条
】（
二
〇
二
一
年
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
に
よ
り
新
設
）

　

被
担
保
債
権
が
完
済
さ
れ
た
場
合
、
譲
受
人
は
、
果
実
及
び
利
息
が
生
じ
た
と
き
に
は
そ
れ
を
加
算
し
て
金
銭
を
譲
渡
人
に
返

還
す
る
。

（
141
）　

前
注（
124
）お
よ
び
（
136
）引
用
文
献
参
照
。
デ
ュ
ピ
シ
ョ
は
、「
清
算
（liquidation

）」
手
続
に
お
い
て
は
、
排
他
的
担
保
の
実
効

性
は
す
べ
て
維
持
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
が
、「
再
生
・
救
済
（sauvetage

）」
手
続
き
に
お
い
て
は
、
排
他
的
担
保
も
制
約
を
受
け
る
こ
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と
に
な
る
で
あ
ろ
う
と
分
析
す
る
（D

upichot, op. cit., n
o 18, p. 226

）。

（
142
）　

な
お
、
フ
ラ
ン
ス
の
所
有
権
留
保
は
、「
排
他
的
担
保
」
の
一
つ
で
あ
り
、
対
抗
要
件
と
し
て
は
書
面
に
よ
り
所
有
権
留
保
条
項
を

定
め
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
が
（
民
法
典
二
三
六
八
条
）、
登
記
等
の
公
示
は
要
求
さ
れ
て
お
ら
ず
、
倒
産
手
続
き
に
お
い
て
も
一
定
期

間
、
取
戻
請
求
訴
権
の
行
使
（
商
法
典
Ｌ
．六
二
四
―
九
条
）
が
認
め
ら
れ
て
い
る
（
瀬
戸
口
・
前
掲
「
第
一
部　

フ
ラ
ン
ス
法
」
五
六

～
五
九
頁
な
ど
参
照
）。
二
〇
一
七
年
準
備
草
案
で
は
、
判
例
を
変
更
し
て
、
①
附
従
性
を
明
記
す
る
こ
と
（
二
三
六
七
条
二
項
第
二
文
）、

②
転
得
者
へ
の
転
売
代
金
債
権
や
保
険
金
債
権
へ
の
留
保
権
者
の
物
上
代
位
の
行
使
に
対
し
て
、
取
得
者
・
保
険
者
が
抗
弁
を
対
抗
す
る

こ
と
を
認
め
る
規
定
を
導
入
す
る
こ
と
（
二
三
七
二
条
一
項
三
項
）
が
提
案
さ
れ
て
い
た
が
（
片
山
＝
齋
藤
・
前
掲
「
二
〇
一
七
年
フ
ラ

ン
ス
担
保
法
改
正
準
備
草
案
」
一
二
〇
～
一
二
二
頁
、
ア
ン
ソ
ー
・
前
掲
「
二
〇
一
七
年
フ
ラ
ン
ス
担
保
法
改
正
準
備
草
案
に
関
す
る
一

考
察
」
九
七
～
九
八
頁
な
ど
参
照
）、
二
〇
二
一
年
オ
ル
ド
ナ
ン
ス
で
は
、
②
が
採
用
さ
れ
て
い
る
（R

apport au Président de la 
R

épublique relative à l
’ordonannce n

o 2021-1192 du 15‌ septem
bre 2021 portant réform

e du droit des sûretés, J.O
. 

16‌ septem
bre, texte 18‌ sur 133, L

’art. 10‌

）。

（
143
）　

担
保
法
制
の
改
正
と
と
も
に
、
民
法
に
お
け
る
「
物
」
概
念
や
「
物
権
」
概
念
の
見
直
し
も
重
要
な
課
題
と
な
る
で
あ
ろ
う
（
こ
の

点
に
つ
き
、
片
山
直
也
「
第
一
七
五
条
の
二
（
代
替
案
）（
物
権
の
目
的
及
び
内
容
）」
吉
田
克
己
編
著
『
物
権
法
の
現
代
的
課
題
と
改
正

提
案
』（
成
文
堂
、
二
〇
二
一
年
）
二
一
三
頁
以
下
な
ど
参
照
）。

（
144
）　

こ
の
点
に
つ
き
、
藤
澤
・
前
掲
「
岐
路
に
立
つ
日
本
の
動
産
担
保
法
制
」
一
三
～
一
四
頁
な
ど
参
照
。

（
145
）　

こ
の
点
に
つ
き
、
井
上
聡
「
担
保
権
者
が
把
握
す
る
も
の
と
一
般
債
権
者
に
残
す
も
の
」
東
京
弁
護
士
会
倒
産
部
編
『
担
保
法
と
倒

産
・
金
融
の
実
務
と
理
論
―
担
保
法
の
検
討
課
題
』（
別
冊
Ｎ
Ｂ
Ｌ
一
七
八
号
、
二
〇
二
一
年
）
八
九
頁
以
下
、
沖
野
眞
已
他
「
座
談
会

2　

包
括
担
保
を
め
ぐ
る
課
題
」
同
『
担
保
法
と
倒
産
・
金
融
の
実
務
と
理
論
―
担
保
法
の
検
討
課
題
』
二
八
六
～
二
八
七
頁
【
沖
野
発

言
】
な
ど
参
照
。

（
146
）　Cf. ex. Julienne 

（M
axim

e

）, Encore un nouveau gage
⁈

 – La loi PA
CT

E et la financiarisation des sûretés, 
R

D
A

, D
éc. 2019, pp. 146 et s. ; etc.

（
147
）　Cf. ex. Benadiba, L

’exam
en critique des gages spéciaux : révélations autour de ces techniques d

’appropriation 
directe de la valeur, n

os 78  à 104 ; etc.



73

動産・債権担保法制をめぐる二元的構成の新たな二つの動向

（
148
）　

神
作
裕
之
「
電
子
化
さ
れ
た
有
価
証
券
の
担
保
化
―
『
支
配
』
に
よ
る
担
保
化
」『
有
価
証
券
の
ペ
ー
パ
レ
ス
化
等
に
伴
う
担
保
権

な
ど
金
融
取
引
に
か
か
る
諸
問
題
』（
金
融
法
務
研
究
会
、
二
〇
一
三
年
）
一
二
頁
以
下
、
道
垣
内
弘
人
「
金
融
取
引
に
お
け
る
普
通
預

金
債
権
の
担
保
化
」
金
法
二
〇
七
一
号
（
二
〇
一
七
年
）
六
〇
頁
以
下
、
和
田
勝
行
「
普
通
預
金
の
担
保
化
に
関
す
る
検
討
課
題
」
Ｎ
Ｂ

Ｌ
一
二
〇
〇
号
（
二
〇
二
一
年
）
三
二
頁
以
下
、
小
島
庸
輔
「
普
通
預
金
担
保
の
立
法
と
口
座
開
設
行
の
保
護
―
Ｕ
Ｃ
Ｃ
第
九
編
と
Ｕ
Ｎ

Ｃ
Ｉ
Ｔ
Ｒ
Ａ
Ｌ
モ
デ
ル
法
の
『
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
』
の
比
較
か
ら
」
早
稲
田
法
学
九
七
巻
一
号
（
二
〇
二
一
年
）
三
九
頁
以
下
な
ど
参
照
。

（
149
）　

フ
ラ
ン
ス
法
が
示
唆
す
る
よ
う
に
、「
排
他
的
担
保
」
の
本
質
は
、「
支
配
」
と
「
所
有
権
」
で
あ
る
（
前
注（
26
）参
照
）。
そ
れ
に

よ
れ
ば
、「
排
他
的
担
保
」
は
、
債
権
質
の
よ
う
に
「
支
配
」
を
要
件
と
す
る
占
有
担
保
お
よ
び
債
権
譲
渡
担
保
の
よ
う
に
債
権
の
担
保

権
者
へ
の
「
帰
属
」
を
前
提
と
す
る
非
占
有
担
保
に
二
分
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、
わ
が
国
の
譲
渡
担
保
は
、「
担
保
目

的
に
必
要
な
範
囲
で
の
所
有
権
移
転
（
債
権
移
転
）」
と
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、「
担
保
所
有
権
」
を
直
ち
に
「
排
他
的
担
保
」
の
根
拠
と
す

る
こ
と
が
で
き
ず
、
担
保
権
者
へ
の
「
取
立
権
限
の
帰
属
」
な
ど
、「
支
配
」
と
し
て
の
要
素
が
存
す
る
こ
と
が
、「
排
他
的
担
保
」
の
要

件
と
な
る
と
考
え
る
べ
き
で
あ
ろ
う
。


